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は じ め に

(財)日本情報処理 開発協会 産業情報化推進 セ ンター(以 下 、当セ ンターと略す)で は、昭和

60年 以来、 ビジネスプ ロ トコル の標準化 な どを通 じて、産 業界へ のEDIの 普及推進 を行 って き

た。 昭和62年 には、㈹ 日本電子機械工業会(EIAJ)と 共同でEIAJシ ンタ ックスルールを開発

し、 さ らに平成3年 には、 これを改良 したCIIシ ンタ ックスルールを開発 した。 これをベ ース

とす るCII標 準は、平成4年 に実用化 したが、現在(平 成9年3月)17業 界 で業界標 準 と して

採用 されてお り、CII標 準は我が 国の主 要 なEDI標 準 とな ってい る。 平成10年 に は 、 国際

EDIへ の応用実験 が予定 され てお り、CII標 準は既 に国内標 準か ら国際的標準 にな りつつ ある。

この よ うな発展がで きたのは、産 業界 の協力 と支援 が あったか らで、心か ら感謝す る。

さて当セ ンターで は、CII標 準 の充実 を足掛か りに、さらに高度 な新 しいEDIの 確立 を 目標

に、各種 の調査 研究 開発 を行 ってい る。平成4年 か らは、受発注 か ら決 済 までの一貫 したEDI

の構築 に関す る研究 開発 を開始 し、現在、取引の最終 段階であ る請 求 支払EDIの 運 用実 験 を

行 ってい る。平成5年 か らは、中小企業へ のEDI導 入を促進す るために、中小企業 向けの安価

なEDIシ ステ ムの確立 に関す る研究開発 も行 ってい る。 さらに、増大す るEDIへ の新機能 要求

に対応 したCIIシ ンタ ヅクスルールのバ ージ ョンア ップにつ いて も検討 してい る。

本報 告書では、 これ らCII標 準 に係わ る最近 の主 な動 向につ いて報 告す る。 また、CIIシ ン

タ ックスル ールをベ ース と した 「標準 メ ッセージ」 の設計方 法につ いて、そ のポイ ン トを述べ

る。 この中では、国連UN/ECEで 開発 されている標 準 メ ッセー ジで あるUNSMと の互換性を

重視 した設計方法につ いて も述 べ る。

CII標 準 の実用化 に よ り、わが 国のEDI標 準化 のベースは確立 された と考 え る。 しか し、現

段 階で は、 まだ まだ プライベ ー ト・フ ォーマ ッ トに よるEDIが 主流を 占めてお り、・すべて の業

界で、標準EDIへ の移行 努力が さ らに活発 に行われな ければ な らない。標 準EDIへ の 移行 に

は、少 な くない手間 と費 用が必要に なるため、短期間 で実現す る ことはなかなか困難で あるが、

将来の産業界 の発展 のために、1日 も早 くな し遂げ られ ることを願 うものであ る。本報告書 が

それに寄与 で きれ ば幸 いで ある。

最 後 に、CII標 準の確立 に多大 な るご協 力 とご支援 をいた だいた関係各位に対 し、感謝 の意

を表 す る。

平成9年3月

産業 情報化推 進 セ ンター
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第1部 請求支払EDIの 運用実験

第1部 では、平成8年 度 に実施 された請求支払EDIの 運用実 験 に つ いて 述 べ る。 この プ ロ

ジ ェク トは、平成4年 度か ら実施 してい る 「受発注か ら決 済 までの一貫 したEDIの 構築」 の中

の一部 であ り、取 引 の最終段 階であ る決済へ のEDIの 導入 を 目標 に して い るの で、 請 求支 払

EDIプ ロジ ェク トと名付け ている。

決済 、す なわ ち物 品 の購 入代金 やサ ービスに対す る代価 の支払 いには、様 々な方法が あるが、

最近増加 してい るのが、銀行振込 の活用 であ る。金融界 の内部 では、銀行 振込は既に システム

化 してお り、電信 扱 いと して知 られてい る。 そ して、振込依頼 や入金通知 等には フ ァームバ ン

キ ング(FB)な どが使用 され ている。 このFBがEDIで あるか ど うかは以前か ら議論 の多 い部

分 であ り、現在 ではEDIに 含 めない考 えかたが主 流 に な って い る。 そ して、 別途 、F-EDI

(FinancialEDI)が 検討 され てい る。

しか し請 求支払EDIプ ロジェク トでは、現行 のFBが 、あ る機能 を持 っていないためにEDI

とは別物 にな ってい る とい う解釈 を採用 し、そ の機能 を付け加 え る こ とで 、新 た に請 求 支 払

EDIが 実現 で きるとい うアプ ローチを と り、平成7年 度に基本 コンセプ トを構築 した。

この コンセプ トの最大 の利点 は、現行 のFBを ベースに機能追加 を行 った体 系 な ので 、金 融

界 にあ る既存 のネ ッ トワー クを僅 かに改造す るだけですべ て活用 で きることに ある。 したが っ

て、短 期に実用化 す る ことが可能 で、す でに金融界 では、 この コンセ プ トに沿 ったサ ー ビスを

平成8年12月16日 か ら実施 してい る。

も う一 つ重要 な特徴が あ る。本 コンセ プ トでは、産業 界ではCII標 準 ベ ースのEDIを 活用す

るが、金融 界は従 来 の標準 をその まま活用す る点であ る。従 来の常識 では、標準は一本化す る

のが もっとも効 率的 とされ ていたが、初 めて、複数 の標準 を効 率的に使 い分け る体系が実現す

ることにな った。む しろ、標 準の一本化 を見送 ることに よって、短 期的な実用化が可能に な っ

た。

標 準複数化 の問題 につ いては、 この他 に も従 来か ら国内標 準 と国際標 準の一本化問題が あ り、

複数 の標 準の使 い分け は非効率 的だ と議論 されていたが、後述 す る運 用実験 に よって、具体的

に複 数標 準の効 率的 な使 い分 けが可能であ ることを実証 した。標 準複数 化に懐疑的な論者へ の

一 つの具体 的な回答 と も言 え る
。

本 プ ロジ ェク トの 目的は、受 発注か ら決済 までの一貫 したEDIを 構 築 して業務 の効率化を 図
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ることであ る。そのために標 準化 が必要 なのであれ ば標 準化 を強 力に進め る ことは当然 である。

ただ し、効率的な標 準化を進め る必要 はあ って も美 しい標 準化 を進め る必要 は特 にない。標準

化は手段で はあって も 目的ではないか らであ る。 この点 で、標 準化 の推進 を第 一 義 とす る グ

ル ープ とは見解を異にす るか も しれな い。

第1部 を見 ていただけれ ば分か ると思 うが、請求支払EDIで は、技術 的標準化 についての議

論が非常 に少 な くな っている。 この理 由は、技術 的標準化 よ りも業務処理手順 の共通化/標 準

化 の方 が、 よ り重要 と判 断されたか らで ある。業務 処理手順 の共通化/標 準化 は、技術 的標 準

化 よ りもはるか に解決 困難 な問題を含 んでい るこ とが普通で あ り、従 来の プ ロジ ェク トでは避

け るケースが多 か った ことも事実 であ る。技術 的標準化 の方が分か りやすい上に、そ の主た る

課題 をEDIの 当事者 であ るユーザ ー(産 業界)で はな く、 ソフ トウ ェア/ハ ー ドウェアのベ ン

ダーに押 しつけ ることがで きるので、安易に問題点 を、例 えば シンタ ックスル ール に押 しつ け

た傾 向が あった。

本 プ ロジ ェク トでは、業務処 理手順 の共通化/標 準化 に踏 み込 む ことに よって、技術 的標準

化 以前 の問題が多数存在す ることを 明確 に した。 これ まで この種 の問題 を議論 の中心 に据 えた

プ ロジェク トは、ほ とん どなか った と思 う。残念 なが ら、完全な解決 案を示す には至 らず 、単

に検討 の一方 向を示すに留 ま った が、それで も真剣に この問題へ の対応 を しなければな らない

とい う認識 を高 める効果が あ った と思 う。 とにか く門外漢に とっては、請求額 と入金額 が一致

しない とか、それ が請求側 か支払側 か どちらか一方 の原 因 で は な く、 そ もそ も正 確 な請 求 額

(支払額)そ の ものを計算す るのが非 常に難 しいな どとい う事実 は、通常知 らない。 この よ う

な事 実を知 らないで請 求支払EDIの 普 及が進 まない原因を追 求す る と、技術的標準化が進 んで

いないか らな どとい う誤 った結論 を導 いて しま う。

業務処理手順 の共通化/標 準化は、EDI当 事者 がその気 にな らなけれ ば進 まない ことは明 ら

かで、 ユーザ ーが 自身 のために 自身 で検討 しなければな らない領域 である。一般産業界 の奮起

が望 まれ る。幸 いに も、本 プ ロジ ェク トに参 加 した電子機器業界 をは じめ とす るい くつかの業

界 が、平成9年 度 も継続 的に検討す る ことを決 めてお り、それに基づ く本格 的な請 求支払EDI

の運 用実験 を計 画 してい る。 その結 果が期待 され るところであ る。

第1部 は、報告書rEDIに 関す る調査 研究開発報告書 一1一 新段階 のEDI－ 平成9年3月 通

商産 業省』か らの抜粋 であ る。 さ らにプ ロジ ェク トの詳細 が必要 な場合 には、下記 に示す3種

の報告書を参照 していただ きた い。

・EDIに 関す る調査 研究開発報 告書 一1平 成9年3月 通商産業 省

一2一



・EDIに 関す る調査 研究 開発報告書 一1平 成9年3月 間 日本電子機械工業会

・EDIに 関す る調査 研究 開発報告 書 一1平 成9年3月 働 流通 システ ム開発 セ ンター
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第1章 受発注か ら決済までの一貫 したEDI

我 が国では、大手企業 の殆 どがEDIを 活用 してお り、世界的 に見 て もEDIの 普及率 は トップ

クラスで ある。 しか し、その大部分 は受発注処理 に活用 され てお り、納 品や決済処理 には殆 ど

活用 されて いない。その最 大の理 由は、EDIの 普及 がまだ初期 の段 階に あるた めであるが、一

方 で、納 品や決済 のEDIが 確立 してい ない とい うの も大 きな理 由で ある。㊥ 日本情報処 理開発

協会 産業情報化 推進 セ ンターで は、 この状況を鑑 み、通 商産業省 の支援 を受けて、受発注か

ら決 済 まで の一貫 したEDIを 構 築す る プ ロジ ェク トを、平成4年 度 か ら開始 した。

平 成4年 度か ら平成6年 度 まで の3年 間は、受発注 の次 の段 階で ある納 品段 階のEDIを 開発

した。 当初、 これは物流業際EDIと 呼 ばれ ていた。納 品段 階では、取 引の当事者で ある発注者

や受注者 の他 に、運送業者や倉庫業者 な どの第3者 が新 たにEDIに 参加 して くるか らで ある。

EDIの 参加老が増加 すれば、当然EDIは 複雑 にな り構i築が難 しくな る。そのため、 これ まで本

格的 な物流業際EDIは 実現 していなか ったのである。 しか し3年 に亘 る開発 の結 果、我 が国で

始め て本格 的な物流業際EDIの 運 用実験 が行われ 、そ の実現可能性 や業務 上の効果を、具体 的

に実証 す ることに成功 した。現在 、 この成果を引 き継 ぐ 「物 流EDI推 進委 員会」が新 たに設 置

され 、物流EDIと して、普及拡大 とさ らな る高度化 を 目指 した検 討が続 け られ てい る。

当セ ンターでは、納 品段 階のEDIの 確立 に引 き続 き、平成7年 度 か ら決 済段階 のEDIの 構 築

を 開始 した。これが、請求支払EDIで あ る。請 求支払EDIは 、決済段階 で売掛金 消込 みに多大

な手数 が掛 か っている と言われてい る点に着 目し、 これの効率化を 目標 に して生 まれた アイデ

アであ る。

最初 に、決済の多 くが銀行振込 に よって実行 されて いることを踏 まえ、電信為替(EFT)と

ファームバ ンキング(FB)を 活用 した請求支払EDIの 構想を作成 し、我が国の主要 な業界 を対

象 に、売掛金消込み効率化 の必要性 と作成 された請求支払EDI構 想 に関す る意見 について、ア

ンケー ト調査を行 った。そ の結果、多 くの企業 で売掛金消込み効率化 の必要性 を感 じてお り、

請 求支払EDI構 想はそ の対策 として有 効で ある としている ことが分か った 。 そ の後 請 求 支払

EDI構 想は、平成7年 度 末に、請求支払EDI基 本 コンセ プ トとして、 まとめ られた。

これ らの状況を踏 まえて、銀行業 界は、平成8年12月16日 か ら、 この基本 コンセプ トに沿 っ

た新 しいFBサ ー ビスを開始 したため、請求支払EDIは 、 いつで も実現で きる状況 にな った 。

そ こで、平成8年 度に本格 的な請 求支払EDIの 運用実験 を行 った。 この運 用 実験 に成 功 す れ

ば、取 引の全段 階をEDI化 で きる ことに な り、受 発注か ら決済 までの一貫 したEDIを 構 築で き
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るよ うにな る。ただ し、企業 間の一貫 したEDI化 に対応 して、それに対応す る社 内システムが

整備 され る とい う条件 が必要 であ る。残念なが ら、多 くの企業 の社 内システ ムは、 この よ うな

EDI化 へ の対応 は進 んでいない。受発注か ら決済 までの一 貫 したEDI化 へ対応す るためには 、

社 内で も、受発注か ら決済 までの一貫 した システム化が必要 で ある。 しか し現実 は、受発注 シ

ステ ム、納 品 システム(あ るいは物流 システ ム)、決済 システ ムとい うよ うに独立 に システ ム化

してい るのが普通 で、その システ ム間(多 くの場合、部門間に相 当す る)は 、書類 に よって連

携 して いるのがケースが多 い。 これ では、受 発注か ら決済 までの一貫 したEDIを 導入 して も多

くの効果を期待す ることはで きない。新 しい状況 に対す る整備 は、今後 の企 業情報 システ ムの

大 きな課題 であろ う。

今回 の運用実験 は、電 子機器業 界 で実施 された。電子機器 業 界 は 、我 が 国 の業 界 の 中で 、

もっとも社 内 システ ムのEDI化 に対す る対応 が進んで いる業 界 だ か らで あ る。 電 子機 器 業 界

は、平成4年 度 か ら6年 度 にかけて実施 された納品段階のEDI(物 流EDI)の 運用実験 に参 加

してい るが、 これが きっかけ とな り、同業 界の多 くの企業が納 品段 階の システ ムの整備 とEDI

の導入を開始 してお り、受発注 か ら納 品 まで の一貫 したシステ ム化が で きつ つある。そ のため、

決 済段階 のシステ ム化 であ る請求 支払EDIを 導入す る環境 が、他 の業 界に比べれば、整 ってい

る。

しか しそれ で も、請求支 払EDIの 導入 は難 し く、平成8年 度 の運用 実験 では、業務上 の効果

を実証す るには至 っていない。 と りあえず、技術的な実現可能性 を確i認した段 階であ る。 今後 、

さらに運用実験 と分析 を続 け ることで、請求支払EDIの 業務上 の効 果を実証 し、受発注 か ら決

済 まで の一貫 したEDI化 と、それに対応 す る企業情報 システ ムの あるべ き方 向を明確化す る必

要 が ある と考 え られ る。

以下、第1章 か ら第3章 で、平成8年 度 の運用実験 の概要 を述 べ る。

一5一



第2章 目 的 と 検 討 体 制

本 プ ロジ ェク トの 目的 は、決 済段 階のEDIの 基礎 を確 立す る ことである。前章 で述 べた アイ

デ アに基づ く請求支払分野 のEDIの 検 討を行 ってお り、 このEDIを 請 求支払EDIと 呼 ん でい

る。

平成7年 度か ら本格的検討 を開始 し、請 求支払EDIの 基本 コンセ プ トを構築 した。2年 目に

当た る平成8年 度(今 年度)は 、この コンセプ トに基づ く具体 的なEDIシ ステムを構築 し、運

用実験 を行 った。以下に、 昨年度 か ら今年度 にかけて の実施概要 と実 施体制 について述 べ る。

2.1平 成7年 度 の検討

請求支払EDI導 入の 目的(動 機)を 、前章 で述 べた ように、r売 掛金 の消込』 とし、それ

に役立つ請求支払EDIの あるべ き姿 を具体化 す るとい う観点 で、請求支払EDIの 基本 コン

セプ トを構築 した。産業界 の意見 も反 映 した結 果、最終 的に図3-1に 示す コンセ プ トに達

した。 この コンセプ トの具体的仕組み の説 明は、第3章 を参 照 されたい。

2.1.1基 本 コ ンセプ トの技術的実現可能性

(1)特 徴

既に、金融EDIと して、受発注 デー タや イ ンボイ ンスデ ータな どを交換す る アイデ

アがSWIFT(SocietyforWorldWideFundTrancefer)な どにあ り、実際 に普 及活

動な ども行われた。 これ は、金融 ネ ッ トワークが産業界 のデータを取 り込 む例 と して

注 目を集めたが、実現せず に終わ ってい る。 この ように、従来金融 ネ ッ トワー ク と受

発注ネ ッ トワー クの融合 とは、直接交 換デ ータを取 り込む ことであ った。

しか し、本 フ.ロジェク トの仕組 みでは、金融 ネ ッ トワー クと受発注 ネ ッ トワー クを

特別な キーに よって連動 させ る仕組 み とな ってお り、 これ が最 大の特徴 で ある。 この

キーを振込IDと 名付 けた。振込IDは 、文字 どお り、振込 を1件 ごとに識 別す るキー

であ り、支払IDで は ない。支払 と振込 は、1対1の 対応関係には な く、通常 は、複数

の支払 いが1件 の振 込で処 理 されて いる。 この対応 関係を コンピ ュータ レベル で明確

化 しよ うとす るのが、請求支払EDIで あ り、基準点 を振込 に置 き、 これ に支払 いを対

応 させ るのが 目的で ある。

したが って、別途支払IDが 必要 で ある。支払IDと は、文字 どお り1件 の支 払いを
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識 別す るキーで ある。振込IDは 金融 のネ ッ トワー クを通 って、発注者か ら受注者 へ伝

達 され、支払IDは 産業界 のネ ッ トワー ク(受 発注 ネ ッ トワー ク)を 通 って、発注 者か

ら受注者へ伝 達 され る。後 者は支払い明細 の交換 と認識 され てい る。 こ うして受注者

側へ伝達 された振込IDと 支払IDと を対応 させる ことで、初期 の 目的を達 す ることが

で きる。なぜな ら、売掛金 の回収側である受注者 は、受 注者 の 口座に入金 が無いか ぎ

り振込IDは 受け取 れない ことになってお り、振込IDを 入手 で きかつ支払IDと 対応 で

きた とい うことは、 と りもなお さず、回収 と消込 みが完 了 した ことを意 味す るか らで

ある。

しか し現実は複雑 であ る。複 数 の支払IDが 一つ の振込IDに 対応す るのが一般的 で

あるが、そ うで ない時 もあ る。 よ り一般的には、支払IDと 振込IDはn:mに 対応 して

いる。 したが って対応表 が必要で あ り、 これ も何 らかの方法 で、発注者 か ら受注者へ

伝 達 され なけれ ばな らない。 この点で図3-1は 、 まだ不完 全 で あ る。 これ に つ い て

は、第3章 で詳 し く述 べ る。

(2)キ ーに よる処理 の利点

いつれに して も、単純 なキ ーに よる処理 で行 う請 求支 払EDIに は、大 きな利 点が あ

る。第一に、既存 の設備 を多 少変更す るだけ で実現可能 な ことであ る。

新 しいEDIを 想像 す る時に、新 しい技術をベ ースにす るのに は、それ な りの利点が

ある。新 しいEDIで あるので、わざわざ古 い技術を使 う必 要は な く、 また新 しい技術

を適用 した方が将 来の拡 張可能 性 も大 き くなるか らであ る。例 えば、物 流EDI(国 内

物 流)はCIIシ ンタ ックスル ールベ ースで構築 され た。

しか し、新 しいEDIを ベースにす ると、実現 までには大 きな コス トと長 い時間が必

要 に なる。 また、既存 の体 系 との整合性確保 のために も少 な くな い コス トが必要 にな

る。例 えば、金融業 界のネ ッ トワークは極 めて大規模 に構 築 され稼 働 してい る。 ここ

に、新 しいEDI技 術 を持 ち込 めば、従来系 とは別個 に新 い しネ ッ トワークの構築 が必

要に なる。 これを 実現 しよ うとすれば、長 い年 月か膨大 な費用 か の どち らか が必ず必

要に なるので、結 果的に請 求支払EDIは 大 きな夢 に終 わ る ことにな るだ ろ う。

そ の点 キー方式 は、キ ーの設計 の仕方に もよるが、既存 の設備 を多少変 更す るだ け

で実現可能 である。余 った労力を、 よ り完全 なキ ー力式 の確立 に掛け ることがで きる。

(3)標 準 との関係

前述 の よ うに、従 来の方 式を最大限に活用 す るとい う方針 の場合、標 準化 に割 り切
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りを導入す る必要 があ る。産業 界では、現在 、CII標 準(CIIシ ンタ ックスルールベ ー

スの業界標 準)の 導 入が盛ん に行われ ているが、請 求支払EDIで は、CII標 準 以外 の

標準 も使 うことにな る。

しか し、 ここで標 準化 の 目的を再確認 したい。産業 界 の 目的は、標 準を一 つにす る

こ とではな く、標 準を導入す る ことに よって、 よ り便 利 に しよ うとす るのが 目的で あ

る。不便でなければ、標 準は複数 で もよい。す べての プ ロセスを一種類 の標 準で構築

すれば、確 かに見た 目には美 しい。 しか し、 リーズナ ブルな括 りの もとで複数 の標準

を用 いて も、運用 上/コ ス ト上不具合 がなけれ ば、美 しい システ ムの構築 が 目的 では

ないので、複数 の標 準の導入 に何 らの問題 もない ことに な る。

そ こで、余程 の不具合が発生 しないかぎ り、特 に金融界 については、従 来の ネ ヅ ト

ワークの延 長上で、請求支払EDIヘ アブ ローチす る ことにな った。その結果 、請求支

払EDIの 実 現は、予想外に早 ま ることにな った(平 成8年12月16日 か ら各銀行がFBの

新 サー ビス と してEDIサ ー ビスを開始 した)。

(4)予 備実験

基本 コンセプ トが技術 的に十分実現可能で ある ことを実 証す るために、電子機器業

界 で、組立 メーカー及 び部 品 メーカー5社 が参加 して、予備 実験 を行 った。 この結果 、

技術 的な困難 は特 にない ことが確かめ られたが、基本 コンセプ トには、多 くの問題 が

あ ることも同時 に明確 にな った。

2.1.2基 本 コンセプ トの問題 点

(1)違 算 の問題

ここでは、請 求額 と入金 額 が異な る ことを違 算 とす る。違算 が発生す る原 因は2種

類 あ り、一つ は事務処理上 の単純 ミスであ り、 も う一 つは支払側 と受取側 の認識 の違

いで ある。多 くの違算が発 生す る原 因は後者 で あ り、解 決 が難 しい問題 であ る。 いつ

れに して も違 算が あれば、売掛金 の消込 みはで きないので 、違算 が発生 した ら原因 を

確定 し、支払側 と受取側の認識 の食 い違 いを直 さなければ な らない。 この プ ロセスは

コン ピュー タ化 で きない し、請 求支払EDIは 違算発生指摘 の 自動 化が 目的で はないの

で、最初か ら支払側 と受取側 の認識 の食 い違 いが発生 しな い よ うに しなけれ ばな らな

い 。

第一に、支払側 と受取側 の認識 を合わせ る努力 が必要 であ る。 しか し、認識 さえ合
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えば違算が発生 しない とい う程単純 ではない。第二 に、同一 の認識に基づ き違算 が発

生 していな い ことを確 かめ るデ ータ交換 が新 たに必要 で ある。昨年度 の予備実験 の段

階 で、 この ような事は明 らかにな ってお り、解決提案 もい くつか成 され てい る。 この

結果、基本 コンセ プ ト内に請求額確定段 階 とい う前処 理が追加 された。

しか し、 この前処理 の具 体的な姿は未確 定であ り、昨年 度 に課題 として残 され た。

(2)支 払方法

基本 コンセプ トは、最終 的な支払が銀行 振込 で成 され る とい う前提 にな ってい る。

しか し現実 には、 この他 に も支払方法があ る。基本 コンセプ トでカバ ーで きるのは、

即時振込(銀 行振込)と 期 日現金払い(支 払処理 その ものは銀行振込 で行 われ る)の

2種 類 である。 この カバ ー率 は、70%を 越 え る可能性 があ るが、残 りは手形 やその他

が使用 され てい る。

したが って、将 来的には、振込以外の支払方法 に も対応す る必要 があ る。 これは比

較的簡単 である。振込IDの 他に、手形IDや ○OIDを 追 加すれ ば よい。 もちろん、手

形IDや ○OIDは 、全銀 ネ ッ トワークを通 して発注者 か ら受注者へ伝達す るのではな

く、別 のネ ッ トワークで伝 達 され る。それが何 かは、今年 度に残 された課題 であ る。

(3)対 応 表

前項 で も述べ た ように、多種類 の支払いが多様 な方 法で支払われ る。 そ こで、支 払

内容(タ イ トル:適 用)を 識別す る支払IDと 支払方法/支 払行為(支 払額を含む)を

識別す る振込ID/手 形ID等 を対応 させ る対応表 の交換 が別途 必要 である。基本 コン

セプ トでは、 これ もあま り明確 には示 されて いない。 これ も、今年度 に残 された課 題

である。

2.1.3業 界 に課せ られた課題

前項 で述べ た よ うに、第一に支払側 と受取側 の認 識 を 合わ せ る努 力 が必 要 で あ る。

元 々請求支払EDIは 、支払側 と受取側 の認識 の一致を前提 に してい る。 しか し、現実は

複雑 であ り、何 を ど こまで一致 させ るのかを決め ることは、非常 に難 しい。勿論、取引

当事者 間で一致 して いれば よい とい う問題で はな く、少な くとも業界単位 での一致が必

要 であ る。

そ こで、業界統 一見解を作 る ことが非常に重要 にな る。個 々の企業 が業界統一見解 を

完全 に採用す るか ど うかは別問題 として、そ もそ も基準に な る尺度 がなければ、個 々の
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企業 間の統一見解 を作 ることも難 しくな る。一方的 に、発注者側 の見解 が、個 々の企業

間の統一見解 になる可能性 があ る。 この見解が、異 な る発注者 間で も同一 であれば、 ま

だ救わ れるが、 これ は期待 しない方が よい。そ こで 、基 準尺度 と して存在す る業 界統一

見解 が重要 なのであ る。

平成8年 度 の運用実験 では、 この業界統一見解構築 への第一歩 を踏みだす ことが、最

大の 目標 と考 え られ る。
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2.2平 成8年 度 の検討 内容

前節 で も述 べた平 成7年 度 に判 明 した諸課題 の解 決方 法の検 討 と、銀行を含めた本格 的

運用実験 を実施 し、請 求支払EDIが 技術的に実現可能で あるこ との実証 が今年度 の主 な 目

標 とな るが、 よ り具体 的には以下 とな る。

(1)特 定 業界におけ る請 求支払EDIの 統一ル ール の試作

請 求支払EDIの 統 一ル ールは、全業界に適用で きるこ とが理想的 であるが、昨年 の調

査 では、非常 に難 しい問題が ある ことが明確にな ってい る。 そ こで今年度 は、特 定業 界

におけ る統一ル ールを試作 し、実証実験 を行 うこととした。特定 業界 と しては、後述 す

る電 子機器業界 を選 定 した。

(2)標 準 メ ッセー ジの試作

請求支払EDIの 実現 のために、新規 に標準 メ ッセージを開発 しなければな らない。標

準 メ ヅセー ジは、下 記 の よ うに大 き く2つ に分類 され る。

① 銀行 と発注者 あるいは受注者 間の標準 メ ッセー ジ

② 発注者 と受注 者間 の標準 メ ッセ ージ

上記① は、全 国銀 行協会連合会(全 銀協)が 既存 の フ ァームバ ンキング用 メ ッセー ジ

を改造 し、新たに銀行EDIサ ー ビス として リリース した メ ッセ ージを用 いた。② につ い

ては、運用実験 を行 った電 子機器業 界が、当面 の実験 に必要な メ ッセージを開発 した。

(3)運 用実験

本格 的運 用実験 は 、前述 した ように電子機器業 界が行 った。請 求支払EDIで は、必 ず

銀行業 界を含めた実験 にな るが、 これについては、平成8年12月16日 か らサー ビス開始

された銀行業界 の新 しいEDIサ ー ビスを活用 した。

(4)検 証 評価

今年 度 の運用実験 の 目標 は技術 的実現可能性 の検証 であ る。 しか し、業務上 の効果や

自動消込み の実現可 能性 の追求 な ども、可能 な範 囲で実 施す ることに した。 また、銀行

振込以外 の支払 い手 段 につ いて も、可能 な範 囲で運用 実験 に含 めた。

(5)流 通業 での請求支 払EDIの ニーズ把握

運用実験 を実 施す るのは、電 子機器業 界のみで、技 術的実現可能性 の検証が 目標 であ

る。 しか し、実際に請求支 払EDIが 普及す るか どうか は、産業 界の ニーズに よる。そ こ

で、流通業 について 、請 求支払EDIの ニーズ把握を行 うことに した。
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2.3検 討体制

本 プ ロジ ェク トを推進す るため に、有識 者、主要 な関係業 界 の業界有識 者及 び情報処理

専門家 で構成 す る 「請求支払EDI委 員会」を設置 して、プ ロジ ェク ト全体 の と りま とめを

行 った。電子機器業界 での運 用実験 につ いては、社 団法人 日本電子機械工業会(EIAJ)へ

再委託実施 した。 また、流通業 で の請求支払EDIニ ーズ調査 については、財団法人流通 シ

ステム開発セ ンターへ再委託実施 した。本 プ ロジ ェク トの平成8年 度 の実 施 体 制 を 、 図

2-1に 示す。

財団法人日本情報処理開発協会
産業情報化推進センター

請求支払EDI委 員会

社団法人 日本電子機械工業会
(請求支払EDI運 用実験)

財団法人 流通システム開発センター
(請求支払EDIニ ーズ調査)

図2-1平 成8年 度 の実施体制
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第3章 請 求 支 払EDIの 基 本 コ ンセ プ ト

本章 では、昨年度(平 成7年 度)に 開発 した請求支払EDIの 基本 コンセ プ トの基本 的 メカニ

ズ ムについて述 べ る。 この コンセプ トは、昨年度 の予備 実験 結果 を反 映 した もので、今年 度 の

本格 的実験 のベ ースにな っている ものであ る。

3.1請 求支払ED1の 範 囲

請 求支払EDIは 、図3-1で 示す部分で、請求額確 定段 階(債 務確定段階)と 請 求支払 い

処理段 階で構成 され る。

請 求額確定段 階や請求支払 い処理段 階を具体的に言葉で表現 す るのは難 しいが、 日常 の

業務処理 や取 引先 との具体的 なデー タ交換 で表現す る方が分 か りやすい。以下 にそれを示

す。

(1)請 求額確定段 階

決済 の前段 階で、債権額 あるいは債務額を確認す るフ ェーズであ る。わが国 では月締

め一括払 いが一般 的に行われ てお り、個 々の納 品の都 度決済す るケースは少ない。個 々

の納 品の都度決済す るので あれ ば、債権額 あるいは債 務額 は明確 であるが、個 々の納 品

の都度発 生 してい る債権額 あるいは債務額を まとあて月締処理 を行 うので、債権額/債

務額 の確認 が必要 にな る。 この段 階のEDIと して、売掛/買 掛 明細 の交換等 が既 に実施

されてお り、違 算の防止に役立 っている。請求支払EDIで は、 この前処理を、 もっと積

極 的に活用す るコンセプ トにな っている。

この段 階の終 了時点 で、決済すべ き金額が確定 してい る ことが重要 であ る。

(2)請 求支払処理段 階

債権者 が債務 者に、前処理 で確定 した決済金額 に基づ いて請 求を行い、債務者 が債権

者 に支払 いを行 う段 階 である。

具体 的なデー タ交 換 で見 る と、請 求データ(請 求書)の 交換 と支払いであ り、支払 い

は銀行 を通 じた振込 が一般 的であ るが、手形 も よく使われ る。

債権者側 では、入金後 に債権 との突合せ を行 い、該 当債権 の消滅(消 込 み)を 確認す

る。 この処理 を 円滑 化 させ るため、支払情報(支 払 内容を表 す)の 交換 がEDIで 行われ

てい る例 があ る。 また、前処理 での決済金額 の確度が高 ければ、請求デ ータの交 換が 省

略 され ることもあ る。
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発注者 受注者

見積/受 発注/納 品段階

請求支払EDI

請求 額確定段階

売掛・買掛情報他買掛確定

支払計画

売掛確定

請求額確定

e 〉

請 求支払処理 段階

請求情報・支払情報他
支払処理

請求処理

消込処理
< ,

A

、'

(振込ID)

振込依頼 振込入金通知
(振込ID)(振 込ID)

振込情報
A銀 行 B銀 行,

(振込ID)

図3-1請 求支払EDIの 最終的情報交換 モデル
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3.2請 求支払EDlの 構 成要素

(1)前 提条件

図3-1で は、関係 者を、

・ 発注者(債 務者)

・ 受注者(債 権者)

・ 発注者側銀 行

・ 受注者側銀 行

の4者 に絞 ってい る。債権者 が複数 になる場合や仲介業者 が いる場合 もあ るが、 この基

本構成 の応用 で対応 で きると考 え る。

現在 、企業 間決 済 の主流 は 「振込」 とされ ているが、手 形やそ の他の支払手段 もまだ

多 く使われ てい る。理 想的な請求支払EDIは 、それ らの支 払手段をすべて カバ ー した も

の と考 え られ る。しか し今回示す のは、「振込」に よって支 払 いが行われ る場 合に絞 って

いる。

「振込」 以外の支払手段 の包含 は、本 コンセ プ トを拡張す る ことで可能 と考 える。 尚、

今年度 の運用実験 で は、手形支払 いを含 あている。

(2)請 求支払EDIに 関わ る メ ッセ ージ(情 報)

一般 的には下 記の情報 とな る。

① 売掛/買 掛情報(受 発注者 間:請 求額確定段階)

債権額(債 務額)を 確定す るために交換す る情報 であ る。但 し、 この情報 だけ では

決済額 は決 まらな い。 なぜ な ら、 ある特定 の決済 時点 で、すべ ての債 権(債 務)を 一

度 に決済す るわけ ではないか らで ある。

② 支払計 画情 報/相 殺情報(受 発注者間:請 求額確定段 階)

あ る特定 の時点 での決済額 を決あ るために交換す る情 報 であ る。 この情報 の交換 に

よって、決済額 が確定 す る。

③ 請 求情報(受 発注 ⇒ 発注者:請 求支払段階)

請求 内容 を通知す るため、受注者か ら発注者 へ送 るが、確定 した決済額を確認す る

情報 で もあ る。そ こで、前処理(請 求額確定段 階)の 確度 が高ければ、 この情報交i換

を省略す るケースは、 よくある。

④ 支払情報(発 注者 ⇒ 受発注:請 求支払段階)

支払 内容を連絡 す るため、発注者か ら受 注者 へ送 る。受 注者側では、 この情報 を用
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いて債権との突合せを行 うため、重要な情報である。

⑤ 振込依頼(発 注者 ⇒ 発注者側銀行:請 求支払段階)

銀行に振込先 と金額を指示するため、振込依頼を発注者から発注者側銀行へ送る。

振込依頼には振込IDが 付け られる。

⑥ 為替情報(発 注者側銀行 ⇒ 受注者側銀行:請 求支払段階)

銀行間の為替送金を行 う情報である。この情報に、前述⑤で付けられた振込IDが 含

まれている。本 コンセプ トは、このキーの存在によって成立している。

⑦ 振込入金情報(受 注者側銀行 ⇒ 受注者;請 求支払段階)

振込入金金額を通知す るため、受注者側銀行から受注者へ送る。振込入金情報には

上記⑤で付けられた振込IDが 付け られている。

(3)振 込ID

支払情報、振込依頼及び入金通知を特定する共通のキー情報で、通常、発注者(支 払

者)が 発生させるものである。
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3.3請 求 支 払EDlの メ カ ニズ ム

請 求 支 払EDIの メ カ ニズ ムをEDI業 務 フ ロー に よって 示 す 。

3.3.1請 求 額 確 定 段 階

図3-2に 、請 求 額 確 定 段 階 の ビ ジネ ス フ ローを 示 す 。 この フ ローは 一 つ の 例 で あ り、

取 引 の 状 況 に よ って 、 様 々 なバ リエ ー シ ョンが 存 在 す る。

発 注 者

國:::::1

陸 亘]・…

買 掛 情 報

売 掛 情 報

支払計画/相 殺情報

受 注 者

ジ國

…・[蓮司

図3-2請 求額確定段 階の ビジネス フ ロー例

(1)売 掛/買 掛情報 の交換(受 発注者間)

この情報 は、債 権/債 務を受発注者間で確認す るために交換す る。発注者 が受注者

に送 る時には買掛 明細 とな り、受注者が発注者に送 る時に は売掛 明細 にな る。 どち ら

が送 るのか、あ るいは受発注者 双方 で交換 しあ うかな ど、 少な くとも業 界単位 で、統

一 的に決め る必 要 がある
。交換 す る頻度 は、運用 に よって 異 な る。毎 日交換 す れ ば

日々照合にな るが、締単位(月 単位)が よ り一般的で あろ う。

検収情報 は、納 品単位 に発注 者が受注者に送 る情報 であ り、売掛/買 掛情報は一定

期間 ご とに債権/債 務額 を交換 す るところに違 いが ある。 す なわ ち、売掛/買 掛情報

は製品(商 品)単 位 に、あ るいは事業所単位 に、一定期 間の納 品(あ るいは検収)を

グ ロス した情報 と考 え ることがで きる。

この情報交換で 、少 な くとも、受発注者間 での債権/債 務額 が確定す る ようにす る

必要 があろ う。
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(2)支 払計画情報/相 殺情報 の交 換(受 発注者 間)

この情報は、 ある決済 日におけ る決済予定額 を確 定す るために交換す る。支払計 画

情報/相 殺 情報は、別 々の情報 にな るか又は同一 の情報に なるか は、標準 メ ッセー ジ

の設計 に よって異 なる。 また、 この情報 は発注者(支 払 い側)か ら受注者に送 られ 、

その頻度は決済頻度 と同一 にな るのが 自然 であ る。ただ し、売掛/買 掛情報 の交換頻

度 とは、必ず しも対応 しな い。

尚、運用上相殺 情報につ いては、受注者 か ら発 注者 へ送 られ こともあ り得 る。

3.3.2請 求 支 払 処 理 段 階

図3-3に 、請 求 支 払 処 理段 階 の ビジ ネ ス フ ロー を 示 す 。 こ の フ ロー は 一 つ の 例 で あ

り、取 引 の状 況 に よ って、 様 々 な バ リエ ー シ ョンが存 在 す る。

発 注 者 受 注 者

振込依頼情報
(振込ID)

側銀行

口

一[突 合せ]消 糟 へ

振込入金情報
(振込ID)

受注者

白

図3-3請 求支払処理段階 の ビジネス フ ロー例

(1)請 求情報(受 発注 ⇒ 発注者)

請求情報は、発注者側が示 してきた支払計画に対する同意の意味がある。 したがっ

て、受注者は発注者の支払計画に対応 して請求情報を作成する必要がある。そこで、
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支払計 画 メ ッセ ージの明細 は、支払単位が分か る ような構成 にな ってい なけれ ばな ら

ない。

受注側 では、 この支払単位 に合わせ て請求情報が作成 され、ユ ニークな請 求番 号が

付 け られなけれ ばな らない。

しか し、様 々な理 由に よ り、請求情報 の交換が行われ ない ことが ある。例 えば、発

注者 の支払計画 に合意 しない ことが稀 である ような時 は、形式的に請求情報 を送 るこ

とにな りかね ないので、請 求情報 の交換 は省略 され る。 ただ し、 この時 、実 際 の支払

いが、支払計画 に示 され た支払単位 をグ ロス して行われ る場合、後述 の支払 情報は、

その グ ロス状況 が分か るよ うに構成 しなけれ ばな らない。 でなけれ ば、受注 者側では、

入金を支払計画 に示 された支 払単位 にマ ッピングす る ことが できないか らで ある。

(2)支 払情報 の交換(発 発注 ⇒ 受注者)

支払情報は、後述 の振込依頼情報 と同期 して作成 され なけれ ばな らない。なぜな ら、

支払情報は振込一件 の内訳 を示 してい るか らである。運用 上 の困難 は ここで発生す る。

支払情報は振込一件 の内容 であ るが、発注者 の示 した支払 単位 と振込単位 は、一般 的

にはn:mに 対応 す るか らである。特に、一件 の支払単位 が複 数 の銀行か らの複数 の振

込 で構成 され た場 合、受注者側 では、す べての振込 に対応 す る支払情報を グ ロス しな

けれ ば、入金 を確認 で きない ことにな る。

ここで請求情報 が重要 な役 割を もってい る。請求書 は支払 うべ き金額 を伝 達す る も

のであるが、請求情報 は、支払側が示 した支払 単位 に対 応 す る受注 者 側 の管理 番 号

(請求番号)を 伝 達す るものに機能が変わ る。例 えば、図3-4の よ うに、発注者 が受

け取 った100万 円の請求情報 の請求番号を 「SO」 とす る。発 注者は これに対 し、A銀

行か ら50万 円、B銀 行か らは残 りの50万 円 と他 の請 求(請 求番 号rS9」)で あ る20万

円を加 えて70万 円を振 り込 む ことに し、2件 の振込 に対応 して2件 の支払情報 を作成

し、それ ぞれ の支払情報の振込IDはrA1」 、rB1」 と した とす る。Alの 支払情報 の

明細 は、請 求番 号 「SO,50万 円」 にな り、B1の 支払情報 の明細 は、請求番 号 「SO,

50万 円」 と請求番号rs9,20万 円」 とい う明細 にな る。受注側 で は、 支払 情 報 「A

1」 とrB1」 を得 るので、両方 の支払情報 内の支払 明細 のマ ー ジ処理 を請 求 番 号 を

キ ーに して行 えば、最終 的に 「SO」,100万 円の入金 を確認 で き る筈 であ る。請 求情報

が発注者 の支払単位 に管理 され ていれ ば、少 な くとも、発 注者 の示 した支払計 画に含

め られてい る債権 は消込む ことが可能 である。

一19一



〔支 払 情 報〕

A銀 行から振込

振込ID 明細1

A1 SO50万

B銀 行から振込

振込ID 明細1 明細1

B1 SO50万 S920万

振込IDで 入金確認後 に、

請求番号(SO,S9)で マー ジ

A1 SO 50万

計)

B1 SO 50万

〔請 求 情 報〕

SO100万

計)
B1 S9 20万

請求番号

SO

金 額

100万

S920万

請求番号で突き合わせを行えば、
消込みが可能になる。

図3-4支 払情報 の例

(3)振 込依頼(発 注者 ⇒ 発注 者側銀行)

従来 フ ァーム ・バ ンキ ングで実 施 され ていた振込依頼 とほぼ同等 であ り、振込単位

に振込IDが 付加 され るだけで ある。 この振込単位 に支払情報が作成 され なけ れ ば な

らない ことは、前述 の とお りであ る。

(4)為 替情報(発 注者側銀行 ⇒ 受注者側銀行)請 求支払段階)

銀行間為替交換 システムで為 替情報 が交換 され る。 同時に振込IDも 交換 され る。

(5)振 込入金情報(受 注者側銀 行 ⇒ 受注者)

従来 フ ァーム ・バ ンキ ングで実施 され ていた振込 入金 通知 とほぼ同等 であ り、 この

情報 とともに、振込IDが 通知 され る。

受注者側 では、最初 に この振込IDを 用 いて、発 注者か ら送付 された支払情報 を入金

済みにす る処 理を行 う。その後 に、入金済 みの支払情報だ けを用 いて、前述2の 支払

明細マ ージ処 理を実施す る。

マージされた支払 明細の金額 と請求額 とを突合せす るこ とで、入金済 みの請求 が把

握 できる。 さらに入金済み の請求 と債権 とを突合せす る ことで、最終 的な消込み が可

能 になる。

したが って、最終的な入金 管理(消 込 み)の キーを何 にす るかが重要 で ある。本説
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明では請求番号 と したが、 この請 求番 号は、発注者 の支払単位(支 払計画)に 合わせ

ることと し、 あ らか じめ、債 権 と発注者 の支払単位 を対応 させて お く方法 とした。

3.3.3振 込ID

振込IDは 、一件 ごとの振込を識別す るIDで ある。振込 を受 け る企業 で考 えた場合 、

多数 の取引先か ら振込 があ り、その振込一件一件 を識別 で きなければな らな いので、産

業 界全 体で ユニー クに識別 で きるよ うにな っていなけれ ばな らない。

本 コンセブ。トに おけ る振込IDは20桁 であ るので、その構成 は、図3-5の よ うに、産

業 界でユ ニークな企業 コー ドとその企業 内でユニー クな ロー カル番 号 との組 み合わせ が

適 当であ る。 こ うす ることで、それぞれ の企 業が、独立 に振込IDを 発生 して も、産業界

でユ ニークな振込IDに な る。

(産 業界でユニー クな企業 コー ド)
標準企業 コー.ドor共 通取引先 コー ド

1011

(ローカルコー ド)

業界単位に設定
131415161718

図3-5振 込IDの 構i成例

3.3.4請 求番号 と支払ID

前述 した ビジネス フ ローでは、請求番号を消込みの主要 な キー とした。 しか し、請 求

情報 の交換 を行 わない場合には、請求番号を受注者か ら発 注者へ連絡す る ことがで きな

いので、請 求番 号は、受注者 内部 の ローカルな管理番 号にな る。 そ こで、別 の キーが必

要 にな って くる。

請求情報 の交換 を行わない場合で も、それ以前に支払計 画や相殺 に関す る情報 の交 換

は実施 してい る筈 で ある。そ こで、この情報 に連動す る支払IDを 発注者 内部 で発生 させ

る。支払IDは 最終 的には支払情報 で、支払 内容を発注者 か ら受注者へ連絡す るために用

いるが、い きな り支 払情報で受注 者が受け取 って も、受注者 側 ではそ の意味 を解釈 す る

こ とが で きない。 あ らか じめ、支払情報 の伝送 をす る以前 に、そ の意味 を連絡 しておか

なけれ ばな らない。 そ の機会 は、支払計画や相殺 等の情報 を伝送す る時 以外 にはない と

考 え られ る。
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3.4自 動 消込みへのアプ ローチ

請求支払EDIは 、取 引の最終 ブ ロ ックに位置 してい る。 この時点 で売掛金(債 権)の 自

動消込 みを行 うためには、取引の最初 の段階 であ る受発注か らの連動がなければ な らない。

企業 の取引先は多数 あるので、そ の連動方法 は産業 界で共通 でなければな らな い。

しか し、取引には様 々な業務処理 があ り、それ ぞれの業務処 理 は、それぞれ特別 な番号

で管理 され ている。そ のそれぞれ の管理番号 間に連動がなければ な らず、 しか もそれ ぞれ

の管理番号 はそれぞれn:mに 対応 している。例 えば、見積番 号 と注文番号は一対一 に対応

しない し、注文番号は納 品番号 も一対一 に対応 しな い。 さ らに納 品番号 と検収番 号 も一対

一 ではな く
、売掛/買 掛番号(そ の よ うなキ ーが あるか どうか不 明)と も一対一対応 しな

い。 さらに、業界 に よって管理番 号は異な る。ただ し、何 らか の対応 関係 がある ことは明

確 であ り、 どの よ うに対応 させ るかが問題 で ある。

このためには、人為 的に対応 関係を決めれば よく、決 めた通 りに運用すれ ば よい。そ こ

で第一 に言え ることは、産業界 で共通なル ール の確立 は当面不 可能 と思われ るの で、業界

ごとの共通ル ールで妥協 す る必要 が ある。実際に は業 界 ごとの共通ル ールで も非常 に難 し

いが、 この レベルで の共通ル ール が確立 で きない場合、請求支払EDIの 効果 が大幅 に減少

す る可能性が大 きい ことを認識 す る必要 があるだ ろ う。
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第4章 電子機器業界の請求支払EDI運 用実験

4.1電 子 機器業界 にお け る請求支払EDl調 査研究開発 の 目的 と実施体制

4.1.1電 子機器業 界に おけ る請求支払EDl調 査研 究開発の 目的

企 業間取 引に おけ る情報交 換を行 うEDIは 、現在主 に受発 注処理を中心 と して広 く普

及 しつつ あるが、 これを納 品お よび決済段階 まで適用 し、発 注か ら決済 まで の一貫 した

EDIを 構築す る事は、 当業界 の競争 力強化 のため に も不可欠 であ り、ひいて は我 が国の

産業 界全体のため に も広 く望 まれ る事である。

本調査研究開発 では、請求支払業務 に関す る問題 点を明 らかにす るとともに、受注 者

の売掛金消込 業務 の効率化を 目的 とした。本年度 は全銀協 メ ッセージの該 当情報 に も、

EDI情 報 と してユ ーザ が使用 で きる項 目が追加 され るな ど、EDIの 環境 が整 いつ つ あ

り、昨年 と比べ、 よ り現実的な検証が出来た もの と考 え る。

4.1.2実 施体制

㈹ 日本電子機 械工業 会EDIセ ンター内に ワーキ ンググル ープ(以 下WGと 略す)を 設

けて、分析 ・評価方 法な ど、事業 全体 の運営に 関す る取 りま とめや具体的 な設計 開発作

業 な どを行い、関係業 界 内の協 力企業 の場を借 りて運用実験 を行 う。

実施体制を図4-1に 示す。

流通業界の
ニーズ調査

㈱日本情報処理開発協会
産業情報化推進センター

㈱日本電子機械工業会
EDIセ ンター

図4-1請 求支払いEDI実 施体制
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4.1.3当WGの 位置付 け

企業 の経済活動 には様 々な業 態 と段 階が あ り、各 々で請求支払 いの業務形態が異 なる。

これ らを全て網羅 して検討す る ことは、ス ケジ ュール ・構成 メンバ ー等を考慮す る と不

可能 に近 いため当WGで は、電子機 器業界の中で の取引(図4-2の 太矢 印 で示 した部

分)に 限定 して検討を行 う。

完 成 品

メーカー

部 品

メーカー

図4-2電 子機器業界の構造

4.1.4当WGの 検討範囲

(1)当WGの 最終 目的

取 引の最終段階 であ る請 求支払 は、受注者 の請 求に対 し発注者 が支払 うことで企業

間の処理は完 了す るが、受注者 の内部 では売掛 金月締か ら売掛 金の消込 までの処理が

行われてい る。

当WGは 取 引の最終段 階で あ る請 求支払 に関わ る情報をEDI化 す る ことに よ り、売

掛金消込に至 る一 連 の業務効率 を向上 させ ることを最終 目的 とす る。

(2)今 年度 の取組 テ ーマ

請求支払金額 は、売掛金 の月締 め終 了後、発注者 か ら入手 した月間 の買掛金 明細 と

売掛金 明細 との照合 を行 った後 に回収予定を作成 し、発注者 か らの支払通知(支 払予

定)と 確認を行 い確定す る(図4-3の ① の部分)。

その後、発注者か らの支払 金額 と、確定 した請 求支払金 額(回 収予定)と の照合を

経 て会計帳簿上 の売掛 金 残 高 を 消 去す る こ とで処 理 は完 了す る(図4-3の ② の部

分)。

今年 度は、図4-3の ② の部 分の支払 ・入金な ど決済段 階のEDIが 、技術 的に実現可

能 であ るかを トライアルに よ り実証す る ことを第1テ ーマ とし活 動報告書 の対象 と し

た。
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なお、図4-3の ① の部分 における買掛/売 掛照 合を中心 とした課題 につ いては、当

報告書の対象外 と し、第2テ ーマとして定例検討 を実 施す る。

発注者 EDI 受 注 者一
①

……iiii臨竃欝

②' ぷ蜘 繊
≡;…鱗 …::舞……1∵竃 膿:ざ

①:第2テ ー マ(定 例検 討型活動)

②:第1テ ーマ(ト ライアル型活動)

図4-3検 討範 囲

① 第1テ ーマ(ト ライ アル型活動)

支払 ・入金 な どの決済 段階のEDI化 を トライ アル型活動 で検討 を行い、 トライ ア

ルの結 果報告 を当報告 書にて実施す る。

前年度(予 備 実験)か ら取組範 囲を拡大 し、全銀 協 ネ ヅ トワークの利用や各種 支

払方法へ の対応 な どを織 り込 んだ活動 を行 う。

② 第2テ ーマ(定 例検討型活動)

受発注者 間におけ る買掛/売 掛照合の効 率化 は、個 々の企業間 においては照合 を

機械化す るな どの取組が行われ てきた。 しか し、請求支払業務全体 か らみ ると部 分

的な取組 とな ってお り、数多 くの課題 が存在す る。

当WGは それ らを長期 的課題 と捉 え、定例検討に て解 決を図 ることとしてい る。

・ 検討 テ ーマ:照 合 キーの検討、 日々照合 の検証 ……
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4.2ト ライアルのコンセプ ト

4.2.1使 用 する言葉の定義

請求支払及 び売掛金消込業務 に関係す る言葉 は、業 界 または企業 に よって意味す る内

容 が異 なる場合が あるため、本報告 書で使用す る言葉 の定義 を述べ る。

① 売掛金:商 取引(物 品 の売 買 または役務の提供)に よって発生 した債権。会計仕訳 で

は売上高 と相対す る勘 定科 目とな る。電 子機 器業界 では出荷を もって売上

計上基準 とす るのが一 般的で あ り、その場 合、 出荷=売 上=売 掛金 となる。

② 買掛金:物 品の購入 な どに よって発生 した債務。電 子機 器業界 では、物品を受領 し

た後、検査 を行 い検 収す ることに よって仕 入計 上 とす るのが一般的 であ り、

検収=仕 入=買 掛金 とな る。ただ し、 「EIAJ標 準」 の定義では 日々の検 収

(買掛金計上)の 個別 デ ータを検収情報 といい、月次締切後 の買掛金計上

明細を買掛 明細情報 と して区別 してい る。

③ 消 込:受 注者が、売掛金 回収の事実に基 づ いて 、 売掛 金 台帳 の 明細 に回 収済 の

マーキ ングを行 う業務 。そ の後、会 計帳簿(総 勘定 元帳)上 の売掛金残高

を消去す る。

④ 照 合:発 注者 と受注者 間の商取引 データや銀行 と受注者 間の振込 データををマ ッ

チ ングさせ て結 びつけ る作業。

検収 明細 と売掛金 明細 、買掛金明細 と売掛金 明細、支 払予定 と回収予定 、

回収実績 と回収予 定の各段階での照合が ある。

⑤ 違 算:受 注者 が債権 と して認識 している金額 と発注者 が債務 と して認識 してい る

金額 との差異。違 算合計金額 は、売掛金合計額 一買掛 金合計額 で計 算 され

る。違算 明細 は、売掛金 明細 と買掛金 明細 を照合 し、 アンマ ッチ とな った

データ。 ア ンマ ッチの売掛金だけでな く、 ア ンマ ッチの買掛金 もマイナ ス

の違算 として カ ウン トす る。

・ 違 算の構 成要素 は以下 の ように分類 され る。

違 算 キーア ンマ ッチ

未検収

売掛金未計上

数量違 い

単価違 い
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4.2.2使 用 す る取 引パ ター ン分類

売掛金 消込 業務 は、支払額 の確定が どの ような仕組 で行わ れ るかに よって アプ ローチ

の仕方 が変 わ って くるため、現状の請求支払業務を支払額確 定方式の形態に よって分析 、

パ ター ン分け し今 回の トライ アルで取 り組 む対象を明確 にす る。

当報告 書は、Cパ ターン(月 次買掛 金方 式)を 基本パ ターンと して記述す る。

Aパ ター ン:都 度請求 ・都度支払方式

受注者 が納 品の都度請 求書 を提示 し、そ の請求書 ごとに支払 いを行 う方式。商取引

決済 の原 型 と考 え られ るが、電子機器業界では多品種大量 の取引が基本 であるため、

当業 界 内の取 引にはほ とん ど行われて いな い。個人顧 客への直接販売 な どの例外的 な

ケー スで行われ てい る。

Bパ ター ン:月 次 請求書方式

受注者が月 間の請求金額 をその 内容 明細 とともに提示 し、発注者が原則 としてそ の

請 求金額 そ のま まを支払 う方 式。中規模 セ ッ トメーカーまたは関係会社 間 の取 引に適

用 され るこ とが多 い。受注者 が主体 とな って支払額 が確定 され るため、売掛金 の消込

業務 は、比較 的容 易に行 うことがで きる。

Cパ ター ン:月 次 買掛金方式

請 求行為 は、納 品書兼請 求書 とい う形で納 品 の都度行われ るが、支払金額 の確定 は、

発注 者が買掛金 を月間で集計 す るこ とに よって、発注者主 体 で確定 され る方式。 この

場 合、発注者か ら受注者に対 して支払 内容 の通知(買 掛明細、支払 明細、支払通知 な

ど)が 行われ る。 電子機器業 界の大手 セ ッ トメーカーにおい て最 も一般的 に行われ て

い る支払方式 であ る。

Dパ ター ン:日 々照合 を反映 した 月次買掛金方式(Cパ ター ンの応用そ の1)

請求行為 が 、納 品書兼請求書 とい う形 で納 品 の都 度行 わ れ るのはCと 同 じだ が、

日々検収デ ー タを受注者 と交 換 し売掛金 と照合す る。双方で売上 データ、仕 入デ ータ

を修正 し、発注者 の仕入(買 掛 金)デ ータを月間 で集計す るこ とに よって支払額 を確

定 す る支払方式 で ある。

Eパ ター ン:月 次 請求 明細 を参考 に した月次 掛金方式(Cパ ター ンの応用 そ の2)

受注者が月間の請求明細を提示し、そのデータを参考にしながら、発注者が買掛金

データをもとに支払額を確定する方式。
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4.2.3回 収予定の作成及び 回収照合

前述 のCパ ター ン(月 次 買掛金方 式)を 基本 と した場 合、回収予定 作成が必須 の条 件

とな るため、回収照合 も含め て以下 に補足説 明す る。

発注者 EDI 受注者一
:・㌔解 櫛:漠 鎌 〉

・湊 静 ‖i:液:
,

櫛 鱗輔 麟

㍊ 、;搭・溺 鍛照合

1;:灘・熟 蜜確泌 一 A

ふ':〆

麟繍 審

、‡寸

一'①

②

… ③

図4-4月 次 買掛金方式

① 回収予定作成

買掛/売 掛照合の結果をもとに、売掛金明細(品 番単位)の 消込予定を支払元単位

に集計す ることで、売掛金明細(品 番単位)と 回収実績(支 払元単位)を 結び付ける

準備を行 う。

回収予定は、発注者より入手した支払通知(支 払予定)と 照合す ることで確定 し、

同時に支払金額から控除される金額(振 込手数料な ど)を 把握 し、回収調整(図

4-4の ③)に も備える。

② 回収照合

発注者の支払金額と回収予定を照合し回収金額を確定する。

発注者の支払方法が振込の場合は、銀行からの入金実績にて回収金額の確定を行い

(図4-4のb)、 振込以外の場合は、発注者 より入手した支払通知にて回収金額の確定

を行っている(図4-4のa)。

なお、手形支払の場合は、別途送付される手形現物の受領確認を行う。

③ 回収調整

あらかじめ前述①で把握した下記費用について、回収金額確定後に回収調整として

経理処理を行う。
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・ 伝票代(発 注者指定納品書の購入代金)の 相殺

・ 運送代(発 注者の支払 った特使代で納期遅延の責任が受注者にあるもの)の 相

殺

・ 振込手数料(振 込支払の銀行手数料)の 相殺
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4.3支 払lDに ついて

受発注者間 でや りと りされ る支払情報(後 述)や 、銀行か らの振込情報 と受注者 の回収

予定 を関連付け るため のキー コー ドとして支払IDを 活用す る。

当初 の請求支払EDIの 基本 コンセ プ トでは、キ ー コー ドと して 「振込ID」 を活用す る こ

ととしているが、実際 の業務 に適用 しやす い よ うに、振込 だけではな く手形な ど全 ての支

払方法を包括 し 「支払ID」 として活用範 囲を拡 大 した。

トライアルで は、支 払IDが キー コー ドとして有効であ るかが ポイ ン トとな るた め、検討

経緯をふ まえて以下に説 明す る。

4.3.1支 払1Dの 目的

支払IDの 目的 の 目的を以下 に示す 。

① 買掛/売 掛照合の結 果準備 され る回収予定 と、支払予定 ・支払金額 を関連付け る。

② 支払通知 な ど決済に関す る情報(支 払予定)と 回収予定 の確認 を可能にす る。

③ 手形、期 日支払な ど振込 以外 の支払方法 につ いて、回収金額 の確 認を可能 にす る。

④ 従 来 カナ表 記だ った銀行か らの入金実績 に対 し、統一企業 コー ドに よる振込人(企

業)の 特定 を可能 にす る。また、支払IDを キ ーに した入金実績 と回収予定 の 自動照合

を可能にす る。

発 注 者 EDI 受 注 者一
農 擦◆金 森 雛.

・♪'・♪≠'≒w☆1'''"

」 、繊, こ{1`1``:::::;誌霊 當IHHHHl

治!灘 灘麓 ・.,.,一

1

韮:、…③i:㌶

...1 ..念

‥H≡!`.

..露 華;鐸 ダ

・!"H.s…,'

発端H"燃Hu`"…Hぱ`"H'HH'''"1

懸1:轡 ・㌔.….・'

………i…ii…:・垣::軍 解 合 1
嘩 故:糠.蕪1

図4-5請 求支払業務処理 のイ メージ
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4.3.2支 払IDの 検 討 経 緯

(1)支 払IDの 原案

企業の支払形態には、支払権限の本社集中化を図っている場合と、事業部単位など

に支払権限を分散化 している場合があり、これらの機能は個々の企業の管理方法 ・組

織体 制に よ り異 な ってい る。

そこで、企業の支払形態に対応できる桁数を設定する必要性があることから、企業

が会計帳簿に買掛金を計上する単位を認識すべき情報の最小単位と考え(「 買掛単位

コ ー ド」)、22桁 を 支 払IDの 原 案 と した。

桁数 123456 789101112 131415161718 19202122

設定
内容
統一企業コー ド上6桁 支払元 コー ド 買掛単位 コー ド 計上月度

統一企業コー ド上6桁
支払元コー ド
買掛単位コー ド
計上月度

発注者の法人格を表す。(EIAJ統 一企業コー ド)
発注者の会社組織の中で支払権限を有す る組織単位。
発注者が債務認識をして会計帳簿上で買掛金を計上する単位。
発注者が支払対象となる債務(買 掛金)を 計上 した月。

図4-6支 払ID原 案

(2)全 銀協 メ ッセ ージ との整合性

今 トライ アルは、金融機関 との本格的なデ ータ交換を行 うため、全銀協 メ ッセージ.

に用意 され たEDI情 報20桁 の エ リアを利用 す ることと して いる。

キー コー ドと しての一貫性を持 たせ る意味か ら、全銀 協 メ ッセ ー ジで用 意 され た

EDI情 報 との整合性 を と り、原 案22桁 か ら20桁 へ修正 した。

桁数 123456 7 891011 12 13 1415 16 17 18 19 20

設定
内容

統 一企業 コー ド上6桁 支払元 コー ド
Y
計上月度
YM M

予 備

図4-7支 払ID修 正案

(3)各 支払形態へ の対応

支払権限の本社集中化を図っている企業、事業部単位などに分散化している企業そ

れそれ の支払ID20桁 での対応 を記述す る。

一31一



① 松下電器産業㈱のように事業部に支払権限がある場合の事例

A社 統 一 企 業 コード支払元コード

・事業部11080101 100002211銀 行
b事 業部11080101 1銀 行1 C社10000231ll
・事業部11080101 巳行10000241

支払情報 振込指示 振込情報

*事 業部単位(支 払元単位)に 支払情報と振込情報を作成する。

② ㈱村田製作所のように本社財務部門に支払権限がある場合の事例

B社 統 一 企 業 コード支払元コード

・事業部11087101 1000012
b事 業部11087101 D社1000013>̀looooool1銀司

本社・事業部11087101 1000014
支払情報 振込指示 振込情報

*支 払情報を事業部単位(支 払元コー ドに事業部コー ドを付与)に 伝送 した

上で、振込情報を本社一本にまとめる。

(4)全 ての取 引パ ター ン分類 へ の対応 と支払ID最 終案

中小企業へ の普 及な どを視 野に入れ 、全 ての取引パ ター ン分類 に対応 で きるよ うに

汎用性 のあ る支払IDの 検討 を行 った結果、前述 した 「図4-7支 払ID修 正案」に 日付

・連番 を加 え、最終 案 と した(図4-8参 照)。

なお、 この案 は修正案の体系を包含 してお り、 当報告書 の基 本取 引パ ターン分類 と

してい るCパ ター ン(月 次 買掛金方式)で は、日付 ・連番 項 目を空 白として使用す る。

桁数 123456 789101112 13141516 1718 19 20

設定
内容

統一企業 コー ド上6桁 支払元コー ド 計上月度
YYMM

日 付 α β

α:連 番(1～9),β:予 備

図4-8支 払ID最 終案

4.3.3支 払1D付 与体系

支払IDは 、発注者主体 で支 払額を確定す る方式(債 務 確定型:取 引パ ター ン分類C・

D・E)と 受注者主体 で支払額 を確 定す る方式(債 権確定型:取 引パ ター ン分類A・B)
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では付与体 系が異 な ることか ら、以下 の体系 で運用 を行 う。

桁数 123456 789101112 13141516 1718 19 20

設定
内容

統一企業 コー ド上6桁 支払元 コー ド 計上月度
YYMM

日 付 α β

α:連 番(1～9),β:予 備

図4-9支 払ID

表4-1支 払ID付 与体系

項 目 桁 数
債務確定型:取 引パ ター ンC,D
E(発 注者が支払IDを 付与)

債権確定型:取 引パターンA,B
(受注者が支払IDを 付与)

統一企業
コー ド上6桁 9(6)

発注者の法人格を表す。
(EIAJ統 一企業コード上6桁)

発注者の法人格 を表す。
(EIAJ統 一企業コード上6桁)

支払元 コー ド 9(6) 発注者の支払組織単位を表す。 発注者の支払組織単位を表す。

計上月度 Y㎜
発注者が債務(買 掛金)を 計上 し
た年月

受注者が債権(売 掛金)を 計上 し
た年月

Aパ ターン Bパ ター ン

日 付 DD 空 白 売上計上目 空 白

連 番 9(1) 空 白
同一売上 日内で
の売上データ連番 空 白

予 備 X(1) 空 白 空 白 空 白

今年度 の トライ アルは債務確定型の取 引パ ターン(Cお よびD+E)を ビジネスモデル

として使用 してお り、債権確定型 の取 引パ ターン(A・B)に ついては実 験 を実 施 しな

か った。検討 した支払ID運 用 モデルは参考 として掲載す る。

〈参考掲載す る取 引パ ター ン分類(次 ペ ージ図4-10参 照)〉

① 都度請求都度支払方式(Aパ ターン)

② 月次請 求書方式(Bパ ター ン)
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図4-10Aパ タ ー ン ・Bパ タ ー ンに お け る支 払IDの 運 用



4.4ト ライ アルで取 り組 む支払 方法につ いて

発 注者 の支払方法 には各種 の方 法が存在す る。今年度 は、い くつ かの方法 を選定 し トラ

イ アルを実施す る。

4.4.1各 種 支払方法に取 り組 む意義

受発注者間 の決済 には、手形 ・小切手な どの よ うに取 引企業 間で直接や りと りす る も

のや振込 な どの ように金融機 関を経 由す るものな ど各種 の支払方法 が存在す る。

前年度(平 成7年 度:予 備実験)は 、取組範 囲を振込 に限定 して トライアルを実施 し

たが、一 つの支払方法 に過 ぎない振込 だけの検討 では、請 求 支 払EDIを 現実 化 で きな

い 。

今年度(平 成8年 度)は 、 トライ アルで取 り組む支払方法 の範 囲を拡大 し、請求支払

EDIに おける各種支払方 法の基本 的な取 り扱いを検討 す る。

4.4.2ト ライアルでの取 組範囲

表4-2、 表4-3は 当WG参 加企業11社 におけ る支払 方法別 ・回収方法別 の取 引金 額

割合を示 している。 これに よ り、今年度 の取 り組 む支払 方法 の範 囲決 めを行 う。

表4-2、 表4-3か ら、支払方法 ・回収方法 と して は割 合 の低 い 「フ ァクタ リング」

「小切手」 「現金」 は トライアルの対象 か ら外す こととし、 「振込」 「期 日支払」 「一括支

払」 「手形支払」 を検 討の範囲 とす る。

表4-2発 注者:支 払方法別取引金額割合

単位:%

振 込
期 日支払
(延現金) 一括支払 ファクタllング 手形支払 小切手 現 金

A社 66 11 10 13

B社 52 26 6 3 13

C社 91 4 5

D社 40 59 1

E社 99 1

F社 44 10 33 13

合 計 65 19 8 1 7 0 0
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表4-3受 注者 支払方法別取引金額割合
単位:%

振 込
期 日支払
(延現金) 一括支払 ファク列 ング 手形支払 小切手 現 金

G社 26 40 9 1 24

H社 21 45 34

1社 34 49 17

J社 64 20 16

K社 57 6 37

合 計 40 32 2 0 26 0 0

4.4.3EDI上 の取 り扱 い

(1)使 用す るメ ッセ ージ

以下の メ ッセ ージを使用す ることに よ り、各種支払方法 を取 り扱 う。

① 支払情報

発注者の受注者 に対す る買掛金残高 の うち、 当月支払 分につ いて の支払額 とその

方法を通知 す る情報(発 注 者 の支払額 確定時点 で支払情報 を伝送す る)。

支払方法が振込 以外 の場 合、受注者 は発注者 よ り支払情報 を入手す る ことに よ り

回収金額 の確定 を行 うことが で きる。(手 形支払 の場合は、別途 送 付 され る手形 現

物 の受領確認 を行 う。)

② 全銀協 メ ヅセ ージ(総 合振込/入 出金取 引明細/振 込 入金通知)

発注者 の支払指 示に よ り、全銀協 メ ッセ ージにて銀行 か ら受注者 へ振込情報 が伝

送 され る。全銀協 メ ッセ ージのEDI情 報 エ リア(20桁)に 、支払IDを 付与す ること

に よ り、受注 者の回収予定 と銀行 を経 由 した振込情 報が関連付け られ る。

支払方法 が振 込 の場合 は、銀行 か らの振込入金通知にて回収金額 の確定を行 う。

(3)支 払情報 の内容変更

前年度(予 備 実験)に 新設 した支払情報 のフ ォーマ ッ トを、各種支払方法に対応可

能 とす るため、以下 の情報 を追 加 し、変更を行 う。 以下 に、支払情報 に追加す る情報

を示す。
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[項 目NO.]

[962]

[943]

[963]

[964]

[965]

[957]

[966]

[919]

[967]

[937]

[938]

[939]

[940]

[926]

[927]

[943]

[項目内容]

支払通知書発行 日

口座名

明細消費税額

支払方法別支払明細金額

明細合計金額

手形 ・小切手番号

振出日

当貸実行可能 日

一括支払内訳管理NO .

銀行 コー ド

銀行名

支店 コー ド

支店名

預金種目

口座番号

口座名

発 注 者 EDI 受 注 者一
発'・'・'・'◆''".・ ・'・"…'・'・'・'・'・ 〈…'・1・・…'・'・"・'・"・ ・….・ ・'…¶・e・¶・'・'・:…'・↑…'・ ・'

熾 蟻::li運
、

::':i:i::文案 野嵐1
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纂㌶ 灘 竃::1:
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注)① は支払情報,② は全銀協メッセージ(総 合振込/入 出金取引明細/振 込入金通知)

図4-11業 務処理上 での メ ヅセー ジの位置 づけ
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4.5使 用す るビジネスモデル と トライアルのグループ編成

4.5.1月 次買掛金方式

大規模 セ ッ トメーカーでは、月次 買掛金方式 が一般 的な支払 額確定方式 として採用 さ

れ てお り、ビジネスモデルは、図4-12の 通 りとな る。尚、受注 者 である部品 メーカーが

金型代金 ・開発費 ・損害賠 償金 の請 求を発注者 に対 して行 う場 合 も月次買掛金方式 の範

囲 としている。

EDI

延.

正

ム

△

▼

1支払方法別集計1

買掛明細情報

EL/F

連絡

相殺内容通知情報

支払情報

〔〕
支払ID

_銀 行

総合振込情報

㊥
_.込 損金取引煎剤霞報

支払ID

」-Vl

圃

1売掛金消込処理1[画 塾到

図4-12ビ ジネ ス フ ロ ー(月 次 買 掛 金 方 式)
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4.5.2日 々照合 を反映 した 月次請求 ・月次買掛金方式

日々照合 を反 映 した月次買掛金方式をベ ースに、請 求情報 の トライ アルを行 う。 出荷

・検収+請 求 ・支払+銀 行振込 ・入金通知情報 を活用 し、相互 の業務処 理を結合 した ビ

ジネスフ ローは、図4-13の 通 りである。

注者EDI注 者

～ 日々照合 ～

A処 理

正

～月次処理～

A

」
↓
⑪鍋～

⌒0

己ヨ〔コ

遭
照合確認情報

請求情報

支払ID

払ID

...銀行_____

i総合振込情報

[_入 損金取ヨ∬烈無情担
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図4-13ビ ジネ ス フ ロー(D+Eパ ター ン:日 々照合 を反 映 した月 次請求 ・月 次買 掛金 方 式)
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4.5.3ト ライアルのグループ編 成

WG参 加企業11社 の トライアルの グル ープ編成 と利 用 す る金 融 機 関 は 以下 の通 りで

ある。 なお、後述 す る各社 の トライアル報告書 は、各 グル ー プを代表 す る組 み合わ せの

み掲載 してい る。

表4-4ト ラ イ アル ・グル ー フ.編成

仕向銀行 ・ 被仕向銀行 ・ 使用した
発 注 者 受 注 者 仕向支店名 被仕向支店名 支払方法 ビジネスモデル

さくら銀行 さくら銀行
アルプス電気㈱ ・五反田支店 ・東京営業部 一括支払

ソニー㈱ 月次買掛金方式
㈱東 芝 同 上 同 上 振 込

住友銀行 住友銀行
TDK㈱ ・東京営業部 ・日本橋支店 振込 ・期 日

日本電気㈱
住友銀行

月次買掛金方式

㈱村田製作所 同 上 ・京都支店 手 形

さくら銀行 さくら銀行
アルプス電気㈱ ・本店 ・東京営業部 振込 ・期 日

三和銀行 京都銀行
京セラ㈱ ・本店 ・東京支店 振込 ・期 日

㈱日立製作所 三和銀行 月次買掛金方式
・室町支店 振込 ・期 日
あさひ銀行

TDK㈱ 同 上 ・日本橋支店 同 上
住友銀行
・日本橋支店 同 上

富士銀行 富士銀行
㈱村田製作所 ・本店 ・京都支店 振 込

あさひ銀行 あさひ銀行
TDK㈱ ・本店 ・日本橋支店 振込 ・期 日

富士通㈱
川崎工場 第一勧業銀行 富士銀行

月次買掛金方式

㈱村田製作所 ・本店 ・京都支店 振込 ・期 日

住友銀行 住友銀行
TDK㈱ ・城東支店 ・心斎橋支店 振 込 日々照合を反映 し

松下電器産業㈱ た月次請求 ・月次
モーター事業部 住友銀行 買掛金方式

㈱村田製作所 同 上 ・京都支店 振 込

東京三菱銀行 さくら銀行
三菱電機㈱ ・静岡支店 ・東京営業部 振 込
静岡製作所 アルプス電気㈱ 東京三菱銀行 月次買掛金方式

・本店 同 上 期日支払
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4.6総 合評価 と今後 の課 題

各 グル ープで実施 した トライ アル に対 し、総 合評価 と今後 の課題 を以下 に記述す る。

4.6.1総 合評価

(1)ト ライ アルで使用 した メ ッセージ(支 払ID)の 評価

① 支払情報 の評価

トライ アル で使用 した支払情報 の メ ッセ ージ項 目は、概ね実用可能 である。

・ 支払IDを 照合 キー として支払情報 と回収予定 を 自動照 合す る こ とに よ り、

差 額要 因の特定 が容易にな り、回収予定 の精度 が 向上 した。

・ 支払情報 の伝送 に よ り、回収予定確定 のタイ ミングが早 くな り、 回収計画作

成 業務 の早期化 につなが る見通 しがついた。

② 全銀 協 メ ッセー ジの評価(総 合振込/入 出金取 引明細/振 込入金通知)

全銀 協 フ ォーマ ッF上 のEDI情 報 を支払IDと して使用 し、決済(振 込 ・回収 消

込)業 務を行 い、十分活用す ることがで きた。 これ に よ り、発 注か ら回収 まで の一

連の業務 をEDIで 連動 させ る土台作 りが で きた。

③ 支払IDの 評価

全 ての メ ッセージに共通 の支払IDが 付与 された事に よ り、 以下 の効果 があ った。

・ 請 求 ・支払通知 ・振込依頼 ・入金通知 の一連 の流 れの中で、一貫 した取引 の

連携 が保 たれ、照合作業 が容易 にな った。

・ 支払IDを 使用 して照合 す ることに よ り、振込人(企 業)名 を使用 して照合す

る場 合 よ りも支払元 が正確 にな り、回収照合 の精度 が高 まった。

(2)各 種支払 方法へ の評価

① 振 込

振込情報 に 「支払ID」 が付与 された ことに よ り、受注 者側にて統一企業 コー ドか

ら振込 人(企 業)を 特定す ることが可能 とな り、 回収業 務合理化 の見通 しがつ いた。

② 期 日支払

振込 同様 の効果 に加 え、受注者側 の回収予定管理 が確 実 とな り、回収実績 の確定

作業 が容易にな った。

③ 一括 支払

今回、全銀協 の一 括支払情報には、EDI情 報20桁 が付加 され なか ったため、前年
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度 同様 に金融機 関を介 さず 「銀行指 図情報」「入金情報」を使用 して トライアルを実

施 した。将来 、一 括支払に もEDI情 報 が付加 されれ ば、期 日支 払 と同様 の効果 が見

込 め る。

④ 手形支払

支払情報 に手形現物 の情報(手 形NO.振 出 日等)が 包含 され た ことに よ り、手

形NOを キー とした手形現物 と支払予定情報 の確認 が可能 とな り、手形 回収 業務 の

合理化 の見通 しがつ いた。

(3)売 掛金消込業務効率化 に関す る評価

今回の トライアルでは、売 掛 ・買掛 明細 デ ータの照合 キ ーの標 準化 につ いては取組

範 囲か ら除 いたため、機械照 合 のマ ッチ ング率は ほ とん ど改善 されなか った。但 し、

回収予定作成か ら回収実績 まで の一連 の処理に関連性 がで き、回収照合 が 自動化 され

た ことに よ り、売掛金 消込業 務を効率化す る為 の基盤 がで きた。

(4)総 括

売掛金消込業務 の効 率を 向上 させ るには、買掛/売 掛 明細 照合 ・回収予定照 合 ・回

収照合 の各段階 につ いて検討 を行 う必要が ある。 トライ アルでは、取 引の最終段 階で

ある請求支払 を切 口と し、関係す る情報 のEDIを 確立す ることに よ り、売掛金 消込 業

務 の効率 を向上 させ ることを狙 い とした。

請求支払 で利用す るメ ッセージに共通 の 「支払ID」 が付与 された ことで、買掛/売

掛 明細照 合 ・回収予定 照合 ・回収照合 までの一 連 の処 理 に 関 連性 が 生 まれ る こ と と

な った。 また、全銀協 ネ ッ トワー クを使用す る ことで、受発注者間で交換 され る商取

引デー タと銀行 間で交 換 され る振込 データの関連付 けが可能 とな り、一貫 したEDIの

流れが出来 た といえ る。

トライアルの結果 、回収予定照合 ・回収照合 の 自動化 の見通 しと決済業務 の効率 向

上に対す る貢献 がほぼ実証 され た。 また、今年度 の トライ アル参 加 企業11社 中8社

が、平成9年 度 以降 も何 らか の形 で請求支払EDIを 継 続 す る との意 思表 示 を して お

り、電子機器業界にお いて請 求支払EDIを 業務上実 現す る うえでの基盤は概 ね確立 で

きた と言え る。

今後 、企業 の財務管理 システ ムとの連動 が可能 となれ ば、会計帳簿上 の売掛金残 高

消去 まで結 びついた請求支払業務 の完全 自動化 の技 術的 な見通 しが立つ ことになる。
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4.6.2今 後 の課題

(1)今 年度 の トライ アルに よ り明確 にな った課題

① メ ッセ ージの整備

・ 支払情報 の項 目定義 の検証

支払情報 は、月次買掛金方式 を前提 とした メ ッセー ジで ある為 、 メ ッセージの

各項 目(支 払 内容区分等)は 、各種 の取引パ ター ン ・支 払方法に対応で きる よう

な標準化 が必要で ある。

・ 支払情報伝 送の タイ ミングにつ いて

支払情報 は手形現物 の情報(手 形NO.振 出 日等)を 包含 してい る為 、伝送 タイ

ミングは手形 振 出時期を待 つ こ とにな る。企業に よっては支払情報 の伝送が遅 く

なる場合 もあ り、対策 を検 討す る必要 が ある。

② 複雑 な業務運 用に対 す る検 証

・ 企業 に よっては1ヶ 月 分の買掛金 の支払 を数 回に分けて支払 う場合 がある(ト

ライアル参加企業11社 中2社 が該 当)。 計上月度別に支払 を行 うと振込 デ ー タが

複数 とな り、振込手数料 の負担が増加 した。今後 、振 込手数料 の負担 を回避す る

た めの対策(「 名寄せ」 に よ り振込件数 を減 らす な ど)を 検討す る必要 が ある。

・ 支払方法 が手形 の場合 、裏 書譲渡 な ど各種 の手形 を考慮 した運用を検討す る必

要が ある。

(2)そ の他 の課題

今年度 の トライアルの取組範 囲ではないが、売掛金消込 業務 の効率化 を図 る上 で以

下 の課題が挙げ られ る。

① 日々の検収 デー タ交換 の普 及

「月次 買掛金 方式」 の場 合、違算 の調査 には発注者 ・受注者 ともに手間がかか り、

差異に関す る売掛金及 び、買掛金 の修正処 理 も翌 月計上 と して処理 され る。調査時

間を短縮 し、速 やかな違算 フ ォローを行 い、かつ修正処 理を 当月計上 に反 映 させる

ため 「日々照合」 の普及を、業務面及 び コンピューター システムで検討す る必要 が

あ る。

② 買掛/売 掛 明細照合 の効率化(照 合キーの検討)

現在、機械照合 におけ る照 合キ ーは標 準化 されず個別 で あ り、 システ ムにおいて

も発注者毎に、照合 キーの定義 を行 い、照 合処理 を実施 して いるため システ ムが複
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雑 とな ってい る。 また、照合 キーが分割納入等 には対応 できていない等 の問題 もあ

る。照合 キ ーの標準化(納 品 キー番号等)を 検討す る必要が ある。

更に、不照合(違 算)の 原 因を調査 ・分析 し、見積か ら回収 までの商取引全体 を

視野に入れた違算を発生 させ ない ビジネスモデルを提案 してい くことも必要 である。

③ 支払IDの 普 及

支払IDの 利用 に よ り、支払 ・回収業務 の省力化及 び精度 向上 が確認 で きた。今後

は、多 くの企業 の参加を呼 びかけて支払IDの 普及 ・拡大を図 る努力が必要で ある。

また、中小企業へ の普及 も視野 に入れ た検討 を試 みる ことも重要 であ り、EDIを 簡

単に安 く導入 で きる ツールの普 及等 も検討課題 といえ る。

④ 相殺につ いての検証

相殺に は、双方 向取 引におけ る商 品代金 の相殺 、有償支給 代金 の相殺 、振込 手数

料 の相殺 な どがあ り、回収 照合におけ る重要な業務 課題 で あるが、今回の トライ ア

ル参加企業 間では、本格 的な検証は行 えなか った為 、今後 検討を行 う必要が ある。

⑤ 金融EDI(FB)のCII統 合

決済 に関わ るデ ータ交 換 は、銀行側の事情に よ りFBに 支払ID(20桁)を 取 り込

む対応 で実 施 したため、受発注者 はFBとCIIの 両方を扱 うこととな った。CIIの 標

準策定 とい う本来 の意味を考慮す る と、銀行業界 の早期 のCII移 行が望 まれ る。
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4.7ト ライアルメ ッセー ジの概 要

今 回の運用実験 で使用 した トライアル メ ッセージを、表4-5に 示す。 また、 トライアル

メ ッセージの内容(抜 粋)を 、次ペ ージに示す。詳細 は、別 途報告書rEDIに 関す る調査

研究開発報告書 一1一 新段 階のEDI-(電 子機器業界 の請 求支払EDI)平 成9年3月 社

団法人 日本電子機械工業会」 を参 照の こと。

表4-5ト ライ ア ル メ ッセ ー ジ一 覧

メ ッセー ジ種類 新規/修 正 情報の流れ 備 考

買 掛 明 細 情 報 発注者 ⇒ 受注者

相殺内容通知情報 発注者 ⇒ 受注者

請 求 情 報 新 規 受注者 ⇒ 発注者

支 払 情 報 修 正 発注者 ⇒ 受注者

総 合 振 込 情 報 発注者 ⇒ 銀 行 注)参 照

入出金取引明細情報 銀 行 ⇒ 受注者 注)参 照

振込入金通知情報 銀 行 ⇒ 受注者 注)参 照

注)金 融機関 とのEDIは 全銀協メ ッセー ジを利用するため、 フォーマ ットは全銀

協標準仕様 を用 いている。
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トライ ア ル メ ッセ ー ジ(抜 粋)

買掛明細情報
発注者が受注者に対し、特定期間(月 間等)の 買掛金明細を提示する情報。

1

項 目N。 項 目 名 必 キー CD 項 目 内 容 属性(桁 数1繰 返数
001 デー タ処理No. 必 受注者での受信データの処理順序を表す番号。 9(5)

002 情報区分コー ド 必 * 情報の種類を示すコー ド(買 掛明細情報=1101 X(4)

003 データ作成 日 データを作成 した日付。 9(6)

004 発 注者 コー ド 必 キー * 注文を行う企業(6桁)及 びその工場 ・事業所 ・事業

部門等(6桁)を 表す コー ドで統一企業コー ドによ

示す。注1)

X(12)

005 受 注者 コー ド 必 * 注文を受ける企業(6桁)及 びその営業所 ・事業所 ・

事業部門等(6桁)を 表すコー ドで統一企業コー ド
より示す。

X(12)

006 発注部門コー ド 原価の責任部門又は納入部門を示す発注部門コード X(8)

007 注文番号 必 キー 発注者が注文情報に付与した管理番号。一意性を持
る。

X(23)

008 製造番号 発注品の原価管理等に結びつく製造管理番号。 X ,(19)

009 訂 正 コー ド 必 * 情報の新規 ・変更 ・取消を示すコー ド。 X(1)

010 コック区分 * 通常品かコック品かを示すコー ド。 X(1)

012 単位 必 * 数量を表す基準を示すコー ド。 X(3)

013 単価 製品1単 位当たりの価格。 9(10)V(3)

014 単価区分 * 単価が確定単価か単価未定かを示すコー ド。 X(1)

017 支給区分 * 受注者に対する支給品の有無、及び支給形態を示す

ド。

X(1)

018 購買担当 購入(発 注)担 当バイヤーを示すコー ドまたは略称 X(7)

021 版数 図面 ・仕様書の作成 ・変更回数を表す。品名 ・品名

ドと共に発注品の内容を特定する。

X(3)

022 品名(品 名仕様) 一般的製品名称 X(30)

023 受注者品名コー ド 受注者が採番した製品の管理番号。 X(25)

024 発注者品名コー ド 必 発注者が採番した発注品の管理番号。 X(25)

027 直納区分 * 通常品か直納品かを示すコー ド。 X(1)

028 受渡場所 納入場所を示すコー ド。 X(8)

034 納 入NO. 納入毎の納入データを特定するために、発注者又は

者が採番した管理番号。

X(8)

036 納入数量 受注者より納入された製品の数量。 9(9)V(3)

040 納入日 受注者より納品の行われた日付。 9〈6)

045 分納回数 何回目の分書1納入であるかを表す数値。 9(3)

046 不足数量 データまたは伝票上の納入数量が実際の現品数量よ

い場合、その差異を表す。

9(9)V(3)

047 不良数量 納入品の内、検査で不良となった数量。 9(9)V(3)

048 検収単価 必 検収時の単価。 9(10)V(3)

049 検収金額 必 納入品の内、支払対象として買掛計上された製品の 9(10)

050 検収数量 必 納入品の内、支払対象として買掛計上された製品の 9(9)V(3)

051 検収日 必 納入品を支払対象として買掛計上 した日付。 9(6)

052 検収区分 特採、後事故等、発注金額と検収金額 との差異の原

示すコー ド。

X(1)

053 伝票番号 受注者が出荷毎に付与した管理番号。 X(10)

056 嚇 参考情報を入力するフリースペース。 X(30)
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第H部EDlベ ー スシステムの開発

現在 、様 々な業界 でEDIの 標準化が行われ ている。流通業界 では、以前か ら 日本 チ ェー ンス

トア協会 の標 準(JCA標 準)を 応用 した標 準化 が行 わ れ て いた が 、最 近 は 、EDIFACTや

CII標 準 を活用 した標 準化 も検討 され ている。製造業 界では、CII標 準を活用 した標準化 が一般

化 しつつあ るが、依然 として、従来 の固定 フ ォーマ ッ トのEDIも 活用 され てい る。 さらに、将

来 に 向けた、全 く新 しいEDI標 準 の検討 もあ り、一 口に標準化 と言 って も、適用規格 はまちま

ちであ る。

標 準化 は一種類 の規格 に統一 す るのが理想で あるとい うこともよ く言われ るが、現在、全業

界のEDIを サ ポー トで きる理想 的な規格 が存 在 しない以上 、分野 ご とに最 適 な標 準 が 適用 さ

れ、結果 と して、複数 のEDI標 準が存 在す るのは止むを得 ない ことで あ る。 そ こで、企 業 に

よっては、複数 のEDI標 準を ハ ン ドリングす る必要 が発生 し、 これ にス マー トに対処す るのが

重要 とな る。大手企業 であれば、物量 作戦で、それ ぞれのEDI標 準 に対応 す るシス テムを構築

し、適 切な 自動化 を実施す ることで、標 準複数化 で発 生す る問題 を回避 で きる。 しか し中小企

業 では、 この よ うな手法 を とることはで きない。 しか も、一般的に中小企業 の方 が複数 のEDI

標 準に遭遇 す る可能性 が高 い と言われ る。中小企業 の信条 は、小 回 りが き くとい う特性を最大

限に生か して、様 々な分野 の ビジネスチ ャンスに挑戦 する ことだ が、そのため、様 々な分野 の

EDI標 準に対 応 しなけれ ばな らな くなるか らであ る。

そ こで、む しろ中小企業 の方 が大手企 業 よ りも、EDI標 準複数化 への対応力を強化 しなけれ

ばな らない。そ こで考 えだ された アイデ アが、EDIベ ースシステムの発想 で ある。

当セ ンターでは、複 数のEDI標 準へ対 応す るシステ ムを業務処理 系の システ ムか ら分離 して

フ ロン トエ ン ド ・システ ムにす ることで、全業界共通 のパ ッケー ジを構 築す る ことが可能 であ

ることを見いだ し、 これを、EDIベ ース システ ムと名付 けた。

従 来の常識 では、 この よ うな システ ムは ホス トコン ピュー タで構 築 され て いた が、 最近 の

ハ ー ドウ ェアの進歩 に よ り、パ ソコン上 に実装可能にな った。 そ こで、EDIベ ース システ ムを

中小企業 に も導 入可能 なパ ソコン上の シス テム として試作 し、運用 実験 を行 って、 と りあえず

技術 的な実 現可能性 を検証 す ることと した。第1章 でEDIベ ース シ ステ ムの概 要 を示 し、第

2章 か ら第4章 で試作運用 実験 の結果 を示す。

一47一



第1章 中小企業用EDIベ ースシステ ム総論

1.1ED1ベ ース システムのイメージ

EDI標 準を用 い るEDIシ ステムでは、通常 、下 記 のサ ブシステムが必要 で ある。

① 通信 システ ム

業務処 理 メ ッセージを送受信す るために必要なサ ブシステ ムで、J手 順 及 び全 銀 手

順 な どが よく使用 され るが、 その他 の手順 も使用 され る。

② トランス レーター

社 内システム と業界標準 の メ ッセージでは、 フ ォーマ ッ トが一般的 に異 な ってい る

ため、相互 の変換 を行 う必要 がある。 この変 換を行 うのが、 トラ ンス レー ターであ る。

③ 業務処理 システム

社 内の業務処理 のた めの システ ムであ る。

④ 自動化機構

上記 の① 、②及 び③ のサ ブシステ ムを、必要 に応 じて 自動 的に起動 あ るいは終 了 さ

せ、オペ レー シ ョンを 自動化す るシステ ムである。

したが って、典型 的なEDIシ ステ ムは図1-1の よ うな構…成 にな る。図1-1は 、業界全体

のEDIが 一つ の規格 で運用 され てい る場 合の形態 であ る。 しか し実 際 に は、 業 界全 体 の

EDIが 一つ の規格 で運用 され てい ることは稀 であ り、そ の場合、図1-2の よ うに必要に応

じてサブシステ ムの種類 を増 やす方法 が一 般的 である。

通 信

システム

トラ ンス

レー タ ー 業 務 処 理

シ ス テ ム

1 1

自 動 化 機 構

図1-1典 型 的なEDIシ ステ ムの構成(業 界全体 が一 つのEDI規 格 の時)
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図1-2の 方式は、大 手企業 で よく見 られ る方式で あるが、EDIシ ステ ム全体 の処理 件数

が多 い場 合、それ ぞれ の規格に対応す るシステ ムもほ どほ どの規模 にな るため、全 体 とし

て見れ ば無駄 で はあ るものの、容認 し難 いほ どの ものではな い。 ただ し、一 つの規格 に対

して一 つの処 理系 が必要 にな るため、あま りにEDI規 格 の種 類が多 くなると、 システ ム コ

ス トア ップの大 きな要 素にな る。そ こで、EDI規 格 の標 準化が各業界 で鋭意進 め られて い

るわ けであ る。

通 信

システム11

通 信

システム12

通 信

システム2

通 信

システムn

トラ ンス

レー ター1

トラ ンス

レータ ー2

トラ ンス

レー タ ーn

図1-2業 界に複数EDI規 格 が存在 し、取 引先 に合わ せ る必要 が ある時

と ころで中小企業に は、複数 の大手の取 引先があ ることが よ くある。それ らの取 引先 が

皆 同 じEDI規 格 を使用 していれば問題が少な いが、異 な ってい ることが しば しば ある。 こ

の場合、 中小企 業 では、 それ ぞれの取 引先 に合わせてEDIシ ステ ムを組 む 必要 が あ り、
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図1-2の 形態にな る。大手企業 と違 い、それぞ れの取 引先 ごとの処理件数 は少ないので、

図1-2の 形態では大 きな無駄 が発生 して しま う。この問題 を解消す る方 法は二つ ある。一

つ は、業界全体を一つ のEDI規 格 に統一 す る方法(理 想 的 な標 準化)で あ る。 も う一 つ

は、システム構築 の工夫に よって安価 に図1-2を 実現す る方法 であ る。

理想 的な標準化 はす ぐには で きないので、中小企業 へのEDI導 入 を促進す るためには、

何 らかの方法に よ り、図1-2の 形態 を安価 に実 現 しなければな らない。この解決のために

検討 された のが、EDIベ ース システ ムであ る。EDIシ ステム全 体 の基 本 的 な構成 は、 図

1-3の よ うにな る。図1-3の 網 かけ部分がEDIベ ース シス テムである。

共
通
イ
ン

一

共
通
イ
ン

タ

:

よ

一

業務処理システム

通信シ貯坦 トラ ン ス レ
ー タ ー1

通信煽テ蛇
一

トラ ンス レ
ーター2

θ

タ

ζ
1

ス

:

:
、

1 | 1

自 動 化 機 構1 一
連動

機構

一 自動化機構2

図1-3EDIベ ー ス シ ス テ ムを 用 い たEDIシ ス テ ム の全 体 構 成
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1.2EDlベ ー ス シ ス テ ム の 特 徴

EDIベ ー ス シ ス テ ムで は 、複 数 のEDI規 格 へ の対 応 を 部 品 化 の思 想 を 取 り入 れ て実 現 す

るた め 、 安 価 に構 築 で き る こ とが 最 大 の特 徴 で あ る。 図1-3に お け る 「通 信 シ ス テ ム1」

や 「通 信 シ ス テ ム2」 は 、具 体 的 に はJ手 順 や全 銀 手 順 パ ッケ ー ジで あ る。 また 、 「トラ ン

ス レー タ1」 や 「トラ ン ス レー タ ー2」 は 、CIIト ラ ンス レー タ ーやEDIFACTト ラ ンス

レー タ ー で あ る。す な わ ち 、図1-3に お け る構 成 要 素 の大 部 分 は 、既 にパ ッケ ・一ージ と して

市 販 され て い る もの で あ り、EDIベ ース シス テ ムは、 これ ら のパ ッケ ー ジを組 み 込 め る よ

うに した、 正 に ベ ー ス とな る シ ス テ ムで あ る。

この結 果 、特 定 のEDIシ ス テ ムを構 築 す る場 合 に は 、必要 な パ ッケ ー ジの み を 組 み込 め

ば よい の で、安 価 に で き る。例 え ば 、全 銀手 順 とSNAを 通 信 シ ス テ ム と して用 い 、CII標

準 を ビジ ネ ス フ。ロ トコル と して 用 い るEDIシ ス テ ムは 、 図1-4の よ うに構 成 す る。

共
通
イ
ン
タ

:
|

ス

業務処理システム

全鋤 垂か ジ

共
通
イ
ン
タ

《
1

ス

CII

トラ ンス レ
ータ ー

この部分は組み
込まない

SNA

この部分は組み
込 まない

1 1 1

日 勤 化 機 構1
連動

機構
自動化機構2

図1-4EDIベ ー ス シ ス テ ムの応 用

さらに、 システム構築後 に、別 のEDI規 格に対応す る必要が発生 した時には、そ の規格

に必要 なパ ッケージのみを追加すれ ば よいので、簡単 である。す なわち、 メンテ ナ ンス ビ

リィテ ィに優 れて いる。 また、図1-3の 網 かけの部分 は、一般 的に業種業態 に よ らず共通
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な の で 、EDIベ ー ス シ ス テ ムは 、 す べ て の業 界 に 摘 要 で き る標 準 パ ッケ ー ジ と して 、開 発

可 能 で あ る。

1.3EDlベ ースシステムの機能要件

EDIベ ースシステムは、以下 の よ うな機能 を備 えている必要 がある。

① 部品の組 み込 みが簡単 でなけれ ばな らな い。 た とえば、全銀 パ ッケー ジやCIIト ラン

ス レーターを組 み込 むのに必要 なイ ンタフ ェースを、あ らか じめ用意 しておか なけれ ば

な らな い。

② 共通 インタフェースは、EDIベ ースシステ ムと業務処理 システムを結ぶ重要 な部分 で

あ り、様 々な業務 処理 と連動で きる よ うにな っていなければな らない。

③ 自動化機構1は 、取 引先 ごとに異 な る運用 や規格 に左 右 され ない、統一的 なオペ レー

シ ョンを行 うために、必要な重要部 分である。一 般的に規格や運用 は取 引先 ごとに異 な

るので、取引先を指定すれば、必要 な規格 との相互変 換や指定 された送受信 が 自動 的に

実行 され る ようにな っている必要 が ある。

④ 組 み込 んだ部品 は、運用時 に適切な メンテ ナ ンスが必要 であ る。 この メンテナ ンス機

能 も自動化機構 にふ くまれ ていなければな らな い。

⑤EDIベ ースシス テムで障害が発 生す ると、通信系等を含 ん でいるため、その対策は一

般 的に厄介 になる。 自動 リカバ リー等 の対策 が理想 的であるが、中小企 業用 のため、パ

ソコン等 に実装す ることを前提 にすれば、 自動 リカバ リーの組 み込 みは困難で ある。そ

こで、何 らか の適切 な対策 が必要 である。

⑥ 上記の問題 とも関連 して、各 種 ログの取得 が重要 である。 フ ァイルの送受信、 トラン

ス レーターの稼働 状況な どの ロギ ングが必須 と思われる。

⑦EDIベ ース システ ムも、何 らか のOS上 で稼 働す る。 この場合 、どの うよ うなOS上 で

稼 働 させ ることを前提 とす るか は、大 きな問題 にな る。最 小 のシステムを指 向す る場合 、

パ ソコンへの実 装 とな るが、最近 はサーバー用のOSが 実装 で きるパ ソコン もあ る。将

来的 な発展を考えれば、例 えパ ソコンであ って もサ ーバ ー用 のOS上 に展 開 す る方 が ベ

ターではないか と考 えられ る。 なぜ な ら、 自動化機構 を実 装す る場合 、通常 のパ ソコン

OS(ク ライアン ト用 のOS)よ り、サ ーバ ー用OSの 方 が適 してい るか らで ある。
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1.4ED|ベ ース システ ムの試作 と運用実験

EDIベ ース システ ムは新 しい構想 であ る。 この よ うな構 想に したが ってメイ ンフ レー ム

上 に実 際の システ ムを構築す るのは、それ程難 しい作業 ではな い。 しか し、パ ソコン上 で

構築可能 か ど うかは、最近 のパ ソ コンの発展 を考慮 して も、机 上 で可能 とは言 えない。 そ

こで、実 際に試作 を行 って運用実験 を行 い、実現可能性 を実証 す る ことが必要 である。

そ こで、当プ ロジ ェク トでは実物 に よる運用実験を行 うことに した。 しか し、EDIベ ー

スシステ ムの機能 は、 まだそれ程 明確化 していな いので、暫定 的 な仕様で試作 し、実現可

能性 に関す る検証運用 実験 を、以下 の3社 に委託実施 した。

①

②

③

㈱ 日立情報 システ ムズ

富 士 通 エ フ ・ア イ ・ピ ー ㈱ … ・… ・

セ コムネ ッ ト㈱

(実現例1)

(実現例2)

(実現例3)

また、EDIベ ース システムの技術 的実現可能性 は、実験室 内の実験 でも可能で あるが、

よ り実 際的な実験結 果 を得 るため、実験 室ではな く、実 際の中小企業 ユーザ ーへ実験 シス

テムを持 ち込 んで実験 を行 った。

以下、第2章 か ら3章 に、運用実験 の概要を示す。
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第2章 実 現 例 1

2.1EDlベ ースシステムの概要

(1)EDIベ ースシステム設計 の 目的

日本の 「ケイ レツ」に端を発 した縦方 向のいわゆ るメーカ主導 のEDIは 、中小企業 に

おけ る多端末化 を引 き起 こ し、運用 コス トの上 昇や開発工数 の増 大を生んでいる。 シン

タ ックスルールベ ースで フ ォーマ ッ トの共通化 が図 られたため、多端末化 の流 れに歯止

めがかか り、理論上 は シングル イ ンター フ ェイスに近付いた とも考 えられ る。

しか しなが ら、中小企業 は発注者 であ るメーカの都合に よる個別対応を強い られてい

るのが現状であ る。

つ ま り、 シンタ ックスルールがCIIシ ンタ ックスル ールベ ースで も、取引先が異なれ

ば、納品書や現品票 の レイア ウ トは もち ろん、取引情報 区分やそ の項 目(そ の桁数や意

味付 け等)も 異な る。業 界 ビジネスプ ロ トコル が異 なれ ば、それ以上 の差異が発生す る

事 もあ り、個別 フ ォーマ ッ トも含 める と取 引先対応工数 は莫 大な量 にな る。

今回の 「汎用EDIベ ースシス テム」では、複数 の通信 手順 ・シンタ ックスルールをサ

ポー トし、取 引先個別対 応を で きるだけ吸収す るための仕組 みを提供 す ることを 目的に

設計を行 った。

(2)シ ステ ム概要

① ハ ー ドウエア構成

図2-1に ハー ドウ ェア構i成を示 す 。EDIベ ース シス テ ムは、構 内ア クセ ス用 の

LANカ ー ド、全銀協手順用 同期通信 モデ ムボー ド、ISDN接 続用 ター ミナル アダプ タ

を接続す るこ とで、FrontEndProcessor機 能 を提供 してい る。

② ソフ トウェア構成

表2-1に ソフ トウェア構 成を示す。Windows95上 に今回新規に開発 したEDIベ ー

スシステム及 び トランス レー タを共通 的に利用で きる よ うに搭 載 、 また 「設 計 画像

EDI」 と 「商流及び物流系EDI」 機能 をそれぞれ個別 搭載す る。
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皐擢く
LANカ ー ド

日量 口eso
口 口ロ口口ロ

同期通信モデムボード

柵
TA

FLORA

(Pentium133)

16MBRAM

1.2GBHDD

口

マウス

図2-1ハ ー ドウ ェア構 成

表2-1ソ フ トウ ェア構 成

ソフトウェア分 類＼ 種別 設計画像EDI 商流及び物流系EDI

共 通

プラッ

トフォ

ー ム

OS Windows95

即 董ベースシス予ム 」㈱ 澱鶴 障 斑猫鏡開…髭妻

:灘抽 ⇒ 一働 鏡開義・〉

トランスレータ CIIト ランスレータ「TRANSONIC」

個 別

機能

バイナ リーユニット対応 EIAJ商 流系及び物流系EDI

ビジネスプロトコル

通信プログラム Wlndows95

・ダ イヤルアップネットワーク

・TCPπPFTP

全銀協手順通信プログラム

③ 汎用EDIベ ース シス テムに おけ る機能

汎用EDIベ ース シス テ ムに お い て サ ポー トす るマ ル チ ネ ッ トワー ク及 び マル チ

EDIの 種類 は表2-2に 示す とお りであ る(一 部予定)。

EDIベ ースシステ ムの概念 図を図2-2に 示す。

汎用EDIベ ース システ ムにおけ る共通的 な機能は表2-3及 び図2-3に 示す とお り

で ある。
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図2-2EDIベ ー ス シス テ ム概 念 図



表2-2汎 用EDIベ ー ス シ ス テ ムに お い て サ ポ ー トす る種 類

備 考

通信プロ トコル 全銀協手順 同期通信 ボー ドによ
るサポー ト

TCP/IPFTP Windows95ダ イアルアップネ

ットワークに よ る接続

シ ンタ ッ クスル ー

ル

CIIシ ン タ ック

スル ー ル

CIシ ンタックスルール1.11 標準 メ ッセー ジ対応

CIシ ンタックスルール1.51 バイナリーユニット対 応

EDIFACT 未対応

固有 フォーマ ッ ト 未対応 個別対応

ビジネスプロ トコ

ル
EIAJ標 準 メッ
セー ジ

商流線 商流系 注文、所要計画等

物流系 支給、出荷等

設計画像データ CADデ ータ IGES中 間 フ ォー

マ ッ ト

部品表データ 非定型データ

ラス ター デー タ 未対応

表2-3汎 用EDIベ ース システ ムにおける共通 的な機能

共通的なプラットフォーム 機能概要

Windows95 PC/AT互 換機 のオペ レーティングソフトウェア

32ビ ットアプリケー ション及 び16ビ ットアプ リケー ションのエミュレー

ションをサポー ト

EDIモ ニター 常駐 型オペ レーティングミドルウェア

・ジョブスケジュー リング

・ジョブのキュー制 御

・ジョブの実 行監 視

・ジョブ終 了表 示

・障害 通 知

JOBス ケジュー ラ 随時 実行 型ジョブスケジュー ラ

・ジョブのキュー登録 、削 除

・ジョブ の一 覧表 示

・トランスレーション実 行(順 変換 、逆 変換)

・通 信処 理(送 受信)

ユー ザーインターフェイス 後続 アプリケーションとのファイル 渡 しインター フェイス
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図2-3EDIモ ニ ター とJOBス ケ ジ ュー ラの 処 理概 要
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2.2EDIベ ー ス シ ス テ ム 実験 概 要

(1)モ デ ル ユ ーザ 及 び パ ー トナ ー企 業 の概 要

① 接 続 概 念 図

モ デ ル ユ ーザ で あ る東 洋電 子工 業 とパ ー トナ ー企 業 で あ る 日本 ビ ュー レ ッ ト ・パ ッ

カ ー ドは 日立 情 報 シス テ ムズ のEcho-Net・CII-EDIサ ー ビスの メ ール ポ ヅ ク ス を

介 してEDIを 実 施 して い る。全 銀 協 手 順 に よ って送 受 信 され るEDIデ ー タ とTCP/

IP-FTPに よ っ て 送 受 信 され るEDIデ ー タ の メ ー ル ボ ック ス は 物 理 的 に 異 な る 。

従 って 、 商 流 及 び物 流 系 デ ー タ と設 計 画像 デ ー タ が 同一 メー ル ボ ックス に混 在 す る こ

とは無 い。

生 産 管 理 シ ス テ ム を 中 心 と した 、 業 務 シ ス テ ム と フ ァ イ ル 共 有 サ ー バ で あ る

WindowsNTサ ー バ ーが 同－LAN上 に存 在 す る。EDIベ ー ス シス テ ムは 、Windows

モデルユーザ企業

東洋電子工業
日 立 情 報 シ ス テ ム ズ

Echo-NetCII-EDIサ ービス

パ ー トナー企業

ム ズ

サーピス

'二:

<、こ
. 蝸 一

▼、叩_,一,ノ

日本 ヒュー レットパ ッカー ド社

口
…品

]
o

…

li

一 一'〉"刊 胸

図2-4接 続概念 図
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図2-5モ デ ル ユ ー ザLAN構 成
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NTサ ーバ ーの共有 フ ァイル のみ意識す る構成 とな ってい る。業務 システ ムサ ーバ ー

とWindowsNTサ ーバーは、NFSに て接続 され ている。

② モデル ユーザ概要

モデル ユーザ のプ ロフ ィールを下記に示す。今回 のモデルユーザ であ る東洋電子工

業 は、関西 を拠点 とす る各種FA機 器 の設計及 び製造 を実 施す るアセ ンブ リメー カで

あ る。平成8年10月 に関東圏を 中心 とした営業 強化 の基盤 と して、東京本社 神奈川

工場 を竣工 した。

企業名称:東 洋電子工業 株式会社

所 在 地:神 奈川県津久井郡城山町

業 種:通 信機器用、電子機器用部分品製造業

資 本 金:4,500万 円

従 業 員240人

売 上 高:78億 円(94年 度)

③ パ ー トナ ー企 業 概 要

パ ー トナ ー企 業 の プ ロフ ィー ル を下 記 に示 す 。

企業名称 日本 ビュー レッ ト・パ ッカー ド 株式会社

所 在 地:東 京都八王子市

業 種:電 子計算機、 同付属 装置製 造業

資 本 金:74億4,286万 円

従 業 員:3,900人

売 上 高:2,019億 円(95年 度)

(2)適 用業務処理概要

パ ー トナ ー企業 日本 ヒュー レッ トパ ッカー ド社 では、 リエ ンジニア リングの一環 と し

て計測機器 の プ リン ト基板組 立 てのプ ロセスを全 てア ウ トソーシ ングす る事 とし、そ の

メーカーと して東洋電子工業 を外注先 と した。 この プ ロジ ェク トにおいては、遠隔地 に

あるPCア セ ンブ リ製造 ライ ンをEDIサ ー ビス と物 流 システムに よって、 さも物 理 的 に

接続 され ている ように コン トロールす るものであ る。

今 回のEDIシ ステ ムにおいて は、注文に係わ る南流系情報 と設 計 ・製造に係わ る設 計
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画像 系 情報 及 び 出荷 に係 わ る物 流 系情 報 をCIIシ ンタ ッ クス ル ール に 基 づ い て デ ー タ交

換 を 実 現 して い る。

又 、後 続 ア ブ.リケ ー シ ョンに はPCア セ ンブ リ用 の生 産 管 理 シス テ ムが あ り、 本EDI

シス テ ムは 日本 ヒ ュー レ ッ トパ ッカー ドとのFrontEndProcessorと して の役 割 を 担 っ

て い る。

寸 ・本・ユー・・トパ・カード ト 日立VAN

言 計画像El

寸 鮮 電子工業 十

/ ＼

「 設計・開発1・ ・ADデ ータを含'

部品情報の交

商流系EDl

・1設 計 ・開発 卜

「「 生産鯉1 恒 産管理
・所要計画情報

・支給実績情報

・確定注文情報

物流系ED

〉一1資 材購司
陣 業受注 「一

一

製造1 1製 造

一上 流 工 程
…
一掃"… ㊨"w'^'

‡ ・

東燃_. 最 終

一一罹
一

/

1プ 　ント基板組立て ぽ

一

」 検収・検封 ＼
荷情

1出 荷L

図2-6適 用業務概要

(3)全 体構成

今回 の運用実験 では複数 の通 信手順 でかつ異 なるシ ンタ ックスバ ージ ョンを利用 した

マル チEDI対 応を実装す る。

① 設計画像EDI

中間 フ ァイル形式 に変換 されたCADデ ータ及び部品表 デ ータをCII-1.51設 計 画像

デ ータ格納 機能 にの っとって伝送 す る。TYPEオ フ.ションは、通常 モー ド/透 過 モー

ド/拡 張を選択。通信 手順 は、TCP/IPFTPを 利 用 す る事 に よってISDN網 上 で

57.6kbpsを 実現 してい る。

日本 ビュー レッ ト・パ ッカー ドか ら受信す る場合、東洋電 子工業か ら送信す る場 合

いつれの場 合 もFrontEndProcessorで あ る汎用EDIベ ースシステムを介 して設 計 画

像 デ ータを交換す る。
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図2-7EDIベ ース シス テ ム実 装 状 況

② 南流系EDI及 び物流系EDI

EIAJビ ジネスプ ロ トコル標 準 メ ッセー ジ 「商流線」に よる受発注デ ータ交換 の形式

であ る。

従 って採用 され るシンタ ックスル ールはCII-1.11、 通 信 手順 は全銀 協 手順2,400

bpsで ある。 日本 ビュー レッ ト ・パ ヅカー ドか ら送信 され る、所要計画情報 を基 に、

東洋電子工業 では プ リン ト基盤 の組 み立 て生産計 画及び資 材調達計 画を立案す る。

日本 ビュー レッ ト ・パ ヅカー ドか ら生産材 が支 給 され る場合 には、支給実績情報産

計画 を組み立て る。

正式 な注文 は確定注文情報 にて行われ る。

東洋電子工業 は完成 品の出荷時に、 出荷情報 を 日本 ビュー レッ ト・パ ッカー ドに送

る。日本 ビュー レッ ト ・パ ッカー ドでは、「もの」の検 品時にあ らか じめEDIに て取 り

込 んだ 出荷情報 と検査デ ータを照合 し、検収 デー タを上げ る。

(4)稼 動実験作業 行程

モデル ユーザ の選定 を平成8年9月 に実 施、設 計 ・開発を経 て、運用実験 を平成9年

2月 ～3月 の2ヵ 月間実施 した。

途 中、多少 の工程遅延 が生 じた理 由と して、顧客 ニ ーズの変化 に よる仕様変 更及び、
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ジ ョブ運 用管理 パ ッケージの利用 を止 め新規 開発に変更 した こと等が あげ られ る。

表2-4稼 動実験作業行程

項 目 08/gi10 11 12 09/1i 2 3

モデルユーザ選 定 翻
基本設計 一 /
機能設計 闘 /
詳細設計 ㊧

プログラム開発 ㊧

総合テスト ◎

運用実験 、蓼 く
検証 ◎

評価

2163/43/28
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23EDlベ ース シス テムの効果

(1)EDIベ ース シス テムに よる対応範 囲

前年度 まで の、 トランス レータを中心 と したEDI業 務 システムか ら一歩踏 み込 んだ形

で、今年度 は シングルイ ンターフ ェイスを実装す るために、よ り標 準的なEDIベ ース シ

ステ ムを開発す る ことが当初 か らの 目的 であ った。今回 の稼動実験では、 マルチネ ッ ト

ワー ク及 びマルチEDIを 実装 した ことで、当初 の 目的 は充分 に達成 した と評価す ること

がで きる。複数 の相 手先 とのデ ータ交換 を実施す る場合、相手先毎 に異 な る様 々なセ ッ

ティングがあ る。今回EDIベ ース システ ムにて標準化が図 られた部分及び、当初計画 し

ていた標 準化 の部分を図2-8に 示す。

シンタックス複数取引先 運 用 通 信 処 理

ルール

ちしニが 　　 み グけ 　 ノ 　が でノ 　

、㌘ 多.".三 ㌃.㌧

,㌘ …"、 ・/・ 〃/

伝票の単位 業務処理

摘要
今回対応した機能

無醐1今 回未対応の機能

図2-8EDIベ ー ス シ ス テ ムに よ る対 応 範 囲

(2)ベ ンダーと して の開発 におけ る効果

EDIベ ース システ ムを導入す る ことに よって、EDIシ ステ ムの開発に関わ るベ ンダー

として 「技術 面」 「運 用面」 「コス ト面」 において以下 に示 す よ うな効果 があ った。

① 技 術 面

・ 今後、 中小企業 向けのEDIシ ステ ムカスタマイズ の工数が削減 され る。

・EDIベ ースシステムに最新 のテ ク ノ ロジーを採用す ることに よ って、EDIシ ステ

ム全体 の技術水 準が 向上す る。
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② 運 用 面

・EDIモ ニターで常 時監視 す ることに よって、短 時間に エ ラー箇所 の特定 を可能 と

す る。

・ 異常時 のエ ラー検 出パ タ ンをEDIベ ースシステ ムにて標 準化 してい るため、その

対応 を画一化 で きる。

リモー トメンテナ ンスキ ッ トを採用す ることに よって、エ ン ドユーザにおいては

必要最低 限の操 作に よって、 リカバ リの主導権 を弊社 開発部 隊にて掌握 で きる。

新 バ ージ ョンの入れ替 えが、 リモー トで実施で きる。

③ コス ト面

開発に あた って基幹部分 を共用す るた め、工数を 削減 で きる。

開発に あた って基幹部分 を共用す るた め、中小企業 を中心 としたエ ン ドユーザ に

対す る提供価格 も低下す る。
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2.4モ デルユーザでのEDl導 入効果

今回 のモデルユーザに対 す るシステムは当初 か ら、EDIに よるデー タ交換 を前提 に、シ

ステム立案及び開発、運用を検討 して きた。そ のため比較 的ス ムーズなEDIシ ステムの導

入 が実施で きた。 導入効果 を定性 的効果見積表(表2-5)及 び定 性 的効 果 を 図2-9に 示

す。EDIベ ースシステ ムの機能 を中心 とした導入効果 は、 以下 の通 りである。

①CADデ ータ及び部品表 デー タとい った設計 画像 デ ータは、 商流 系 デ ー タに比 べ て圧

倒的にデ ータ量 が多い。TCP/IPFTP57.6kbpsに よる非 同期高速手順 の採用 に よ り、

回線保留時間の短縮 が図れ、結果通信 コス トの軽減 に寄与 す ることとな った。

② 今回 のモデルユ ーザにおいて は、初 めてのEDI実 施 であ り、EDIに 必要 な設備をすべ

て準備す ることとな った。EDIベ ースシステムを活用す る ことに よ り、比較的安価にか

つ短期間にEDI稼 動 に持 ち込む ことがで きた。

表2-5定 性的効果見積表

項番 効 果 項 目 評 価 点 数 備 考

1 競争力強化 123④5 ・取 引先 の納入 リー ドタイムの短縮 に的 確 に対

応、サー ビス向上にっながった。

2 管理体質向上 1234⑤ ・EDIベ ースシステムにて、徹 底 した 自動 化 に

取 り組 ん だ結 果 、後 続 アプ リケー シ ョンにて

EDI処 理 を意識 することなく実施 できた。
・EDIモ ニタによって処 理プロセスを監視 してい

るため、障害 時の切り分け及 び復 旧が迅 速 に

実行できる。

3 精度向上 123④5 ・生産 に関わるデ ータをFEPを 通 じて直接 取 り

込むことで入力精度が向上 した。
・スケジューリング機能を活 用することによって、

タイトな運用 にも耐えられ る。

4 見通しの正確、迅速化 12③45 ・所 要計画 情報 を事 前 に入 手することで 、生産

計画及び資材調達 計画を立案可能である。
・EDIデ ータを活用することによって、取 引先 の変

動要素にフレキシブル に対応 可能である.

5 情報の統合化 1234⑤ ・受 注/出 荷 にかか わる情 報 に加 え、CADデ
ータや 部 品表デ ータとい った設計 画像 デーグ

を授 受 す る仕 様 を実 装 してる。この事 によっ

て、関連 する情報 を一括 して情 報交換 可能 で

ある。
・少量デ ータは従来通 りの全銀 協手順 、大量デ
ータはTCP/IPで の高速 伝送というマル チネ

ットワー クの採 用 による最 適 手順 の選 択 が可

能である。
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情報の統合化

見通しの正確

速化

競争力強化

管理体質強化

精度向上

図2-9定 性 的効果

2.5今 後 の課題

(1)EDIベ ース シス テムに おけ る課題

第2.3節 のEDIベ ースシステ ムの導入効果(1)EDIベ ース システムに よる対応範 囲の部

分 において対応 しきれ なか った部分のサポー トが必要 であ る。未対応 部分をサ ポー トす

る ことに よって特 に中小企業 への展 開において、 よ りシ ングルイ ンターフ ェイスに近づ

いたEDIシ ステム とな る。

例)各 種 固有帳票 出力機能 のサポー ト

(2)モ デルユーザ におけ る課題

① セキ ュ リテ ィ

モデル ユーザ においては、今後 オープンタイフ.のイ ンターネ ッ トを利用 したEDIを

計 画 している。そ の際、第3者 に よる 「盗聴」 「改ざん」 「な りす ま し」 の脅 威に さ ら

され る危険が ある。イ ンターネ ッ トとEDIシ ステム との間に フ ァイヤー ウォールを設

置す る/セ キ ュ リテ ィ機能 を持 った通信 プ ロ トコル を採 用 す る/CIIシ ンタ ックス

ルール バ ージ ョン2の セキ ュ リテ ィオプシ ョンを利用す る とい った対策を考慮す る

必要 がある。

② 運用 スケジ ュール

相手先で ある 日本 ビュー レッ ト ・パ ッカー ドとの伝送 ス ケジ ュールが タイ トなた め、

データ量が想定 され ているボ リュームを超 えた場合、次 の スケジ ュールに影響 を及 ぼ

す可能性の ある ことが稼動実験 中に表面化 した。これ は全銀 協手順2,400bpsに て伝送
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を予定 してい る商流 系デ ータにおける事象 である。伝送 時間を短縮 し、他 スケジ ュー

ル に影響 しないため に、 南流 系 デ ー タにつ い て も全 銀協 手順2,400bpsをTCP/IP

FTP57.6kbpsに て伝送す る ことを計 画中であ る。又 、日本 ビュー レッ ト・パ ッカー ド

サイ ドでも商流系 データのTCP/IPFTP高 速伝送 対応 を進 めてい る。

③ 中小企業 向け最適EDIベ ース システムの検討

今回のモデル ユーザ においては、EDI実 施を前提 と した業務 システ ムを同時に構 築

したため、EDIベ ースシステ ムはFrontEndProcessor機 能 で充 分事足 りた。

今後他 の中小企業 に対 す るEDIシ ステ ムの提供 を考 えた場 合、必ず しもEDI実 施 を

前提 とした業務 システ ムが存在す るわけで はな い。業務 システムす ら存在 しないユー

ザ も多 々ある。エ ン ドユーザ に対 して提供す るシステ ムの形態 に よっては、EDIベ ー

スシステムのサ ポー トす る範 囲が変わ る可能性 があ る。引 き続 きユーザ ニ ーズを調査

し、中小企業 向けEDIベ ース システ ムの仕様及 び運 用につ いて検討 を進 め る。
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第3章 実 験 例 2

3.1EDlベ ー ス シ ス テ ム の 概 要

EDIベ ース シス テ ム は 、図3-1の ハ ー ドウ ェア構 成 に示 す よ うにパ ソ コ ン上 に実 装 す る

もので 、 図3-2で 示 す ソ フ トウ ェア構 成 に な って い る。

(1)ハ ー ドウ エア

CPUはFMVで あ る が 、AT互 換 器 で あれ ば適 用 可能 で あ る。 プ リンタ ー は 、 通 常 の

セ ン トロニ クス ・イ ン タ フ ェー ス の プ リン タ ーで あ るが 、 コ ン トロール にFMシ ー ケ ン

ス(富 士 通 独 自の フ.リ ンタ ー ・コ ン トロール ・シー ケ ン ス)が 必 要 で あ る。 モ デ ム カ ー

ドは 、FMVに 内蔵 して い る もの で あ る。

FM-V

CPU:Pentium120MHZ シリアルプ リンタ

MEM:24MB

HD:1.2GB *FMシ ー ケ ンス

DSP:17イ ンチ

MODEMカ ー ド(半 二重)

図3-1ハ ー ドウ ェア構 成

通

信

機

能

変

換

機

能

業

務

機

能

オ

プ

シ

ョ

ン

運 用 支 援 機 能

]

BSC手 順 ライブラ リ、ACCESS(ラ ンタイム)

Windous95

図3-2ソ フ トウ ェ ア構 成
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通信 システ ムと して、JCA手 順、全銀手順、TTYが 用意 され ているが、実験 では後述

す る ように、JCA手 順 を用 いてい る。

(2)ソ フ トウェア

変換機能 とは、EDI標 準 フ ォーマ ッ トと社 内 フォーマ ッ ト間 の変 換 機能 の こ とで あ

る。CIIト ランス レーターやEDIFACTト ランス レーター等 が用意 されて いるが、実験

ではJCA標 準 フ ォーマ ッ ト等 の固定 フ ォーマ ッ トへの変 換器を用 いてい る。

(3)業 務処理機能

これは、EDIベ ース システ ム と組 み合わ せ る通常 の業務 処理 システムの部分で ある。

下記の業務処理機能 を実装 してい る。

① 受注機能

② 伝票発行

③ 請求入力

④ マスタメンテナ ンス

(4)オ プシ ョン

他 システム とのデ ータ連携、他 の機能 を実装で きる。
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3.2運 用実験概要

運用 実験 は、前述 のEDIベ ースシステ ムを用 いて、流通 業界 の受 発注 シ ステ ムを対 象

に、中小企業が大多数 を 占め る卸売業 向けEDIシ ステ ムを開発 し、モデルユーザ ーへ導入

し、導入後 の評価 を実施 した。

(1)モ デルユ ーザ ー とパー トナー

モデル ユーザ ーは、流通卸売業 であ り、仮 にA社 及びB社 とす る。

①rA社 』 のプ ロフィール

業 種:衣 料 品(ア ウター中心)卸

所 在 地:東 京都(日 本橋)

取 引 先:関 東地 区スーパー各社

②rB社 』 の プ ロフィール

業 種:食 品卸(目 配 品)卸

所 在 地:東 京都(多 摩地 区)

取 引 先:関 東地 区スーパー各社

尚、各パ ー トナーはA社 及びB社 の取 引先 とす る。

(2)A社 及 びB社 におけ る問題点

両者 とも、従来 よ りEDIシ ステ ムを導入済 であ るが、下記 の課題 を抱 えてお り、問題

解消 のために新 しい システ ムを導 入す ることにな った が、 この新 しい システ ムに本 プ ロ

ジ ェク トで開発す るEDIベ ース システ ムを使用 したEDIシ ステ ムを用 い る ことに な っ

た。

〔課 題〕

・ 取引先 チ ェー ンへの対応 のために システ ムを個 々に導入 して お り、 システ ム間に

一貫性が な く
、デ ータの活用 がで きていない。

・ 複数 台の機器 間に互換性 がな く、伝票発行 のみで全 体 の集計 は手作業 に頼 ってい

る。

・ 新 たにEOSを 始 める際の初期 コス ト負担が大 き くな って い る。 更 に個 別 シ ステ

ムの構築 とな り従来 の繰 り返 しとな る。

・ 取 引先 の仕様 変更対応(コ ス ト、期間)が 大 き くな っている。

(3)シ ステ ム構成

運用実験 におけ るネ ッ トワーク構成を図3-3に 示 す 。 中継 はVANに よって行 わ れ
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る。A社 及びB社 は、受注者 の立場 でEDIを 行 う。情報 の流 れは 図3-4の ようになる。

以下 に、それぞれ の機能を示す。

①VANセ ンタ<中 継者>

VANセ ンタは既存 の 『VARNET-DEXS』(VenderAndRetailerNETworkData

EXchangeSystem:受 発注デ ータ交換 システ ム)で あ り、デー タ交換及 びそれに付随

す る基本的 な機能 、個別要件へ の対応 を行 う。主な機能 を下記 に記す 。

・ プ ロ トコル変換

発注者 、受注者 が双方 の規 定を意識 せず送 受信 がで きる よ う、個 々の通信 プ ロ ト

コルの違 いをVANで 吸収 で きる。業 界 標 準 と して のJCA手 順 を標 準 と して い る

が、デー タ量 の増大等 に よる通信の高速 化、多様 化へ の対応 を して いる。

・ 蓄積交換

メールボ ックス機能 であ り、発注者、受注者が相手 のス ケジ ュールに束縛 され る

ことな く、任意 の時間 にデ ータの送受 信が行え るよ うデ ー タをVANで 蓄積で きる。

・ フ ォーマ ヅ ト変換

個別要件対 応であ る。受 発注 データは 固定 フ ォーマ ッ トであ り、単純 中継 が基本

で あるが小売本部を経 由せず店舗か らの直接送信 の場合 、VANで デ ー タを編 集 し

て卸に配信 してい る。

〈発注者 〉 〈中継者 〉 〈受注者 〉

百貨店/ス ーパ ー/

コンビニ,等

EOS発 注

電話発注

支払 い

他

VANセ ンタ

通信 プロ トコル変換

トラ ンス レー ト

蓄積交換

取引先メーカ/卸

オンライン受注

電話受注

請求

他システム連携

/ /

図3-3ネ ッ トワー ク構 成
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〈発注者 〉

国

画
照 合

国
基本機能

⇒

ぐコ

⇔

⇒

〈中継者 〉

発注デー タ

振 り分 け

出荷報告
統合

請求データ
統合

支払いデータ
振り分け

●

〈受 注者 〉

⇒

⇔

⇔

⇒

調
欝
㌣
⊥
発
↓
票伝

羅

『

オプ ション機能 一1購 オ プション機能 一2

図3-4情 報 の流 れ

配信宛先振 り分け

VANの 基本機能であ り、条件に従 って宛先別に振 り分け配信する。

配信宛て先統合

主に卸からのデータを小売 り本部へ中継する場合の機能である。

② 卸/メ ー カ<受 注者>

EDIベ ースシステ ムを用 い たEDIパ ッケ ージ 『TERAN』(TERminalApplicatin

forEDI)を 導 入 した。このパ ッケージは、業務処理部分を汎用部 分 と固有 部分を分離

して構成 したお り、以下 の コンセプ トで構築 されてい る。

・ 受注者 の コス ト抑止

一 小規模卸 企業が導入 できる低価格 ソフ トの提供

一 専 門要員 不要 の操作性

・ 発注者別 の システ ム構築を 回避 しなが らのEOS化 への対応

一 システ ムを基本部 と固有部 に分け、基本部 と固有部 のイ ンタフ ェースを共通

化

一 部品化 に よる重複 開発 の抑止
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・ 互換性 の確保

－AT互 換機上 での動作

・ 他 システ ムとの連携

一 他 システ ムとのイ ンタフ
ェース用 フ ァイル仕様 を公開

一 他社 システ ム連携(ラ ベル発行
、物流 システ ム、等)

また、 このEDIパ ッケー ジは以下 の機能を有 している。

・ データ受信(基 本機能)

発注者(大 半 がVAN経 由)か らのデ ータ受信機能 であ る。流通業界 ではJCA手

順 が殆 どあ るが、通信手順 と してはJCA以 外 に全銀手順 、TTY手 順 を 提供 可 能 で

あ る。 デー タフ ォーマ ッ トは発 注者個 々に相違 してい る前提 で構築 され てい る。

・ 伝票発行(基 本機能)

発注者 の仕様 に従 った形 での納 品伝票 の作成が で きる。

・ ピ ッキ ング リス トの作成(基 本機 能*)

出荷作業補助資料 として受注デ ータを商品別(店 別)に 加工 した リス トを作 成で

きる。

・ 数量訂正(オ プ シ ョン機 能)

受注 デー タの訂正機能 で ある。在庫不足等 に よ り出荷 可能数量 が受注数量 よ り少

ない場合 、受注 デー タを訂 正 し、納 品伝票発行時 にその 内容 を反 映す る。

・ 出荷報告 デー タ作成(オ プシ ョン機能)

出荷(納 品)情 報 を作成 し、発注者 に送信す る。 デー タ作成仕様 は発注者個 々に

よ り相違 してい る前提 で構 築 されてい る。

・ 請求 デー タ作成(オ プ シ ョン機能)

累積 された納 品情報 を も とに請求デ ータを作成、送信 す る。デ ータ作成仕様 は発

注者個 々に よ り相違 してい る前提で構築 され ている。

・ 他 システ ム連携(基 本機 能)

受注 デー タを販売管理 システム等へ連携す るたあのデ ータ加工 処理を行 う。

一74一



3.3運 用 実験 計画

表3-1に 実行ス ケジ ュールを示す。サ ポー ト体制につ いては、操作 を中心 と した問い合

わ せ窓 口及び専用機 を設置 し対応 した。 尚、パ ッケー ジ適用 対象 チ ェー ンを拡 大す る予 定

であ り(予 定:200チ ェー ン)、画面表示 、操作性等 について課題 の洗 い出 しを行 うととも

に、機能 面の レベル ア ップにつ いて検討 してい る。

尚、第3.6項 に、 このパ ッケー ジの入出力画面 の一部 を参考 と して示す。

表3-1実 行 ス ケ ジ ュー ル

年 月 8年11月 12 9年1月 2i3
ベース システム

の 設 計
i

…

試験用 システム
の 試 作

…

…

…圏
動 作 試 験
準 備

i

i

…

動 作 試 験

　 ;
.一

報 告 書の
取りまとめ

i
薩

.
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3.4ED1ベ ースシステムの効 果

実験 の結果 、EDIベ ース システ ムの技術的実現可能性 が検証 され るとともに、下記 に示

す効果 の あることが明確にな った。

(1)プ ラ ッ トフ ォームの共通化 に よる一貫性 の確保

従来 のハ ー ドメーカ別、機種 別 に異 なるフ.ラッ トフ ォームに よる非互換か らの開放 で

システムの一貫性確保が可能 とな り、デー タの共有、 システ ム機能 の拡張 が容易 とな っ

た。

(2)プ ラ ッ トフ ォームの共通化に よるソフ ト単体 提供

従来 のハー ドメーカ別、機種別 に異な るフ.ラッ トフ ォームに よる非 互換 か らハ ー ド ・

ソフ トのセ ッ ト提供 でな く、既導 入ユ ーザに対す る ソフ ト単体提供 が可能 とな った。

(3)操 作性 の向上

Windows-OS利 用に よ り操作性 が 向上、操作 の専任者 が不要 とな り、機 器 導 入へ の

抵抗感 が薄れ て きた。

(4)開 発期 間の短縮

4GL利 用、部品化推進 に よ り開発期間 の短縮 が可能 とな り、ユーザ に低価格 ソフ トの

提供 が可能 とな った。
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3.5今 後の課 題

EDIの 普及 に拍車がかか った とはいえ、FAX・ 電話 に よる受 注 は未 だ に多 く残 って い

る。 今回は既に機器(パ ソコン)を 導入済 の企業 をモデル ユーザ と したが、本来 はそれ ら

の企 業 も含 めた全体 に導入を促 し、その効 果を見 てい く必要が ある。流通業 界はEDI化 が

最 も早 く適用 され て きたが小規模 企業 も多 く、 未導入 の ところ も数多 く残 され てい る。

今 回の実験 及びパ ッケージ展 開で浮 き彫 りにな った点 を以下 に記 し、今後へ の課題 とし

たい。

(1)サ ポー ト体 制 の充実

問い合わせへ の適切 な回答 、休 日を含 めた 問い合わせ窓 口の設置等 、ユ ーザ サポー ト

体制 の充実 に よ りユ ーザ の不安 感を払拭 してい く必要が ある。

(2)操 作性 の 向上

誰 もが簡単 に、画面 を見 るだけで処理が進 め られ る よ う画面表示 を含 めた操作性 の向

上 を図 ってい く必要 がある。

(3)DIY型 システ ムの提供

現在 は初期 イ ンス トール はSEに よ り行 っているが、家電製 品並 に利 用者 自 らが初 期

セ ッ トア ップで きる ツール の提供。

(4)周 辺機能 との組 み合わせ

自動運用 ツール の提供(電 源ON～ 受信)

(5)リ モ ー トメンテ ナ ンス機能

現在 準備 中で あるが、多数 のユ ーザ をサ ポー トしてい く上 で不 可欠 な機 能で ある。
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3.6参 考(EDlパ ッケー ジ画面サ ンプ ル)

[運 用支援]

[通信履歴照会]を クリック

⇒ 送受信の履歴を照会することができます。

[処理履歴照会]

⇒ 処理の履歴を照会することができます。

この機能は通常は使用す る必要はあまりあ りません。

異常が発生したとき等にどこまで操作 したのかを確認す る場合に使用して ください。

通信履歴照会:デ ータの送受信の履歴照会であ り、通信の相手、時刻、件数、通信状況 を過去

にさかのぼって見ることができます。

処理履歴照会:処 理操作の履歴照会であ り、処理の内容、時刻を過去にさかのぼって見 ること

ができます。
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[通信履歴照会]

51'u`ノ ▲含/、 ノ ノ鋼「ノ

丸 正 チ ェ ー ン

丸 正 チ ェ ー ン

丸 正 チ ェ ー ン

丸 正 チ ェ ー ン

ス ー パ ー ア ル プ ス

丸 正 チ ェ ー ン

マ ル フ ン

ス ー パ ー ア ル プ ス

マ ル プ ン

た い ら や(入 力)

マ ル フ ジ

ス ーパ ーア ル プ ス

さ え き ホ ス ト

さ え き ホ ス ト

マ ル フ ン

マ ル プ ン

ス ー バ ー ア ル プ ス

ス ー バ ー ア ル プ ス
'、 、

ノ　ノ ノ ヤ ノ

丸 正 チ ェ ー ン

丸 正 チ ェ ー ン

丸 正 チ ェ ー ン

丸 正 チ ェ ー ン

ス ー パ ー ア ル ゴ ス

丸 正 チ エ ー ン

マ ル フ ン

ス ー パ ーア ル プ ス

マ ル 「フン

た い ち や くλ カ)

マ ル プ ジ

ス ーパ ー ∀アル ゴ ス

さ え き

さ え き
への

マルフン

マルフジ

スーパーアルプス

スーパーアルプス
,、

ロ　ロ　 ア ヒ

発 注 デ 一-23:09:04

発 》主デ ー-22:51=34

発}主 デu-22:42:58

発 シ主デ ー-21‡17:29

発}主 デ 一-21:11:31

発 シ主デ"-21:00:48

発 シ主デ'-20:55:09

発 シ主e'v.-20=27=09

発 季重デv・-20:21:14

発 シ主■'一ー 一20:15:G2

発 シ主G「..-20:04=33

発?主 デ 一-19:53:37

発 シ主テ"、)-18:51:23

発}主 テ"一,-18:36言Ol

発 季主デ 一-18:19:09

発 注 デvi-17=59:58

発 シ主デー-17:57:08

発}主e'一 声 一17:54:12
';" 一 一17:06:34

LJ;`o;rL-s3:29=2000012

正 常00099

正 常00099

正 常00099

正 常00099

正 常00058

正 常00099

正 常00063

正 常00058

正 常00063

正 常00010

正 常00063

正 常00058

正 常00002

正 常00002

正 常00063

正 常00063

正 常00058

007600000

正00008

通信履歴照会を選択 したときに表示される画面です。

通 信 日 データを受信 した年月 日

セ ンター名 デ ータを受信 した相手 セ ンタ

取 引 先 名 受信データの取引先

データ種類 受信 したデータの種類

通 信 時 間 受信開始時刻、終了時刻

状

件

モ ー

態 受信結果状態

数 受信 したデータ件数

ド 受信 モー ド(受 信 、再受信)

過去の受信状況を確認 したいときに利用 してください。
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[オプション処理選択の例]

左 の画面 はたいらや殿 のオプ シ ョン処理選択

画面 です が、チ ェー ンの固有処 理が あるばあ

い、 同様 の画面が表示 されます。

[S-Win連 携コは どのチ ェーン向け に も用意

され てい る処 理 で 、 販売 管 理 シス テ ム 『S-

-Win』 で使用 す るために受注 データ を変 換

す る処理 です。

rs-Win連 携」 は全取 引先(チ ェー ンス トア)か らの受信 デー タについて行い ます。

他にオ プシ ョン処 理を必要 と しない取引先 の処 理 の場 合、rS-Win連 携』 ボ タ ンは受 注 業務 メ

ニューに組 み込 まれてい ます。
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店 マスタ メンテナ ンス

(1)
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SSi㍊

浩 ….灘 室繰 ……ミ茎……………………………`

難 燃.灘 灘iiiil‖漂 一 …

頴 ……1…………欝iiii・講

..工'

雲 ぷ・・

……iii;i…ii嚢…蕪…

醸 …iii…難

鍵 ……嚢

=}iiiiiiiiiil

{}壬.ン ラ イ こイ.受 漏1
澄詩_漁 燈 轍_蔑..

電 話 受 》主

iiiii・:謬燃 一 〔 一
_s.鶏 ._=∨

灘liiii蕊i…i

票 発 fT

ピ ッ キ ン グ リ ス ト

難…劉_、

オ プ シ ョ ン

し 、oiiiil祥戦 端 肪 描 ンを列 ッ苦 諌 撲 鱗

鷲..

伝票上にプ リン トする店舗名を登録するための機能です。

普段は使用 しませんが、EOSを 行 う準備時、新店オープン時、また店舗名称が変更になった時

等に この機能を使 って登録 します。

操 作

オ プシ ョンボ タンを ク リヅクして くだ さい。下記の メニ ュー画面 が開 きます のでr店 マ ス タ メ

ンテ ナ ンス』 のボ タンを ク リック して くだ さい。

店舗 の追加 、修正 、削除処 理画面がひ らきます。

(2)
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(3)

現在登録 され てい る店舗 が表 示 され ます。以下 の操作 を して くだ さい。

追加(初 めて登録 、新店 オ ープン等 に よる追 加登録時)

r追 加』 ボ タンを ク リックして くだ さい。登録画面 が開 きます。

変更(店 舗 名称 の変更時)

該当店舗 を ク リック してか らr変 更』 ボタンを ク リックして くだ さい。変更 画面が開 きます。

削除(店 舗閉鎖時等。店舗 コー ドの変更時は該 当店 舗を削除 してか ら新 たな コー ドで追加)

該当店舗を ク リック してか らr削 除』 ボタ ンを ク リック して くだ さい。

指定 した店舗が 削除 され ます。

複数件削除 の場合 は この操作 を繰 り返 します。

(4)
…:難 藁蓑燃1繰 滅 菌顯

、÷ 、

鎧撚 鐡繊 雛蛍窓醸鷲 嚢灘灘渓渓渓 ・…∨溺

三i-一 ♪「「一 画[HIlヒ トふ|1†r、 ・・1|rl{'・'一,

センタ・・》 ・$く71'}t}斑 灘 舗 搭 鶴 ∀Oぴ 舗9倉4U6i

セシ拳 名 ミ 幕 か 約 や

贈

社 コー ド入力後、rENTER』 キーを入力(半 角 入力)

店 コー ド入力後、 『ENTER』 キーを入力(半 角 入力)

店舗名称を入力 して くだ さい。 ここで入 力 され た名称 が伝票 に表示 され ます。

入力が終われ ば 『OK』 ボタ ンを ク リックして くだ さい。

*店 舗 名を 日本語 で入力す る場合 はrAlt』 キーを押 しなが らr半 角/全 角』キ ーを押す と、 カナ

漢字変換 がで きます。
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(5)

入力画面 で 『OK』 ボタ ンを ク リックした ら上記画面 が表 示 され ます。

登録、変更 を行 うな ら、更 にrOK』 ボ タンを ク リックして くだ さい。

登録、変更 を行 う場合は 、(3)～(5)を 必要店舗 分を繰 り返 して くだ さい。

(登録用画面)

[社 コー ド、 店 コー ド]

取 引先 のチ ェー ンに確認 して くだ さい。

各 コー ドは発注 デ ータに使用 され ている コー ドです。
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第4章 実 現 例 3

4.1EDlベ ースシステムの概 要

(1)シ ス テム概 要

企業が 自社 システ ムにEDI機 能 を取 り入れ よ うとした場 合に 、通 信機 能 やEDI標 準

データのフ ォーマ ッ ト変換 の知識 が必要に なるが 、中小企業 に於いては これ らを有す る

人材の確保が難 しく、 また それ 故 にEDIは 難 しい もの とい うイ メー ジを持 つ こ とで

EDI化 に踏み切れなか った り導入 時期を逸す る状況 が見受 け られ る。

当該 システ ムではEDI導 入時 にかか る ワー クロー ドや コス トを で きるだけ少 な くす る

ことや導入後 の運用容 易性 を考慮 して、EDI導 入で共通 して必要 とされ る機能 を包含す

る形 でのベースシステ ムと して提供す ることを主 目的 とす る ものであ る。

(2)全 体構成

① ハ ー ドウ エア構成

ハ ー ドウ ェア構 成を図4-1に 示す。社 内LAN上 に保有 、また はLANに 接 続可能な

業務 システムに対 応で きる よ うにLANサ ーバ ーに このEDIベ ースシステ ムを導 入す

る ことを考慮 して以下 の構成 を とって いる。

PCサ ーバ ー

汎用EDIベ ース システム導入

図4-1ハ ー ドウ ェア構 成 図
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・PC－ サ ー バ ー(汎 用EDIベ ー ス シ ス テ ム導 入 機)

・ イ ーサ ネ ッ トLAN

・LAN端 末(PC)

・ レーザ ー プ リン ター

※他 の接 続 可能 機 器(オ フ コ ン等)

② ソフ トウ ェア構 成

ソフ トウ ェア構 成 を 図4-2に 示 す 。EDI導 入 で 最 低 限 必 要 と され る ソフ トウ ェア、

フ ォー マ ッ ト変 換 プ ログ ラ ム及 び 通 信 プ ロ グ ラ ムは市 販 され て い る もの を 接 続 す る こ

と で、 ユ ーザ ー業 務 シス テ ム～ 送 受 信 の処 理 を一 括 管 理 、送 受 信 フ ァイ ル を イ ン ター

フ ェー ス と して 、 コマ ン ドに よ り連 携 して動 作 す る。

PCサ ーバ ー

取
引
先企

業

r「

ユーザー

業務システム

L」

(
一
翼個
ファイル

) i,

～
'

汎用EDIベ ー スシステ ム

ii…・il,　 z _誰
誰…

妻

1多彩 多'・
%%勿'

1影ll…i

liiiiiii…%

》

il… …lz

…il…,.ii…

il修1…'

ii……旦il

…il…il

毒iil

Cロ
トランス レ一夕

EXPED{TE

(1別社製) /

←

遣動連修

一

il

　

iiiiiiiii…il

彩……iiii

il
ii

li通信
ソフ ト

一
一
送信
ファイル

)

「

、 編 網1

| 1

}

/
「 －

EDlFACT

トラ ンス レータ
懇
>1……………

通信ソフ ト
DLC l

l

/

図4-2ソ フ トウ ェア構 成 図

ま た 、 当該 シス テ ムを 導 入 す る に あた り、PCサ ー バ ー 内 に は 以 下 の ソ フ トウ ェ ア

が 必 要 に な る。

●

●

●

●

●

●

●

OS

開発 言 語

CIIト ラ ンス レー タ

EDIFACTト ランス レータ

通 信 プ ロ グ ラ ム1

通 信 プ ロ グ ラ ム2

通 信 フ.ロ グ ラ ム3

WINDOWSNT

VISUALBASIC+C言 語

C-TRN(セ コムネ ッ ト社製)

未定

EXPEDITE(IBM社 製)

未定

未定

一85一



ユーザー

業務システム

汎用EDI
ベ ー ス システム

VISUAL-

BASIC

図4-3

CII

トラ ン ス レー タ

通信プ
ログラム

③ 関連 ソフ トウ ェア

今 回 の 「汎用EDIベ ー ス シ ス テ ム」 の 外 部 ソフ トウ ェア と して は 以下 の理 由 で選 定

し、接 続 イ ン ター フ ェー ス を作 成 した 。

・ フ ォー マ ッ ト変 換 フ.ロ グ ラ ム

CIIト ラ ンス レー タ … …1.当 シ ス テ ムの初 の導 入 先 とな るモ デ ル ユ ーザ ーで

(セ コム ネ ッ ト社 製)

・ 通信 プ ログラム

EXPEDITE

必要 とされ るデー タ交 換種別 がEIAJ形 式 であ り、

今 後 のEIAJフ ォーマ ッ ト変換 はCIIト ラ ン ス

レー タが適 してい る。

2.国 内で のEDI普 及 の状況 を見 る とEIAJを 含 め て

CIIシ ンタ ックスル ールでの対応 が多 く、今後 も

汎用性 の高 い変換方式 とな る可能性 が高い。

当システ ムの初 の導 入先 とな るモデル ユーザ ーで

の今後 のEDI化 を考 え るとVANサ ー ビスを利 用

した形態 が望 ま しく、IBM社 のNMS(VAN)に

接続 させ るには実績 が豊富で開発元 の保守 も得 ら

れ ることか ら。

以上 は 「汎 用EDIベ ース シ ス テ ム」 の 第 一 回 の試 み と して の イ ンタ ー フ ェ ース機 能

を持 た せ た も の で あ り、 シ ン グル フ.ロ トコル で あ るが こ の イ ン ター フ ェー ス機 能 を追

加 して い くこ とに よ り数 種 の フ ォーマ ッ ト変 換 、 通 信 フ.ロ トコル に対 応 可 能 と して お

り、今 後 の ユ ーザ ー の需 要 に応 じて マ ル チ プ ロ トコル 化 して い く予 定 で あ る。
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(3)機 能

① システ ム機能説 明

EDI導 入 に必要 となる共通 した機 能、またEDIシ ステムの運 用 ・保守 の容易性 を考

慮 して以下 の機能 を有す る(表4-1参 照)。

表4-1シ ステ ム機能説明

機能 機能詳細 機 能 説 明

自社情報 ・通信プログラムのパ ラメータ情 報
ユーザー情報登録

当システムの稼働環境等の登録をする。

初

期 EDIを 行う送受信ファイル名と対応する宛先情報
情
報
送受信ファイル情報登録 送受信後に起動するユーザープログラム

及び使用する トランスレータ種別等を登録する。
登
録

トラ ンス レータ機能を呼び出 し、 トラ ンス レータ変換
変換情報登録 テーブル等の登録、メンテナンスを行 う。

登録 されている送受信ファイル名の一覧を画面表示 し、

送
送受信実行 選択 して送受信を開始する。

受
信

起 ユーザープログラムか らの送受信 プロセスの起動

動 ユーザープログラム
及び当システム送受信終了後のユーザープログラム

イ ンターフェース機能 起動を行 う。

送受信結果ログ照会 送受信の結果の状況を送受信単位に画面照会する。
送

受

信 送受信プロセスロ列照会 送受信経過の状況及び障害箇所を画面照会する。
実
行
監

通信障害時の重大エラー発生時にメッセージを通知
視 警告処理 す る。

ス

ユケ

↓ジ

スケ ジュール登録
指定時刻に起動させたい送受信 ファイル名/日 付/時

刻の登録をする。
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② 機能構成図

図4-4に 機能構成図を示す。

口 「汎用EDIベ ース システム」提 供機 能

図4-4機 能構成図
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4.2EDlベ ー ス シ ス テ ム 実験 概 要

(1)モ デ ル ユ ーザ ー とパ ー トナ ー

① モ デル ユ ーザ ー

モ デ ル ユ ーザ ーの プ ロフ ィール を 以下 に 示 す。

企 業 名 アスティ㈱ 地方上場

業 種 電子応用装置製造業

資 本 金 1,156,000(千 円)

従業員数 660人

住 所 静岡県浜松市西島町1318

取 引 先 松 下電 器産 業,ス ズ キ,ヤ マ ハ,ヤ マハ発動 機,松 下 通信 工業

② パ ー トナ ー企 業

パ ー トナ ーの フ.ロフ ィール を 以 下 に 示 す 。

企 業 名 松下電器産業㈱ 東証1部

業 種 電器機械器具製造業

資 本 金 198,412,000(千 円)

従業員数 49,904人

住 所 大 阪府門真市門真1006

取 引 先 全国松下系販売代理店,特 約店

③ モデル ユーザ ーEDI導 入の動機

今回 のモデルユーザー として導入実験 を行 った企 業 は アス テ ィ㈱ とい う電 装部 品

メーカーであ り、商品 として、電気配 線 ケーブル ・ハーネス及び配線 コネ クター ・カ

プラー等 を製造販 売 してい る会社 で ある。得 意先 としては、 自動車 メー カー、オー ト

バイ メーカ ー、家 電製 品 メーカー、工 業機 器 メーカー等 の大手 セ ッ トメー カーが数多

く有 り、多業 界に渡 っての取 引で ある。

これ に起 因 してい るのか否 かは不 明であるが、モデル ユーザ ーでは本格的 なEDIは

行われ てお らず各 大手 メーカーの端末が導入 されてい る多端末化 の状態 で あ り、 シス

テム担 当者 は これに対応す る煩 雑 な運用を行 ってい る。

今 回のモデル企 業 のEDI導 入は、パ ー トナ ー企業か らのEDI化 要請 が きっかけでは
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あ るが今後 は、他 のセ ッ トメーカー も含 めた本格的EDI化 を実施 して運 用 の統一性を

図 り、かか る負荷を低減 してい くことを企業全 体 と して推進 してい く方 針で ある。

(2)適 用業務処 理概 要

①EDIを 導 入す る業務 システ ム

今回のEDI導 入 は、パ ー トナー企業 として松 下電器産業 ㈱ との支給 品取引 に関す る

デ ータ交換を行 う。

一
ア

季

(森)

戦戦/ ハ
M

ウ
犠
＼ ・

松
下電

器
産業

(株)

一

。 定チーター
、[=互 廼=コ

1受信確認データ1

図4-5業 務 の概要

② 交換デ ータ種別

交換情報:EIAJO401… 支給予定情報(モ デルユ ーザ ー受信)

EIAJO402… 支給実績情報(モ デルユ ーザ ー受信)

EIAJO705… 入荷情報(モ デルユ ーザ ー送信)

及 び各受信確認 の交換 を行 う

③EDI化 を含めた業務 システ ム

図4-6にEDI化 後 の業務 システ ムを示す 。

モデル ユーザ ーであるアステ ィ㈱ では、社 内業務 システムを所有 してい るが、 これ

まで は支給 品取 引を管理す る業務 システ ムは保有 していなか った為 に、今回 のEDI導

入に伴 い 自社 内で仕 入サブシステ ムの変 更 と支給 品管理サ ブシステ ムを新 規製造を行

い、EDI受 け入れデ ータの活用及 び返送 デ ータの作成を行 った。

パ ー トナー企業 か ら受信 した支給 品デ ータは支給 品管 理 サ ブ シス テ ム(図4-7参

照)か らそ の取 引状 況を画面照会 、帳票 印刷す る ことで、未 入荷及 び入荷 数 の過不足

が管理 出来 る よ うに構築、支給 品の受入れ は検査後 に 「仕入検査 入力」 をお こない、

パ ー トナーへ の返送 データの作成 及び支給状況 の更新 をお こな ってい る。
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お客 様 業 務 ア プ リケ ー シ ョ ン

EDIを 行 うために97年3月

膠 までに導入する部分
*得 意先は一社のみ接続
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図4-6EDI化 後 の業務 システ ム
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図4-7支 給品管理 サブシステ ムの概 要
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(3)全 体構成

① システ ム全体 の概要

今 回の導 入施策 での機能 分野は大 きく、モデル ユーザ ー の業務 シス テ ム と 「汎用

EDIベ ースシステム」及 びVAN機 能で構成 されて いる。

EDI交 換 データの送受信 は以下 の順序 で流れ る構成 であ る。

a.松 下電器産業㈱ か ら支給 品配給 デ ータがVANに 送 り込 まれ る。

b.ア ステ ィ㈱ の 「汎用EDIベ ース システ ム」 は、 スケ ジ ュール機 能 で 日に一度

VAN内 の標 準デ ータを受 信、 「トランス レー タ」 を介 して 「業務 システ ム」 で使

用で きる形式 に変 換 した ファイルを 「業務 シス テム」 に渡 して業務処理を起 動す

る。

c.「 業務 システム」は返送 デ ータを作成 した後 に 「汎用EDIベ ースシステム」を起

動す る。

d.「 汎用EDIベ ース シス テ ム」 は 「トラ ンス レー タ」 を介 して標 準 デ ー タ を

VANに 送 り込 む。

e.デ ー タを受信 したVANは セ ンター起動 で これ を取 引先(PANA-VAN)へ 送

り込 む。
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② システ ム全体 図
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図4-8シ ステム全体図
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4.3EDlベ ースシステムの効果

(1)EDI促 進効果

企業 がEDIシ ステムを導入 しよ うと した場合 に、企業 ではEDIに 共通 して必要 とされ

る 「フ ォーマ ッ ト変換 プ ログラム」や 「通信 プ ログラム」等 のEDIソ フ トウ ェアツール

を充分理解 して、かつ 日々複雑 な操作運用を行 うか、 これ らの動作 をバ ッチで稼働 させ

る ような システ ムの開発 を行 うこ とが考 え られ るが、 こうい った システムを開発す るた

めにはEDIの ル ールやEDIソ フ トウェア ツールを熟知 した専 門技術者を手配す る必要 が

あ り、導入 まで の時間や コス トを考慮す るとEDI導 入 に踏 み切れな いとい うケースが多

分に み うけ られ る。

EDIシ ステ ムを導入す る場合 、いかな る業務 システ ムとの接続 であ って も共通 して必

要 とされ る追加機能が あ り、 これ らを 「汎用EDIベ ースシステ ム」 に として比較的安価

で提供す る ことが で きれ ば、上 記 の問題をか かえる企業に とっては正 にEDI導 入 に踏み

切 る為 の吉報 であろ うと考 える。

弊社 セ コムネ ッ トでは、EDI導 入を検討 してい る企業 に対 して、受託 開発 の形 ではあ

るが 「汎用EDIベ ース システ ム」 と類似 した機 能を数 多 く提供 して来 てお り、また これ

らの コス トに関す る御相談 も数 多 くいただ いている現状か ら、今回の運用 実験 のテ ーマ

とな った 「汎用EDIベ ースシステ ム」 の ようなパ ッケージ ソフ トの提供 が必要であ るこ

とを感 じてい る。

「汎用EDIベ ースシステム」がパ ッケージ製品 と して有れば、EDIシ ステム提供側か ら

の提案活動 もよ り活発にな り、両側面か らの促進効果 が充 分期待で き うる と考 える。

(2)導 入後の一 般的な効果

一 般的に 「汎用EDIベ ースシステ ム」 を導入す ることに よ り
、

①EDI導 入期間を飛躍的 に短縮 出来 る。

②EDI導 入時の作業員負荷 を軽減 出来 る。

③EDI導 入/運 用に於 いて特殊 な技 術要員を必要 としない。

④EDI導 入後 の運用負荷 を軽減 出来 る。

⑤ 人為的な運用 ミスを無 くせ る。

⑥ 通信障害等 にスムースに対処 出来 る。

⑦EDI取 引先 の増加 に楽 に対処 出来 る。

⑧ 業務 システムの変更 が少な くて済む。
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とい った効果 が考 え られ る。

また、共通 の操作 運用を持つ 「汎用EDIベ ースシステ ム」 が多 くの企業 に導入 され れ

ば、 ソフ トウェア提供側 と して これ らの企業 を相手に採 算性 のある専用 の保守体制 を組

んで新 規取 引先 との接続 サ ポー トやEDI情 報等 の提供 をお こな えば 、導 入済 み企 業 の

EDIの よ り安全 な運 用を保 つ こ とや、今後 のEDIの 活性 化材料 となる可能性 も考 え られ

な くはない。

4.4モ デルユーザー でのEDI導 入効果

(1)予 測 した効果

今 回のモデル ユーザ ーであ るアステ ィ㈱ の取引先 の多 くは大企業で あるが これ まで に

は本格 的なEDIは 行 ってお らず、取引先か らの提供端末 や フ ロッピーデ ィス クを媒 体 と

した ロー カル フ ォーマ ッ トでのデ ータ交換を行 っているが故に都度取 引先毎 の別 々の処

理 を行 う煩雑 な運 用形態 とな ってい る。

今 回のEDI導 入 での効果 を狙 うな らば、これ らの煩雑 な処理 を統一 した処理運用 とす

るた めの第一 ステ ップであ り、今回のEDIの 導入だけで は現状 の運用 の煩雑 さを緩和 す

る よ うな大 きな効果 は得 られ ない ものであ ると考 え られ る。 しか しなが らモ デル ユ ー

ザ ーがEDIシ ステ ムを導入す る ことに よってEDIに 対す る知識 を深め、 「汎用EDIベ ー

スシステム」 の導入後に於 いては今後 の取引先 とのEDI接 続 の展望 を 自ら想定す ること

が 出来 る よ うにな ることや、取 引先接続 が増加す るにつれ運用 が楽 にな るとい う認識 を

得 られ るこ とが今 回の実験 導入 での一つ の効果 であ り、い くつかの取引先がEDI化 され

て運 用の統 合 が図れ た時にEDI本 来 の効果 が得 られ るもの と考 え る。

(2)実 験 導入で得 られ た効果

今回の実験導入 の結果 はモデル ユーザ ーに対 して アンケー ト形式 で行 ったが、導入時

のEDI関 連の設定作業 を弊社 が請け負 った こともあ りEDIの 導入 はス ムースかつ楽 に行

えた と感 じて頂 いてい る。

また、「汎用EDIベ ース シス テム」に関 して も非常に好 評を得 てお り、特 にスケジ ュー

ラに よる定 期運用 の容易 さを あげて きてお り 「汎用EDIベ ース システム」導入 に よる効

果 は検証 で きた もの と考 え る。

EDI自 体 の導入 の効果 に関 しては予想通 りあま りメ リッ トが 出た とい う回答 は得 られ

なか ったが、モデル ユーザ ーで あるアステ ィ㈱ では今後 のEDI化 展開 では効果が得 られ

一95一



るとの感触 を掴 んでお り、 セ ッ トメーカーか らの誘 いが きっかけであ ったが、今後 は展

開に対す る期待 感を持 っている。

表4-2実 験導入で得 られた効果

実 験 導 入 で得 られ た効 果

簡単操作

・EDIに 関するスキルが必要最小限で運用出来る。

.纏 盗 議鞠 醜 く殆ど鋤 運用出来てし、る。

時間短縮 :翻歓品蟹纒 菱縫 錺懸る。

工数削減 i麟㌶藁鷺 雛鋸㌶竃1警菱蔓;
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4.5今 後の課題

(1)実 験導入での今後 の課題

今回 の実験結 果 で 「汎用EDIベ ース システム」 の有効性 の一端を検証す るこ とが で き

たが、現時点で依然 モデルユーザ ーが抱 えている問題点 として、

①EDIの 情 報 が充 分に得 られていない。

②EDI化 に乗 り気 でない取 引先 が有 る。

③ 業務 シス テムの対応 に時間がかか る。(対 応要員 がい ない)

等 が残存 してお り、 これ らの問題 点を解 消 してい くためにはEDIシ ステ ムの提供 のみな

らず 、以下 の よ うな コンサル テ ィングビジネスを行 って行 く必要 性があ ると考 える。

① 業界動 向及 びEDI標 準動 向等 の情報提供

②EDI標 準化 まで の技術支援

③ システ ム化 相談及びEDI運 用相談

④ 必要H/W、S/Wの 選定、提供

⑤ 接続 テス ト時の トラブル対応及び運用時 の障害 サ ポー ト

⑥ アプ リケー シ ョンの開発サ ー ビス

(2)パ ッケージ化 ・販売方法 ・価 格

今 回の運用実験 で得 られ るソフ トウェア資源 はある部分運 用実験 に参加す る企業 の所

有 となるが、そ こか ら得 たスキルをベ ースに中小企業 向けEDIの コアシステム として位

置 づけ、PC版EDIパ ッケージ として販売す る予定 に している。 このパ ッケー ジで 当社

の既存顧客に対 して は もちろんの こと、今後EDIの 導入 を考 えている企業 も含 めて安価

に信頼性 のあるアプ リケー シ ョンを提供 できる もの と考 えてい る。

当社 の販売展開 と してはEDIを 当社 のネ ッ トワー ク ビジネスの中核 として位置 づけ、

ネ ッ トワーク ・サ ー ビスか らお客様 アブ。リケーーシ ョン開発 サ ー ビス まで の トー タル サ

ポー トを提供 す るEDIト ータル サ ー ビス と合わせて の提供 を行 うために要員を東京 ・大

阪 ・名古屋 の営業拠 点 にを設 け、営業 ・SE・ 開発担 当者 ・ヘル プデス ク担 当者 数10名

の陣容にて ビジネスを展開 の最 中で ある。

パ ッケージとして販売す る場 合の正式 な価格は現時点 では未定 であるが、今後 社 内に

於 いて販 売予測数 を算定 して決定 す る予定 であ り、そ の価格 は100万 円以下を 想定 して

いる。
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第III部CIIシ ン タ ック ス ル 一一ル の

バ ー ジ ョン ア ップ とJIS化





第 皿部Cl1シ ン タ ック ス ルー ル の バ ー ジ ョンア ップ とJIS化

CIIシ ンタ ック スル ール は 、平 成4年8月28日 付 け でrCIIシ ンタ ッ クスル ー ル1.10』 と して

公 開 され た 可変 長 可 変 フ ォーマ ッ トの新 しいEDI標 準 の ベ ー ス で あ るが、 そ の後 、製 造 業 を 中

心 に 多 数 の業 界 でEDI標 準 と して 採 用 され 、平 成9年3月 現 在 、17の 業 界 が 正 式 採 用 して い

る。 この間 、 機 能 ア ヅフ.に伴 うバ ー ジ ョ ンア ップが何 回か 行 わ れ 、 最 新 バ ー ジ ョ ンは2.10に

な っ て い る。 この結 果 、通 常 のEDIニ ー ズ は、 ひ と とお り満 た す 状 態 に な って い るが 、一 部 の

機 能 の不 具 合 を 修 正 す るた め 、最終 バ ー ジ ョン と も言 うべ き 『CIIシ ン タ ック スル ー ル3.00』 の

検 討 を 行 って い る。

CIIシ ン タ ック スル ール3.00は 、平 成9年 中 の リ リー スを 予 定 して い るが 、同 時 にJIS化 も予

定 して い る。JIS化 は 当初 バ ー ジ ョン2.10で 行 う予 定 で あ っ た が 、 この バ ー ジ ョンの セ キ ュ リ

テ ィ機 能 が機 能 不 足 で あ る こ とが 明確 に な った た め 、 この不 具 合 を解 消 した バ ー ジ ョン2.20を

開 発 し、JIS化 を行 う予 定 だ った 。 しか し、JIS化 を 行 うに 際 し、 で きるだ け シ ンプル で 問 題 点

の少 な い シ ン タ ックス ル ール に す べ き で あ る との 観 点 か ら、JIS化 用 と して、 バ ー ジ ョン3.00

を 開発 す る こ とに な った 。

CIIシ ンタ ックス ル ール は 、EIAJシ ン タ ッ ス クル ール の 拡 張 版 と して 開 発 さ れ た た め 、

EIAJシ ン タ ックス ル ール と の互 換 性 が大 きな 特 徴 に な って い た が 、 同 時 に これ が 最 大 の 弱 点

で もあ った。EIAJシ ン タ ッス クル ール との互 換 性 のた め に 設 け られ た 縮 小 モ ー ドと拡 張 モ ー

ドは 、規 格 の複 雑 化 を 招 き、CIIト ラ ンス レー タ ー の大 きな 負 荷 に な った ばか りで は な く、相 互

運 用 性 の面 で も大 きな 障 害 で あ った。 しか も実 際 の運 用 で は 、 文 字 コ ー ドな どの 関係 もあ って 、

EIAJト ラ ンス レー タ ー とCIIト ラ ンス レー タ ー間 に は 、相 互 運 用 性 が な い こ と も 明 確 に な っ

た。 現 状 で は 、EIAJ/CII互 換 トラ ンス レー タ ーを 新 開発 して 共 通 運 用 して お り、 事 実 上 、

CIIシ ンタ ック スル ール とEIAJシ ン タ ッス クル ール は 、別 の シ ンタ ック ス ル ー ル に な っ て い

る。

そ こで 、縮 小 モ ー ドを 廃 止 した シ ン プル なCIIシ ン タ ック スル ー ル3.00を 新 開 発 し、JIS化

を行 うこ とに な った 。

第 皿部 で は 、 これ ら最 近 のCIIシ ンタ ックスル ール の動 向に つ い て述 べ る。
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第1章CIIシ ンタ ックスル ール 開発 の歴史

昭和62年 か ら、EDIの 業 界標準化作業 を開始 したθ 日本電 子機械工業会(EIAJ)は 、㈲ 日本

情 報処理開発協会 産業情報化推進 セ ンター(CII)と 共 同で、昭和63年 に新 しいEDI標 準の

開発を行 った。 このEDI標 準 では、流通業界に比べ てデータ項 目の多 い電 子機 器 業界 特 有 の

メ ッセージ構造 を考慮 し、既 に米国で採 用 されて いた可変 長 フ ォーマ ッ トを採 用 す る ことに

な った。様 々な検討 の結果、 シ ンタ ックスル ール、標 準 メ ッセージお よび標 準データ項 目で構

成 す るのが合理 的である との結論 にな ったが、 この よ うな フ ォーマ ッ トの構成方法 は、米 国の

ANSIX.12や 当時審議 中で あ ったEDIFACT(ISO9735)と 同一 であ る。

シンタ ックスル ール は新た に開発す ることにな り、CIIが 提案 したデ ータタグ方式 シンタ ッ

クスルールを、EIAJの 改良提案 に もとついて、デ ータ項 目の区切 りをデ リミターか らレングス

タ グに変更 して設計 された。 このシ ンタ ックスル ールは、当初か ら漢字 デ ータの使用や他業界

へ の適用 も考慮 され ていたが、 当面 の単一業 界(電 子機器業 界)へ の適用 を前提 に、一部 の拡

張機能 は保留 され る ことにな り、電子機器業界 での限定使用 にな る ことか ら、EIAJシ ンタ ヅク

スル ール と命名 された。EIAJで は、EIAJシ ンタ ックス ル ール の使 用 を前提 に した標 準 メ ヅ

セー ジと標準 データ項 目の開発を進 めたが、 これ らは、EIAJ標 準 メ ッセー ジ、EIAJ標 準 デ ー

タ項 目と呼 ばれ る ようにな った。

昭和63年 秋に、実用性 を確認 す る トライアル(試 行)が 行われ 、好結 果を得たため、平成 元

年4月 に、EIAJシ ンタ ックスル ール、EIAJ標 準 メ ッセージお よびEIAJ標 準 データ項 目をま と

め て、『EIAJ取 引情報化対応標 準1A』 と して 、電 子機 器 業 界 のEDI標 準 と した。 これ が 、

EIAJ標 準 である。

EIAJ標 準 は、そ の後順調 に電子機器業 界への普及が進 んだが、電子機器業界 での成果 を他業

界 で も注 目す る ようにな り、EIAJ標 準を使 用 したい とい う電子機器 以外 の業 界 が増 加 して き

た。 しか し、EIAJ標 準 のベ ースに な ってい るEIAJシ ンタ ックスル ールは、 当面 の電子機器 業

界へ の適用を前提 に、一 部 の機 能が保 留 されていたため、他業 界で は使用 で きない とい う問題

が生 じてきた。保留 されてい るため に障害 とな った機能 とは、使用可能 デ ータ項 目数 を240種

以上 に拡張す る機能で ある(EIAJ標 準では、最 大239種 のデ ー タ項 目を使用 できる)。

電子機器業界単独での使用で あれ ば、239種 のデ ータ項 目で もメ ッセージの設 計 は不 可 能 で

は ないが、例 えば、製造業界全体 での使 用にな った場 合には、239種 で は と うて い足 りな い 状

況に なる。そ こで、当初保留 された拡 張機能を復 活す ることに な ったが 、 予 想を遙 に越 え る
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EIAJ標 準 の普 及を考慮 し、既 に表面化 して きた不具 合点 も含 めて、EIAJシ ンタ ックス ル ール

を改良す る ことにな り、 その検討 は平成2年 度 か ら開始 された。

この検討 は、EIAJシ ンタ ックスル ール の原提案者で あるCIIに おいて行われ、平成2年 末か

ら平成3年 にかけて、EIAJと の調整 が行 われた。EIAJシ ンタ ックスル ールを改良 した新 しい標

準は、rCIIシ ンタ ヅクスルール』 と呼ぶ ことにな ったが、従来 のEIAJ標 準 との互換性 の確 保

(上方互換)に ついて特 に留意 された。 さらに、国際標準 として制 定 され たEDIFACT(ISO

9735)と の互換性 につ いて も真剣 な検 討が行われたが、 メ ヅセー ジの 内部構造 も含 めた完全 な

互換性 を確保 す るのは難 しいため、 メ ッセージ ・グル ープの外部構 造 につ いての互換性 を確保

した オプ シ ョンを、 当面 の対策 と して追加 してい る。 こ うして、平 成3年4月1日 に、rCIIシ

ンタ ックスル ール試 作仕様1.00』 が まとめ られ、さらに、CIIシ ンタ ックスルール の採用 を決 め

た建設業 界等か らの要望 な どを追加 し、平成3年8月28日 にrCIIシ ンタ ックスル ール試作 仕

様1.02』 が発表 された。 平成3年 度～4年 度 にかけて、 トランス レーターの開発 も行 われ、実

用化 テス トも実施 され た。平成4年7月1日 か らは、一般ユ ーザ ーに対 して トランス レーター

の供給 も行われ る よ うにな り、平成4年8月28日 付け でrCIIシ ンタ ヅクスル ール1.10』 と して

公開す ることに な った。

その後 、平成5年4月 に2000年 対策 を施 したバージ ョン1.11と 長 大 ビ ッ ト列デ ータ(設 計 画

像 デ ータ)を 追 加 したバ ー ジ ョン1.51が 新 たに リリースされ、製 造業 界を 中心 に、現在17業 界

の業 界標 準 として採用 され てい る。
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第2章CIIシ ン タ ック ス ル ー ル2.10の 開 発

平 成5年4月 の・ミー ジ ョン1.11及 び1.51を リ リー ス して 以来 、暫 くシ ン タ ックス ル ー ル の検

討 は行 わ れ な か った が 、次 の要 因 を受 け て 、 バ ー ジ ョン2.10の 開発 が始 ま った 。

・CIIシ ンタ ックス ル ール 採 用 業 界 増 大 に 伴 う最 大 使 用 可 能 デ ー タ項 目数 の不足 の 解 除

・ 特殊 漢 字 の必 要 性 の増 大

・ セキ ュ リテ ィ機 能 ニ ーズ

・ 規 格 の シ ンプ ル化

そ の結 果 、 以下 の 機 能 の追 加 及 び 廃 止 を行 って 、 バ ー ジ ョン2.10は 、 平 成8年4月 に リ リー

ス され た 。

① 最 大 使 用 デ ー タ項 目数 の拡 大(約6万 個 → 約50万 個)

② マ ル チ 明細 の 明細 種 類 の増 加(256個 → 約6万 個)

③ 文 字 コー ドの追 加(JIS-XO212,JIS-XO221,シ フ トJIS)

④ セ キ ュ リテ ィ機 能 の新 規 追 加

⑤ 非透 過 モ ー ドオ プ シ ョンの廃 止

⑥TYPE-Eオ プ シ ョンの廃 止

⑦ トー タル チ ェ ックの 廃 止

バ ー ジ ョン2.10と バ ー ジ ョン1.11及 び1.51は 、 新 規 追 加 機 能 を使 わ な い 限 り互 換 性 の 面 で

問題 が発 生 しな い よ うに な って い る。 ま た⑤ 及 び ⑥ は 、従 来 か ら使 用 され て い なか っ た規 格 で

あ り、 シ ンプル 化 の た め に廃 止 した 。 ⑦ も シ ンプル 化 の た め に廃 止 した 規 格 で あ る が 、廃 止 が

互 換 性 に影 響 しな い よ うに配 慮 され て い る。

しか し、 ④ の セ キ ュ リテ ィ機 能 は、 中 途 半 端 に規 格 化 され て お り、 この 問題 点 を解 消す るた

め に 、新 た に バ ー ジ ョン3.00の 開発 が 開 始 され た(第3章 を参 照)。

現 在(平 成9年3月 現 在)、 バ ー ジ ョン2.10対 応 のCIIト ラ ンス レー タ ー は、 まだ 開 発 され て

い な い。 バ ー ジ ョン3.00が 発 表 され た 現 在 、 これ が リ リー ス され る ま で 、新 バ ー ジ ョン対 応 の

トラ ンス レー タ ーは発 売 され な い 見込 み で あ る。 した が って、EDIユ ー ザ ーは 、 当面1.11(も

し くは1.51)対 応 の トラ ン ス レー タ ー でEDIの 構 築 を行 い 、後 で、3.00に バ ー ジ ョンア ップす

る こ とを推 奨 す る。 また トラ ンス レー タ ーの 開 発 メ ー カー は 、 これ か ら納 入 す る1.11(も し く

は1.51)対 応 の トラ ン ス レー タ ーに つ い て は 、3.00へ の バ ー ジ ョン ア ップ を保 証 す る よ うに お

願 い した い。
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シ ンタ ックスル ール ような、EDIの 基本ベ ースが頻繁 に改定 され るのは、大 きな問題 であ る
、

が、新 しい技術 が定着す る過 程 では止む を得 ない面が ある こ とを ご了解 いた だ きた い。 バ ー

ジ ョン3.00は 、CIIシ ンタ ックスル ール の最終版に近 い もので、今後、 当分 の間、新 バ ージ ョ

ンの開発 はない ことを付け加 えてお く。
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第3章CIIシ ン タ ッ ク ス ル ー ル3.00とJIS化

CIIシ ンタ ックス ル ール3.00は 、JIS化 を 目標 と した バ ー ジ ョ ンで 、CIIシ ンタ ックスル ー ル

の最 終 バ ー ジ ョン と も言 うべ きバ ー ジ ョンで あ る。 完 全 な 汎 用 化 と規 格 の シ ンプ ル化 を 目標 と

して 開 発 して お り、 平 成9年 度 中 に 開 発 され 、平 成10年4月 か ら リ リー スす る こ とを 目標 に し

て い る。 そ して、 平 成10年 中 にJIS化 す る予 定 で あ る。

バ ー ジ ョン2.10か ら、 バ ー ジ ョン3 .00へ の変 更 点 を 以 下 に述 べ る。

(1)イ ン タ ラ クテ ィブEDIへ の 対 応

従 来 、CIIシ ン タ ッ クスル ご ル は バ ッチEDI対 応 で あ った が 、 新 た に イ ン タ ラ ク テ ィ ブ

EDIに も対 応 す る。 イ ンタ ラ クテ ィブEDIで は 、特 に、 高速 応 答 レス ポ ンス が 要 求 され る場

合 が あ るが 、 この た め に 、 従 来 の メ ヅセ ー ジ グ ル ー プ構 造 に 、 短 縮 構 造 が 追 加 され る。

(2)国 際 化 へ の 対 応

EDIの 国 際化 に対 応 し、 メ ッセ ー ジ グル ー プ ・ヘ ッダ ーに 、 国 コー ドが追 加 され る。 これ

に よ って 、EDIネ ヅ トワー ク上 で の 国 単位 の 交 換 処 理 が可 能 に な り、国 際EDIへ の適 用 が 可

能 に な る。

(3)セ キ ュ リテ ィ機 能 の 強化

バ ー ジ ョン2.10の セ キ ュ リテ ィ機 能 が強 化 され 、 新 た に 、 セ キ ュ リテ ィ ト レー ラ ・メ ッ

セ ー ジや サ ブ ・セ キ ュ リテ ィヘ ッダ ー ・メ ッセ ー ジ が追 加 され る。

注)バ ー ジ ョン2.10で は 、 セ キ ュ リテ ィヘ ッダ ー ・メ ッセ ー ジ の みが 規 定 され て い る。

(4)規 格 の シ ン プル 化

TFDエ リアの 縮 小 モ ー ドが 廃 止 され 、 拡 張 モ ー ドの み に な る。

(5)Bタ イ プ メ ッセ ー ジ格 納 構 造 の変 更

Bタ イ プ メ ッセ ー ジの 、最 大32001byteの 可 変 長 レコー ド ・フ ァイ ルへ の格 納 構 造 が 、 新

た に 追 加 され る。

(6)非 構 造 フ ァイ ル へ の 格 納 構 造

従 来 規 定 され て い なか った非 構 造 フ ァイ ルへ の 格 納 構 造 が 、 新 た に規 定 され る。

以上 の よ うに 、バ ー ジ ョ ン2.10と バ ー ジ ョン3.00の 差 異 は 少 な い が 、実 質 的 な現 行 バ ー ジ ョ

ンで あ る1.11及 び1.51と7〈 一ーージ ョン3.00の 差 異 は か な りあ るた め 、 当 セ ン タ ー で は 、 当 分 の

間 、 バ ー ジ ョン1.11及 び1.51と バ ー ジ ョン3・00を 並 行 リ リー ス とす る予 定 で あ る・ バ ー ジ ョ

ン2.10は 、 バ ー ジ ョン3.00が リ リー ス され た 時 点 で廃 止 す る予 定 で あ る。

一104一



ま た 、バ ー ジ ョ ン1.11及 び1.51と バ ー ジ ョン3.00の 互 換 性 に つ い て は、様 々 な配 慮 を 行 う予

定 で あ り、 バ ー ジ ョン1.11及 び1.51利 用 者 に迷 惑 を 掛 け な い よ うに した い 。

バ ー ジ ョン3 .00は 、平 成10年4月 リ リー ス の予 定 で あ るが 、そ れ ま で の 間 に 、PR版 を配 布 す

る予 定 もあ る。 詳 細 に つ い て は 、直 接 、 当 セ ン ター まで 問 い 合 わ せ て ほ しい。

JIS規 格 書 は 、3部 構 成 を 予 定 して い る。

① 第1部 … …CIIー シ ンタ ッ クス ル ール 構成 要 素

② 第2部 … … 交i換構 造(バ ッチEDI、 イ ンタ ラ クテ ィブEDI)

③ 第3部 … … セ キ ュ リテ ィ機 能

この 内、第3部 に つ い て は、今 後 と も変 更 の可 能 性 が あ り、洗練 され る ま で 、JIS化 を見 送 る

こ と も検 討 され て い る。

先 に 、バ ー ジ ョン3.00は 最 終 バ ー ジ ョンに近 い と述 べ た が 、 セ キ ュ リテ ィ機 能 につ い て は実

績 が な く、 今 後 も マ ンナ ー チ ェ ン ジが あ る可能 性 が高 い こ とに つ い て 、 是 非 、 ご了 解 い た だ き

た い。 そ の 場 合 、 バ ー ジ ョン番 号 の2桁 目の変 更 が行 わ れ る予 定 で あ る。
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メ ッセー ジ設計 ガイ ドライ ン第IV部
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第IV部 メ ッセー ジ設計 ガ イ ドライ ン

第N部 で は、CIIシ ンタ ックスル ール をベースとした標 準 メ ッセー ジの設計方法につ いて、

技術面を中心 に説 明す る。

第1部 で述べ た よ うに、CIIシ ンタ ックスル ールは、業 界EDIか ら業 際EDIへ 応用分野 を拡

大 している。 これ まで、CIIシ ンタ ックスルールは、主に製造業 界のEDIへ 応用 されて お り、

標準 メ ッセー ジの設計 は、産業情報化推進 セ ンターの直接 の指導 の もとで行われ て きた。 その

ため、マニ ュアル化 された標準 メ ヅセージの設計方法は特 にな く、 それぞれの応用分野 の特 性

をその都度 分析 しなが ら、最適 な標準 メ ッセージの開発を進め て きた。

しか し、応用分野が拡 大 した今 日、 もはや前述 した よ うな方法 で、 ニーズが増大 してい る新

しい標 準 メ ッセージの設 計 を行 うことが困難 にな って きた。そ こで、これま で約10業 界で開発

されて きた標準 メ ッセージの設計技法 をマ ニ ュアル化す る ことに し、本編が発行 され るこ とに

な った。

本編では、通常 ご く一般 的に使われてい る伝票 を標準 メ ヅセー ジ化す る ことを念頭 にお いて、

解説を ま とめた。 したが って、バイ ナ リーデータのハ ン ドリング方 法や、 マルチ明細 の複雑 な

ネステ ィングが必要 とな る標 準 メ ッセージの設計については、割愛 した。 これ らの技術 的 ポイ

ン トが必要 な時は、産業情 報化推進 セ ンターへ直接問い合 わせてほ しい。標準 メ ッセー ジの設

計 を始 め る前 に必要 な手続 、設計完了後 に必要 な手続 等につ いて も、簡 単に記述 した。

本編 と下記 に示す3種 の資料 を用 いれば、通常必要 にな るEDI用 の標 準 メ ヅセー ジが設計で

きる筈 であ る。下記 の資 料 は、す べて産業情報化推進 センターで入手 可能で ある。

①CIIシ ンタ ックスル ール1.11及 び1.51

②CII-EDIサ ー ビス運 用 ガイ ドライ ン

③CII-EDIサ ー ビスを用 いたEDI導 入 ガイ ド

また、本 編に は、拡張 テ クニ ックとして、UN/EDIFACTメ ッセージを シュ ミレーシ ョンす

る手法 も収録 した。 これ を活 用す る ことで、UN/EDIFACTの 標 準 メ ッセージ(UNSM)を 、

CIIシ ンタ ックスルールで活 用で きる。国 内EDIと 国際EDIの 画期的 な融 合方法 を可能 にす る

手法 で もあ る。UNSMと 完 全に マ ッチ ングしたCIIシ ンタ ックスル ー ル ・ベ ー スの標 準 メ ッ

セー ジを設計す ることがで き、相互互換性 に富 んだEDIを 構築 で きるよ うにな るだ ろ う。

本編 は、第1版 で あ り、記述 が不完全 な部 分や分か りに くい部分 が多数 あると思われ る。今

後、気 がついた都度、修正を行 い、完全 なマニ ュアルに してい きたい と考 えてい る。
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第1章CII標 準 の 構i造

1.1伝 票 とデ ー タ項 目

一般的に取 引に使われ る伝票 は
、 データ項 目を集めて構 成 され て い ます 。 例 え ば、 図

1-1に 示す注文 書は、13種 類 のデ ー タ項 目で構成 され ています。 この伝票 では、品名 ・仕

様 とい う項 目が5つ あ りますが、 同 じ種類 の項 目が5回 繰 り返 してい るとい うように把握

し、1種 類 として数 え ます 。数量や単価につ いて も同様 です 。 一 方 、 図1-2の 請 求書 で

は、12種 類 のデ ータ項 目で構成 されてい ます。

①
注 文 書

②1平 成7年3月1日1

③ 東西南北商事 殿

下記の通り注文 します。

④ 働日本情報処理開発協会
産業情報化推進センター

⑤ 品 名 ・ 仕 様 ⑥数 量 ⑦単 価 ⑧金 額

OA用 椅子AXF-3561-2 1 10,000 10,000

⑨ 合 計 10,000

⑩
納 期 平成7年3月31日

⑪
納入部 推進セ ンター

⑫
担当者 推進 太郎

⑬
備

考

①情報区分 ②注文年月日 ③受注者 ④発注者 ⑤品名・番号 ⑥発注数量
⑧発注金額 ⑨発注合計 ⑩納 期 ⑪納入場所 ⑫購買担当 ⑬備 考

⑦単 価

図1-1注 文書 の例
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①請 求 書

②1平 成7年3月31日1

③ ⑱ 日本情報処理開発協会
産業情報化推進センター 殿 ④1東 西南北商事 株式会釦

⑤EL5123-4567

合計金額6¥10,300円

⑦ 品 名 ・ 仕 様 ⑧数 量 ⑨単 価 ⑩金 額

OA用 椅子AXF-3561-2 1 10,000 10,000

⑪ 消 費 税 300

⑫ 合 計 10,300

①情報区分 ②請求年月日 ③請求先 ④請求者 ⑤請求者電話番号 ⑥請求金額
⑦品名・仕様 ⑧納入数量 ⑨納入単価 ⑩納入金額 ⑪消費税 ⑫合 計

図1-2請 求書 の例
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1.2シ ンタ ックスルール と標 準 メッセージ

前述 の よ うに、伝票 はデ ータ項 目を集 めて構成 されてい るので、これ に合わせ て、CII標

準で もデー タ項 目を集めて、 メ ッセ ージを構成 してい ます。従 って、 メ ッセー ジが伝 票 に

相当 してい ます。 これを数 学的にい うと、CII標 準 のメ ッセージはデ ー タ項 目の集合体 で

あるとい うことにな ります。そ こで、図1-3の よ うに、必要なデ ータ項 目を詰 めた封筒 を

取 引の相手に電子的に伝 送す るのが、CII標 準に よるEDIと い うことにな ります。

この時、封筒 の中にただ闇雲にデ ータ項 目を詰 めた のでは、 データ項 目を構成 している

数字や文字がい っしょくたに な り、 この封筒 を受け取 って開封 した時 に、単な る数字や文

字 の固ま りにな って しまい、伝票 の意味 が分か らな くな って しまいます 。ですか ら、例 え

ば、封筒 にデー タ項 目を詰 める時 はデー タ項 目の形 を失わ ない よ うに とか い うル ールが必

要 にな ります。このルールを定 めた ものを、一般 的に シンタ ックスル ール と呼 び、CII標 準

のそれを 『CIIシ ンタ ックスル ール』 と呼 び ます。

一方 、封 筒の中に詰め るべ きデ ータ項 目は、伝票 の種類 に よって異な って きます。例 え

①情報区分 ②注文年月日 ③受注者 ④発注者
注文書 平成7年3月1日 東西南北商事 働日本情報処理開発協会

産業情報化推進センター

21　

号

5

番

子

3

・
椅

一

名

A

F

品

O

X

⑤

A

⑦単 価 ⑧発注金額
10,00010,000

⑨発注合計 ⑩納 期 ⑪納入場所 ⑫購買担当
10,000平 成7年3月31日 推進センター 推進太郎

メ ッセー ジを

入れ る封筒

囲
備考は使用 しな
いので送らない

図1-3必 要 なデ ータ項 目を集 めて メ ッセー ジを構 成
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ば、注文書 には、注文 す る商品名な どを詰 め る必要 があ り、請 求書 には請 求金額を詰 め る

必要 があ ります。 この ように、それぞれの伝票 には必要 とす るデ ータ項 目がそれ ぞれあ り

ます。EDIで は伝 票 の ことを一般 的に メ ッセー ジとい い、 この必要 とす るデ ー タ項 目を

メ ッセージの種類 ごとに取 り決めた ものを 『標 準 メ ッセ ージ』 と呼び ます。 シ ンタ ックス

ル ール と標 準 メ ッセ ージは、後述 す るよ うに密接 な関係が あ りますので、CII標 準 の標 準

メ ッセ ージは 『CIIベ ース標 準 メ ッセー ジ』、UN/EDIFACTの 標 準 メ ッセ ージは 『EDI-

FACTベ ース標 準 メ ッセ ージ』 な どの よ うに呼び ます 。本 書 で は 『CIIベ ース標 準 メ ッ

セージ』の設計方法 を解説 します。

1.3Cl1標 準 の体系

CII標 準 は、一 つのCIIシ ンタ ックスル ール と業 界 ごとの標 準 メ ッセージで構成 されて

お り、図1-4の 体系に な っています。図1-4の 中 の共通部分 とは、デ ータ項 目の共 通部分

とい う意味 で、標 準 メ ッセ ージが共通 とい うことではあ りません。図1-5は 、図1-4の 中

の一つ の業界 を取 り出 して細か くした図で、複数 の標 準 メ ッセージが規定 されて います。

これ は、そ の業界 で必 要な取 引に合わせて標準 メ ッセ ージが規定 されてい るためで 、 これ

全体 をサブセ ッ トと呼び ます。

す なわ ち、業 界 ごとに標準 メ ッセージのサ ブセ ッ トが存在 し、それ をすべ て含 めた全体

をCII標 準 の標準 メ ッセ ージと呼び、 さらに、 この標 準 メ ッセ ー ジ とCIIシ ン タ ックス

ルールを合わ せた ものが 『CII標 準』 とい うことにな ります。

、十

EIAJ標 準

(標準 メッセージ)

CII標 準 メ ッk－ ジ 群

A業 界 標準
(標準メッセージ)

、・ η ・"ntl.1"":f"'・x酋:?～!1・ ・!～n・"れ吉・"〔・StXlt・n

B業 界 標準

(標準メヅセージ)

欝:

C業 界 標準

(標準メヅセージ)

.h【1.1..1.1.i..・ll.`ll`.・IH..・ 口1」1..H. .H.1..1. ." 1」1..ll`. `. ..1`1 ・」 ・`1・lli!・ ・」 …i
.・ …lilll11

■,●1

;liiiiii:i…

.,==・.…1 …=i頂ス㊨"

図1-4CII標 準 の構i成
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BPID=EIAJOl1D

コック引当計画情報

EIAJ標 準

メッセー ジ群

(EIAJサ ブセ ッ ト)

1照 合麟 報

図1-5EIAJ標 準(セ ッ ト)の 構 成

(1)BPID

業界 ごとにある標準 メ ッセー ジのサ ブセ ッ トを識別す る記号 を 『BPID』 と呼 びます。

図1-4お よび図1-5か らCII標 準 では、例 えば、業界 ごとに注文書 が存在 す ることが容

易に想像 で きます。 これ らを区別す るため に 『BPID』 が識別 子 と して使用 され ます。

(2)情 報 区分 とBPID+情 報区分

図1-5に 示す よ うに、特定 の標 準 メ ッセージのサ ブセ ヅ トの 中 に は複 数 の標 準 メ ッ

セ ージがあ ります ので、 これ を情報 区分 に よって区別 します 。

CII標 準 のなか で、特定 の標準 メ ッセージを区別す るたあに は、『BPID+情 報 区分』を

使わなければな りません。
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第2章CIIシ ン タ ッ ク ス ル ー ル ・ベ ー ス 標 準 メ ッセ ー ジ設 計 総 論

2.1標 準 メ ッセ ージの開発が必要に なる時

CIIシ ンタ ックスル ール を用 いたEDIシ ステ ムを構築 す るため には、標 準 メ ッセージが

必要 です。産業情報化 推進 セ ンターで発行 して いる別 途資 料 『-CII-EDIサ ー ビスを 用

いた －EDI導 入 ガイ ド』 には、既 に開発 されて いる標 準 メ ッセー ジを入手 して使 うように

指示 されてい ます が、時には、必要 とす るメ ッセージが まだ開発 され ていない こともあ り

ます。 こ うい う時 には、新 たに標準 メ ッセージを開発 しなけれ ばな りません。

2.2標 準 メ ッセー ジの開発者

標準 メ ッセ ージを新 たに開発 す る必要が生 じた場 合、誰 で も標準 メ ヅセー ジを開発で き

るのか とい うと、そ うではあ りません。例えば、新 しい標 準 メ ッセー ジを必要 とす る企 業

が、それ ぞれ標 準 メ ヅセ ージを開発 した と した ら、たち まち、数千種類 の標準 メ ッセ ージ

が で きて しまい ます。

CII標 準は、EDIの 標準化 をす るためにあ るので、 こんなに標 準 メ ッセージが で きて し

まった ら、標 準化 の意味 が消滅 して しまい ます。標準 メ ッセ ージは少なければ少 ない程 よ

く、理論 的な理 想値は 、1種 類 の標 準 メ ヅセー ジですべ てに対 応で きる ことです。勿論 、

現実的 に この状 況を作 る ことは不可能 で、何種類 かの標 準 メ ッセージが必要 にな ります。

何種類必要 かを厳密に決 め ることは、非常 に難 しい ことであ り、科学的 な理論 とい うのは

あ りませ ん。現 状では、経験 的に必要 な標 準 メ ッセ ージを定めて います。

必要 な標 準 メ ッセー ジを経験 的に定 め るのは人間です 。 ここでの大 きな問題 は、誰 が標

準 メ ッセー ジを決め るか とい う問題 です。 これについては、様 々な試行錯誤 が繰 り返 され

て きま したが、現在で は、利用 者 自身が定 め るのが最善 であ る とい う結論 にな ってい ます。

しか し、利用者 で ある個 々の企業 がそれぞれ標 準 メ ッセ ージを定め た とすれ ば、数 千種 類

を遙に越 え る標 準 メ ッセ ージが作 られ ることにな り、標 準では な くな って しまい ます。

そ こで、図2-1の よ うな方法を と ります。個 々の企業 が必要 とす る ものを メ ヅセ ージ と

して捕 らえ、それ らを合わ せて標 準 メ ッセ ージに します 。例 えば、 図2-1で は、A社 、B

社、C社 お よびD社 それ ぞれ が必要 な注文 メ ッセー ジを、デー タ項 目レベルで突 き合わ せ、

全体を標準 の注 文 メ ッセー ジとします。A社 が実際に使 う注文 メ ッセー ジは、標 準 の注 文

メ ッセージか ら見れば、一部 にな ってい ますので、 これは実使用上 のサブセ ッ トと言 えま
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す。そ こで、標 準 メ ッセージは、企業 ごとのサ ブセ ッ トの集合体 とい うこともで きます。

そ して、図2-1の 標 準 メ ッセ ージは、A社 、B社 、C社 お よびD社 が共同で作業すれば作

成 できる ことにな ります。 この よ うな グル ープを 、標 準 メ ッセー ジ開発機関 といいます。

日本 中の企業を全部集 めて、標 準 メ ッセ ージ開発機 関を結成 すれば、国 内標準 メ ッージ

が開発 で きます。 しか し、実 際に 日本中 の企業 を全 部集めて検 討 グルーフ.をつ くることは

不 可能 です し、集 め られて も作業 で きませ ん。可 能なのは、たかだか同一業界 の中の代表

的企業 の代表者 を集 めた委員会 の結成 です。CII標 準 では、原則 として、この委 員会(も し

くは、委 員会 の事務 局で ある団体等)を 標準 メ ッセージの開発者 と してい ます。

この方法で気 をつけなければな らないのは、同 じ種類 のメ ッセージが複 数で きる ことで

す。例 えば、鉄 鋼業界 と石油化学業 界が標 準 メ ッセー ジの開発者 になってい ます が、両標

準 メッセージ開発機関 ともに、注文 メ ッセージを 開発す ることは明 白です。 しか し、2つ

の注文 メッセージは、種類 とい うレベル では 同一 であ るものの、現実 的な機能面 ではかな

り異 な るもので、区別す る必要 が あ ります。 この区別 のために あるのが、『BPID』 と呼 ば

れ る識別 子です。

『BPID』 は、標準 メッセー ジ開発機 関 に与 え られ る一種 の名前 であ り、『BPID』 を持 って

いる機関だけがCII標 準 の標 準 メ ッセー ジを開発す る ことがで きます。

ll
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図2-1あ る標 準 メ ッセ ー ジ に お け るA社 、B社 、C社 、D社 間 の デ ー タ項 目の 関 係
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2.3標 準 メ ッセージの種類 と情報 区分 コー ド

標準 メ ッセ ージは、直観的に は、伝票 と考 えて問題 あ りませ ん。 しか し、厳密 かつ科学

的 に考 え ると、そ の定義 が極め て難 しい ことが分か ります。ですか ら、通常 、利用 者が実

際 の使用 時に都 合 の よい よ うに標 準 メ ッセージを決め ます。そ うす ると、伝票 と似た もの

にな る例 が多い のです。 あま り合理 的ではあ りませ んが、 これ で十 分役 立つ ものです。

さて、標準 メ ヅセ ージは 『BPID』 を持 ってい る機 関が作 ります が、2種 類 以上必要に な

るのが普通です。例 えば、注文情報 、納 品情報 、請求情 報、……… の よ うにです。そ こで

これ らの標準 メ ッセ ージを特定 す るキーが必要 にな ります。 これが、情報区分 コー ドと呼

ばれ る4桁 の文字 列です。

尚、一 般的に標準 メ ッセー ジを特定す るためには、rBPID』+『 情報区分 コー ド』で行 い

ます。

2.4標 準 メ ッセージの開発手順

CII標 準に よる標準 メ ッセージの開発手順 は、一般的 に以下 の よ うにな ります。

(1)開 発組織 の結成 とrBPID』 の取得

『BPID』 は、図2-2に 示す よ うに、4文 字 の識別子 と4文 字 のバ ージ ョン管理 コー ド

(標準 メ ッセ ージのバー ジ ョンを表す)か ら構成 されてお り、産業情報化推進 セ ンター

にあ るrデ ータタグ委員会』 とい う常設 の委員会が、4文 字 の識別 子のみを管理 して い

ます。4文 字 のバ ー ジ ョン管理 コー ド(標 準 メ ッセージのバー ジ ョンを表 す)は 、『B-

PID』 を持 ってい る開発機関が管理 します。

『BPID』 は、産 業情報化推進 セ ンターへ申請す る ことで取得 で きます。rBPID』 の4文

字 の識別子は、 申請者 自身が作成 します。申請 を受 けた産業 情報 化推進 セ ンターでは、

申請 内容 をrデ ー タタグ委員会』に諮 問 します。rデ ー タタグ委員 会』では、新 しい開発

機 関が標準 メ ッセー ジ開発機 関 と して妥当か ど うかを検討 します。従来、 この検討 で妥

当で ない と判 断 された例は あ りませ んが、既 に ある開発機 関 と明 らかに重複 してい る場

合に は、 申請そ の ものを認めない ケースはあ り得 ます。 申請が妥 当 と判断 され れば、 申

請 され た新 しい識別 子が既に登録 され ている識別 子 と重な るか ど うか チ ェ ック します。

重な らない場合 は、それを登録 します。重な る場合は、重な らない別 の識別 子を 申請者

自身 が新 たに作成 し、それ を登録 します。
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、

標準メッセージ管理機
標準

'、'
、 う ∈ ≧

iii iii
:::

標準 メ ッセー ジのバージ ョン管理用

BPIDは8桁 の英数字で構成

図2-2BPIDの 構造

申請 は、開発機 関名 で行 います。巻末の資料 を参考 に して、申請 して下 さい。

(2)ビ ジネス ・モデルの作成

ビジネス ・モデル とは、EDIに よる業務処 理 フ ロー と考 えて も間違 い では あ りませ

ん。シナ リオ とい う言い方 もあ ります。図2-3に 例を示 します。ビジネス ・モデルを作

成 す ることで、 ど うい う種類 の標準 メ ッセージが必要 にな るかが明確 にな ります。

そ こで、 このモデルで必要 に なる標準 メ ッセ ージを作成 すれば よい訳 ですが、作成す

る前に、他 の業 界で丁度 当ては まる標準 メ ッセ ージがないか ど うかチ ェック して下 さい。

も し当ては まるものが あれば、新 たに作成す る ことは止 めて、既に あるものを使 って く

だ さい。同 じものを二度作成 す る ことは、是非 とも避 けたい こ とです。 同 じものがなけ

れば、新たに作成 す ることにな ります。

尚、既にあ る標準 メ ッセージについては、産 業情報化推進 セ ンターへ 問い合 わせて下

さい。

(3)標 準 メッセージの作成v

前述 の ビジネス ・モデル に したが って、必要 な標 準 メ ッセ ー ジを作 成 します。 標 準

メ ッセージは、だ いだ い以下 の手順で行い ます。 これ で、暫定版 がで きます。

① ビジネス ・モデルに従 って、そ の標 準 メ ッセー ジの機能 を明確に します。

② 必要 となる機能 を満 たす よ うにデ ータ項 目を決 めます。

③ それぞれ のデー タ項 目の意 味を 明確に定義 します。

④ デ ータ項 目の属性 と長 さ(最 大長)を 決 めます 。

⑤ それぞれ のデー タ項 目にデ ータ タグ番号 を付け ます。デ ータタグ番号 については、

3章 を参照 して くだ さい。

⑥ 作成 された標 準 メ ッセ ージを、図2-4の 例 の よ うに ま とめ ます。

(4)標 準 メ ッセ ージの検証

新規に作成 された標準 メ ッセー ジは暫定 版ですか ら、検証す る必要 があ ります。検証
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は、 トライアル と称す る試行運用 で行 うのが一番 よい方 法です。試 行運用 の結果 に よ り、

不具合点 な どを修正 し、第1バ ージ ョンの標 準 メ ッセ ージがで きあが ります。
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図2-3ビ ジネ ス ・モ デ ル の例

(5)標 準 メ ッセ ー ジ の 公 開

で きあが った標準 メ ッセージは、何 らかの方法 で公開 します。通常、規 格書 としてま

とめ、頒 布(有 料 の場 合 もある)す る等の方 法が と られ ます。尚、CIIベ ー スの標準 メ ッ
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セージ(す なわ ちCII標 準)の 著作権 は開発者 に属 します が、 使用 や使 用 料 に つ い て

は、無償公開 が原則 です。

(6)デ ータ項 目の登録制度 お よび標 準 メ ッセージの届け 出につ いて

産業情報化推進 セ ンターに は、新規に開発 され たデータ項 目を登録す る制度が あ りま

す。登録 され たデー タ項 目は、全業界共有 の ものにな り、新規 の標準 メ ッセージの開発

に役立つ ことにな ります。

また、新規 の標準 メ ッセー ジにつ いては、産業情報化推進 セ ンターへ届 ける必要が あ

ります。通常 、規格書 の提 出で代用 され ます 。

注文情報 BPID=EIAJOl1D

項 目Nα 項 目 名 必 キー 項 目 内 容 属性(桁 数)

001 データ処理Nα ● 受信データの処理順序を表す番号 9(5)

002 情報区分 コー ド ● 情報 の種類を表すコード(確 定注文=0502) X(4)

003 データ作成 日 データを作成 した日付 9(6)

004 発注者 コー ド ● ☆ 注文を行 う企業を表す(標 準企業 コー ド) X(12)

005 受注者 コー ド ● 受注を行 う企業を表す(標 準企業 コー ド) X(12)

006 発注部門 コー ド 原価の責任部門又は納入部門を表す X(8)

007 注文番号 ● ☆ 発注者が注文情報に付与 した管理番号 X(23)

008 製造番号 発注品の原価管理に結びつく製造管理番号 X(19)

009 訂正 コー ド ● 情報の新規 ・変更 ・取消を示す コー ド X(1)

010 コ ック区分 通 常品かコ ック品かを示すコー ド X(1)

011 注文年月日 ● 注文を行 った日付 9(6)

012 単 位 ● 数量を表す基準を示すコー ド X(3)

013 単 価 ● 製品1単 位あたりの価格 9(10)V(3)

014 単価区分 ● 単価が確定単価か単価未定かを表す X(1)

015 注文数量 ● 受注者に対する発注数量 9(9)V(3)

7-＼ ＼ ⊥一 一一/＼
図2-4標 準 メ ッセ ー ジ例
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第3章 標 準 メ ッセ ー ジ作 成 技 術

本章 では、CIIベ ース標 準 メ ッセ ージを作成す る上での技 術的な テ クニ ックについて説 明 し

ます。

3.1Cl1シ ンタ ックスルールの特性

CIIシ ンタ ックスル ールは、必要なデ ータ項 目を集めて メ ッセージを構成 します。 しか

し、ル ール無 しでデ ータ項 目を集めて メ ヅセージを構成 したのでは、そ のメ ッセージを受

け取 った相手 が意味 を解釈 出来 な くな ります。そ こで、 あ る特 定 の意味 を持つ メ ッセージ

に含め て もいいデー タ項 目の リス トを作 り、その リス トに含 まれて いないデータ項 目は使

用 禁止に します。 この リス トを標 準 メ ッセージといいます。

これか ら説 明す るのは、その リス トを作 るのに必要 な技術 的テ クニ ックです。

3.1.1Cl1シ ンタ ックスルールに よる制限

CIIシ ンタ ックスルールでは、いかな るデ ータ項 目も使 え るのでは あ りません。い く

つかの制限が あ ります。 これ をCIIシ ンタックスルールに よる制限 とします。

(1)デ ータ項 目につ いて

以下 の属性 と最大長 以下 のデ ータ項 目が使用可能 です。

①8bitの 文字(最 大長32767byte)

②16bitの 漢字(最 大長32766byte(16383文 字))

③ ビ ット列(最 大長32767byte(byte単 位))

④ 数 字(最 大長30桁(整 数部+小 数部))

⑤ 年月 日(6桁 又 は8桁)

(2)メ ッセージの構造

以下の メ ッセージ構造が使用可能 です 。

① 単純列構造(図3-1参 照)

② 単純列繰返 し構 造(図3-2参 照)

③ 繰 返 し構 造のネス ト(図3-2参 照)

④ 繰 返 し構 造の種 類は、最大256種 類
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項 目1 項目2 項目3 項目4 項目5 項目n

図3-1単 純 列 構 造 の メ ッセ ー ジ

、

く

← 繰返 し単位 →

マルチ明細

項目1 項目2 ● ● ■ ■

.

項 目11i項 目12 囎11i囎12 囎11i期12 ● ● ■ ■ 項目n

図3-2単 純列繰返 し構 造の メ ッセ ージ

∈ 外側のマルチ明細
≧く 繰返し単位

∈ 内側のマルチ明細
← 繰返し単位 →

〉 ∈ 内側の

項 目1項 目2・ … 項 目11 囎21i囎22 囎21i期22 項 目11 囎21i期22

∋

マルチ明細 一→ ∈ 内側のマルチ明細 〉

項目21i囎22 項 目11

■.

項 目21i項 目22項 目21i項 目22
.1

● ● ● ● ● ● ● ■ ● ■ 項目n

図3-3繰 返 し構造のネ ス トを含 む メ ッセ ージ

(3)バ イ ナ リー デ ー タ

長 大 ビ ッ ト列 を バ イ ナ リーデ ー タ と呼 び ます 。CADデ ー タ や 画 像 デ ー タな どは バ

イ ナ リー デ ー タ と して 扱 い ます 。

3.1.2C11ト ラ ン ス レー タ ー よ る制 限

CII標 準 に よるEDIに は 、CIIト ラ ンス レー タ ーを 使 い ます 。CIIト ラ ンス レー タ ー

は有 限 の大 き さの コ ン ピ ュ ー タ上 で動 かす た め に 、CIIシ ン タ ックス ル ール で示 され た

制 限 よ り、 強 い制 限 が あ ります 。 した が って 、 標 準 メ ッセ ー ジは実 質 的 にCIIト ラ ンス

レー ター に よ って制 限 され ます 。

さて 、産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ーで は 、CIIト ラ ン ス レー タ ー の標 準 的 な仕 様 を定 め 、こ

の仕様 を満 た す トラ ン ス レー タ ーをCII推 奨 トラ ン ス レー タ ー と称 し て 認 定 し て い ま

す 。 以下 に 、 こ のCII推 奨 トラ ン ス レー タ ー を使 う場 合 の制 限 を 示 します 。
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(1)デ ー タ項 目に つ い て

以下 の属 性 と最 大 長 以下 の デ ー タ項 目が 使用 可 能 で す 。

①8bitの 文 字(最 大 長2000byte)

②16bitの 漢 字(最 大 長2000byte(1000文 字))

③ ビ ッ ト列(最 大 長2000byte(byte単 位))

④ 数 字(最 大 長30桁(整 数 部+小 数 部))

⑤ 年 月 日(6桁 又 は8桁)

⑥1メ ッセ ー ジ中 の デ ー タ項 目の種 類(繰 返 しデ ー タ項 目は1種 類 とす る)

(最 大200種 類)

注1)文 字 、漢 字 に つ い て は 、JIS-XO201及 びJIS-XO208と す る必 要 が あ る。

注2)CII推 奨 トラ ンス レー タ ー に ビ ッ ト属 性 は あ りま せ ん の で 、 文 字 属 性 の 文 字

コー ド変 換 無 しで代 用 します 。

(2)メ ッセ ー ジ の構 造

以 下 の メ ヅセ ー ジ構 造 が使 用 可 能 です 。

① 単 純 列 構 造

② 単 純 列 繰 返 し構 造

③ 繰 返 し構 造 の ネ ス ト(3レ ベ ル ま で)

④ 繰 返 し構 造 の種 類 は 、最 大128種 類

(3)バ イ ナ リーデ ー タ

CII推 奨 トラ ンス レー タ ーで は 、 オ プ シ ョン ・サ ポ ー トに な って い ます 。 このデ ー

タを 使 う場 合 に は 、 トラ ンス レー ター の吟 味 が 必要 で す 。

(4)メ ッセ ー ジ長

CII推 奨 トラ ンス レー ター で は 、最 大 メ ヅセ ー ジ長32000byteに な って い ます 。最 大

メ ッセ ー ジ長 が これ を 越 え る場 合 は 、 トラン ス レー タ ー の吟 味 が 必 要 で す 。
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3.2単 純列構造 メ ッセージ作成上 の技術

データ項 目を単純 に並 べて1つ の メ ッセージとす る構造 を、単純列構造 メ ヅセー ジとい

います(図3-1参 照)。

(1)単 純列構造 メ ッセ ージ内のデ ー タ項 目の種類

単純列構造 メ ッセージでは、 同一 の メ ッセー ジ内に同一 種類 のデ ータ項 目が2つ 以上

あってはいけ ませ ん。

CIIシ ンタ ックスルールでは、デ ータ項 目の種類 は、 デー タタグ番号 で表現 され ます

か ら、一つ の標準 メ ッセージ内に含 まれ るデ ータ項 目のタグ番 号は、すべ て異 な ってい

なけれぽな らない(ユ ニー ク)こ とにな ります。

蹴 メ1㌶i　 　 ジョン＼ … … す

_/⌒BPID-EIAJOl1D

項 目No /‥ 名 必 キー 項 目 内 容 属(桁 数)
レ

⑩ データ処理Nα ● 受信データの処理順序を表す番号 9(5)

00002 情報区分 コー ド ● 情報の種類を表すコード(確 定注文=0502) X(4)

00003 データ作成 日 データを作成 した日付 9(6)

00004 発注者 コー ド ● ☆ 注文を行 う企業を表す(標 準企業コー ド) X(12)

00005 受注者 コー ド ● 受注を行 う企業を表す(標 準企業コー ド) X(12)

00006 発注部門 コー ド 原価の責任部門又は納入部門を表す X(8)

00007 注文番号 ● ☆ 発注者が注文情報に付与した管理番号 X(23)

00008 製造番号 発注品の原価管理に結びつ く製造管理番号 X(19)

00009 訂正 コー ド ● 情報の新規 ・変更 ・取 消を示す コー ド X(1)

00010 コック区分 通常 品か コック品かを示す コー ド X(1)

00011 注文年月日 ● 注文を行った日付 9(6)

00012 単 位 ● 数量を表す基準を示すコー ド X(3)

00013 単 価 ● 製品1単 位あたりの価格 9(10)V(3)

00014 単価区分 ● 単価が確定単価か単価未定かを表す X(1)

00015 注文数量 ρ 受注者に対する発注数量 ＼ 9(9)V(3)

7

__7L」=_暑 熱 顧
図3-4標 準 メ ッセ ー ジの一 般 的 方 法
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も し、一つの標準 メ ッセー ジ内に同一 タグ番号 のデ ータ項 目が2つ 以上 あれば、 トラ

ンス レーターが エ ラー と解釈 します。

(2)単 純列構造 メ ッセ ージ内のデ ータ項 目の順番

単純列構造 メ ッセ ージでは、デ ータ項 目の並 びの順番 は、 メ ッセージの意味 に関係 し

ません。逆 に、 デ ータ項 目の並び の順番 に、 メ ッセー ジの意味を含 めてはな りませ ん。

(3)単 純列構造 メ ヅセ ージの記述方法

通常 、図3-4に 示す 記述 方 法 が使 わ れ ます。 デ ー タ属 性 と長 さの表 現方 法 を 、表

3-1に 示 します。

長 さは、最大値 で表 します。CIIシ ンタ ックスル ールでは、任意 のデー タ項 目の省略 が

許 され ますが、業務 処理上省略 され ては困 るデ ータ項 目が あ ります。 この よ うな項 目に

ついては、省略 不可 の印をつけ ます。

表3-1CIIシ ン タ ック スル ール の デ ー タ エ レメ ン トの標 準 メ ッセ ー ジ上 で の表 現 方 法

標 準 メッセージ,デ一夕エレメ

デ ー タ ・タイ プ ント・デル 外 リーでの表 現 デ ー タ 例 備 考
　 　

例) 長 さは、byte数 で 表 す 。

8bit文 字列 X属 性 X(n) X(8)の 時 EIAJシ ン タ ッ クス

(JISXO201) n:最 大 長(byte) ABCDEFGH ルールと同一であ る。

文
字 例) 長 さは、byte数 で 表す 。

デ BIT列 B属 性 B(n) B(2)の 時 文字コー ド変換を しない
1 n:最 大 長(byte) X'5F2D' 文字列の意味で もある。
夕

例) 長 さは 、byte数 で 表 す 。

16bit文 字列 K属 性 K(n) K(10)の 時 漢字文字数の2倍
(JISXO208) n:最 大 長(byte) 産業と情報 に な る。

例)9(5)の 時 9(5)V(0)と9(5)は 同 一 の

固定小数点 9(n), 23456 意味である。

正 数 9属 性 9(n)V(m) 例)9(3)V(2)の 時 EIAJシ ン タ ッ クス

(JISXO201) n:整 数部の桁 数 23456 ルール と同一である。

数 m:小数部の桁数 (小数点 は、4と5の 間)

値
デ N(n), 例)N(5)の 時

| 浮動小数点数 N(n)V(m) 一23456 N(5)V(0)とN(5)は 同 一 の

夕 (JISXO201) N属 性 n:整 数部の桁数 例)N(4)V(2)の 時 意味であ る。

m:小数部の桁数 一2345 .6

例)Y(6)の 時Y㎜DDタ イプ
日 付 Y(n) 930331 西暦 日付である。

(JISXO201) Y属 性 nは6又 は8 例)Y(8)の 時YYY㎜DDタ イプ

19930331
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3.3単 純列繰返構 造 を含む メ ッセー ジ作成上 の技術

単純列 の中に単純 列繰返構造を含 む メ ッセージを、一般 型 メ ッセ ー ジ とい い ます(図

3-2)。 単純列繰返構 造には、暗示 的繰返構造 と明示 的繰返構 造 があ り、通常 明示 的繰返構

造 を、 マル チ明細 とい います。

CII推 奨 トランス レー ターでは、暗示 的繰返構 造 は オ プ シ ョンにな ってお り、通 常 サ

ポー トされ てい ません ので、使用 を避 ける ことを お薦 め します。 したが って以下 では、 マ

ルチ明細 を含む メ ッセージにつ いて説 明 します。

3.3.1マ ルチ明細 を一つ含む メ ッセ ージ

図3-5に 示す伝 票を標 準 メ ッセージにす る と、マルチ 明細 を一 つ含 む メ ッセ ージに

な ります。

(1)マ ルチ明細 の構成方法

CIIシ ンタ ックスル ールでは、単純列に繰返 しの制御 子を付け てマルチ 明細 としま

す。

① 繰返 し単位

複数 のデー タ項 目で繰返 し単位を構成 します。勿論 、デ ータ項 目一つで も繰返 し

単位 にで きます 。同 じ繰返 し単位 内にぽ、同一 のデ ータタグ番号を持つ デー タ項 目

を2つ 以上含 め ることはで きません。

② 同一繰返 し単位 内のデ ータ項 目の並 びの順番 に、特 定 の意味 はあ りませ ん。逆 に、

特定の意味 を含 め る設計 を してはいけ ませ ん。

③ 繰返 し回数 に制限は あ りませ んが、通常、 メ ッセ ージ長 で制限を受け ます 。

④ 繰返 しの先頭 に、 マル チ明細ヘ ッダーをつ け ます.マ ル チ明細ヘ ッダーには、 明

細識別 子を付け、 マル チ明細 の名前に します。 明細識 別子 は、1文 字 の英 数字を用

い ますが、『0』をつか ってはな りません。

⑤ ある繰返 し単位 と次 の繰返 し単位 の間 に改行 マー クをつ けます。

⑥ 繰返 しの最後に、 マル チ明細 トレー ラをつけ ます。

(2)マ ルチ明細 の記述方法

前述(1)の④ 、⑤及 び⑥ は、 トランス レー ターが 自動 的 に処 理 を します ので 、標 準

メッセ ージには、 マル チ明細 の名前 と最大繰返 し回数及 び繰返 し単位 を記述 します。

一般的には
、図3-6の 記述 にな ります。
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③ 東西南北商事 殿

①注 文 書

下記の通 り注文 します。

④

②1平 成7年3月1日1

(財旧 本情報処理開発協会
産業情報化推進センター

⑤ 品 名 ・ 仕 様 ⑥数 量 ⑦単 価 ⑧金 額

OA用 椅子AXF-3561-2 1 10,000 10,000

⑨ 合 計 10,000

⑩
納 期 平成7年3月31日

⑪
納入部 推進セ ンター

⑫
担当者 推進 太郎

⑬
備

考

①情報区分 ②注文年月日
⑧発注金額 ⑨発注合計

③受注者 ④発注者 ⑤品名 ・番号
⑩納 期 ⑪納入場所 ⑫購買担当

図3-5注 文書の例

⑥発注数量 ⑦単 価
⑬備 考

(3)マ ルチ明細 内の繰返 し単位 の特徴

同一 マルチ明細 内では、 どの繰返 し単位 も、 同一 の構 造(同 一 のデ ー タ項 目を含

む)に な ります。 したが って、標準 メ ッセージでは、繰返 し単位 一つ分の構 造のみ定

義 します。

(4)マ ル チ明細 内の繰返 し単位 の繰返 しの順番

繰返 し単位 の繰返 しの順番 は、常 に、厳密 に守 られ ます(再 現 され ます)。

(5)マ ル チ明細を一つ含む メ ッセー ジの記述例

図3-5に 示す伝 票を標準 メ ッセー ジにす る と、一般的 に、 図3-7の 記述 に な りま

す 。
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項 目Nα 項 目 名 必 項 目 内 容 属性(桁 数)

明細翻1正子=『 日 最穴繰返数一5

TagOO5 品名 ・仕様 ● 図3-5の 伝票の⑤ X(30)

TagOO6 発注数量 ● 〃 ⑥ 9(9)

TagOO7 単 価 ● 〃 ⑦ 9(10)V(3)

TagOO8 発注金額 ● 〃 ⑧ 9(10)V(3)

＼

注文書

図3-6マ ル チ明 細 記 述 の例

BPID=JCIIOlIA

項 目Nα 項 目 名 必 項 目 内 容 属性(桁 数)

TagOO1 情報区分 コー ド ● 図3-5の 伝票の① X(4)

TagOO2 注文年月 日 ● 〃 ② Y(6)

TagOO3 受注者 コー ド ● 〃 ③ X(12)

TagOO4 発注者 コー ド ● 〃 ④ X(12)

歳徽 返数=5

TagOO5 品名 ・仕様 ● 図3-5の 伝票の⑤ X(30)

TagOO6 発注数量 ● 〃 ⑥ 9(9)

TagOO7 単 価 ● 〃 ⑦ 9(10)V(3)

TagOO8 発注金額 ● 〃 ⑧ 9(10)V(3)

TagOO9 発注合計 ● 図3-5の 伝票 の⑨ 9(10)V(3)

TagO10 納 期 〃 ⑩ Y(6)

TagO11 納入場所 〃 ⑪ K(60)

TagO12 購買担当 〃 ⑫ K(16)

TagO13 備 考 〃 ⑬ K(100)

図3-7図3-5(注 文 伝 票)の 標 準 メ ッセ ー ジ
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3.3.2複 数 のマルチ明細 を含む メ ッセー ジ

図3-8の 伝票 には、 マルチ明細 が2つ あ ります。 この よ うに、互 いに包含 関係にない

複数 のマルチ明細 は、独立 の関係に ある といい ます。CIIシ ンタ ックスルールでは、一 つ

の メ ッセ ージ内に必要 な数だけ独立 の関係 にあるマル チ明細を含 め ることがで きます。

それ ぞれのマル チ明細 には ユニー クなマル チ明細識 別子をつけ なければな りません。結

果 と して、図3-9に 示す記述 の標準 メ ッセ ージにな ります。

図3-8マ ル チ明細が2つ ある伝票

(1)マ ル チ明細識別子 は、一 つの メ ッセー ジ内でユニー クにな るよ うに します。

(2)同 一 メ ッセー ジ内のマルチ明細 の順番 に意味 はあ りません。逆 に、 マル チ明細 の順

番に意味を持 たせ てはな りません。
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項 目Nα 項 目 名 必 項 目 内 容 属性(桁 数)

明細識別子=r勤 最鍍繰返数=7

TagO11 項 目11

TagO12 項 目12

TagO13 項 目13

明細識別子=r蹴 最大繰返数=6

TagO21 項 目21

TagO22 項目22

TagO23 項目23

TagO24 項目24
…鱈]

/ 斗
図3-9マ ル チ明細 が2つ あ る伝 票 の標準 メ ッセー ジ

3.3.3マ ルチ明細 のネステ ィング

マルチ明細 の繰返 し単位 の中に、別 のマル チ明細 を含 め る ことがで きます。 これは伝

票の中に、図3-10の よ うな表 がある時 に、必 要にな ります。この構造 を、マルチ明細 の

ネ ステ ィング と呼び ます。

それぞれ のマルチ明細に ユニー クなマルチ明細 識 別 子 を 付 け て、 マル チ 明細 の ネ ス

テ ィングを構成 します。その結 果標準 メ ッセー ジは、図3-11の よ うな記述 にな ります。

マル チ明細識別子は、一つ の メ ッセ ージ内で ユニー クにな る ように します。
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①
品名 ・仕様

②
数 量
③
単 価

④
金 額

⑤ 納 入 日 付

1回 目 2回 目 3回 目 4回 目 5回 目

図3-10マ ルチ明細 のネス トが必要 な表 の例

項 目Nα 項 目 名 必 項 目 内 容 属性(桁 数)

明細識別子=r1』 最大繰返数=4

TagO51 品名 ・仕様 図3-10の ① X(30)

TagO52 数 量 図3-10の ② 9(9)

TagO53 単 価 図3-10の ③ 9(9)

TagO54 金 額 図3-10の ④ 9(9)

明細識別子=『D』 最大繰返数=5

Tag110 納入日付 図3-10の ⑤ Y(6)

■・..・.「 ■….

/ ＼
図3-11図3-10の 伝 票 の標 準 メ ッセ ー ジの 表 の部 分 の記 述

一129一



3.4デ ータタグ番号 の付 け方

データタグ番号 は、 データ項 目の意味 を表 す重要 な識 別子です。同 じデータ項 目に同一

の番 号が付か なけれ ばな りません し、違 うデ ータ項 目には別 々の番 号が付 かなけれ ばな り

ません。

CIIベ ースの標 準 メ ッセ ージは、 ある開発機 関に よって作成 され ますが、開発機 関は複

数存在 します。特定 の開発機 関が、その開発機関 内で作 成 す る標 準 メ ッセ ー ジ全 体 で ユ

ニークなデータタ グ番 号をデー タ項 目に割 り当て る ことが可能 です が、デ ータタグ番 号は

開発機 関を越 えて、わ が国全体 でユ ニークに割 り当て る ことに な ってい ます。

この よ うな状況 は、特定 の開発機 関 内だけ の管理 では実現 で きませ ん。そ こで、産 業情

報化推進 セ ンターでは、デ ータタグ番 号 のグル ープ管理を実施 してい ます。特定 の開発機

関に対 して、通 常999個 のデ ータタグ番号 枠 を 割 当 て、 そ の開発 機 関 は割 り当 て られ た

デ ータタグ番 号枠 の中の番 号をデ ータ項 目に割 り当てます。

この ような方 法で、一つのデ ータタグ番号 が2つ のデー タ項 目を表 す とい う状況(デ ー

タ項 目重複 割当)は 回避で きますが、 同 じデー タ項 目に2つ 以上 のデ ータタグ番号が割 り

当て られ る(デ ータタグ番号重複割 当)こ とは、回避 で きません。デ ータタグ番号重複割

当につ いては実害は あ りませんが、可能 な限 り回避 したい ものです。

そ こで、産業情報化推進 セ ンターでは、デー タ項 目の登録制 度が実施 され ています。 こ

れは、既 に安定 した標準 メ ッセー ジに含 まれ てい るデ ー タ項 目の 『デ ー タ タグ番 号』 と

『意味』を産業情報化推進 セ ンターへ登録す る制度 で、登録 された データタ グ番号 は、わ

が国共通 のデ ータ項 目として公 開 され ます。標 準 メ ッセージを作成す る時 には、 この登 録

され たデータ項 目を可能 な限 り使 うことに よって、デ ータタグ番号重複割 当を回避 しよ う

とい うものです。

1995年3月31日 に現在 で、197種 類 の データ項 目が登録 され てお り、新 メ ッセー ジの 開

発 に使 うことがで きます。登録 されたデ ータ項 目に含 まれ ないデ ータ項 目については、新

たにデータタグ番号枠 の中か ら適当な番 号を取 り出 し、割 り当て ます。

デー タタグ番号枠 の申請 は、通 常、『BPID』 申請 の時に いっ し ょに行 い ます。巻末 の資

料を参考 に して下 さい。
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第4章 拡 張 テ ク ニ ッ ク

本章で は、CIIシ ンタ ックスル ールの性質 を高度に活用 した標準 メ ッセージの作成方法 を 説

明 します。

4.1ト ー タル ・セ クシ ョンのあ る標準 メッセージ

図4-1に 示す よ うに、複 数の伝票 とそ の トータル で メ ッセー ジ ・グル ー プ を構 成 した

い場合が あ ります。 これは、1枚 の伝票 をマルチ明細 の繰 返 し単位 にマ ッピ ングす ること

で実現で きます が、複 数 の伝票が1つ の メ ッセー ジに含 まれ ることにな り、伝票 の枚数 が

非常 に多 い時に、 トランス レーターの扱 える最大 メ ッセ ージ長の制 限を越 えて しま う可能

性が大 き くな ります 。

一 ル ー票

. ←

注文伝票

. ＼

←一一 注文金額合計を記述

＼ 個々の注文伝票の集合

図4-1複 数 の伝票 と トータル伝 票が ある例

トランス レーターの扱 え る最 大 メ ッセージ長 の制限 に触 れない よ うにす るためには、1

枚 の伝 票を1メ ヅセー ジにマ ッピングす る必要が あ ります 。 そ こで、 以下 の よ うに標 準

メ ッセージを作 成 します。

①1枚 の伝 票を1つ の メ ッセー ジにマ ッピングす る。

② で きあが った メ ッセー ジに、 トータル項 目を追加す る。

その結果 、図4-2の ようにな ります。これは注文書 の例 で、 トータル項 目として、r注文

金 額の合計』 を追加 しています。

この時、個 々の注文 メ ヅセージ上では、『注文金額合計』が無駄 な項 目にな るよ うに見 え

ます。しか し、 トラ ンス レーターでは、個 々の注文 メ ッセー ジを作 り出す時 、『注文金額合

計』 がゼ ロであれば削除 します ので、実際 の電文に含め られ ることはあ りません。

尚、図4-2の 先頭 に ある 『トータル識別子』は、個 々の伝票 か トータルかを識別 す るス

イ ッチです。
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注文情報 BPID=XXXXnnnn

項 目Nα 項 目 名 必 項 目 内 容 属性(桁 数)

TAGOO1 トータル識別子 ● X(1)
TAGOO1 項 目1
TAGOO2 項目2

途中省略

TAGm㎜

TAGnnn 注文金額合計 ● 9(12)

図4-2図4-1の 伝票 の標 準 メ ッセ ージの構造例

4.2UN/EDlFACTの セグメン トや セグ メン ト・グループの実現

UN/EDIFACTの 標準 メ ッセー ジをCIIシ ンタ ックスル ール にマ ッピング しよ うとす

る時、 セグメ ン トや セグメン ト ・グル ープの処理 が問題 にな ります。 これを、マルチ明細

の活用 で解決す る方法を説 明 します。

産業情報化推進 センターのCIIモ デル トランス レーター標 準 ロジ ヅクに準拠 したCIIト

ラ ンス レーターには、次 の よ うな性質 があ ります。

① 単純列構造 内のデー タタグ番号nの デー タ項 目とマルチ明細 内のデ ータタグ番 号n

のデ ータ項 目は、別 のデ ータ項 目と見 なす。

② あるマル チ明細 内にあ るデ ータタグ番号nの データ項 目と別 のマルチ明細 内のデ ー

タタグ番 号nの データ項 目は、別 のデ ータ項 目と見なす。

この性質 を使 うと、セグ メン トや セグメ ン ト ・グル ープが構成 で きます。

4.2.1セ グ メ ン トの構 成 方 法

実 際 の セ グ メ ン トを用 い て 、 構 成 方 法 を 説 明 しま す 。 図4-3は 、1992年 版UNSM

デaレ ク トリーのNADセ グ メ ン トです 。 これ を 、忠 実 にCIIベ ー ス に マ ッピ ン グ した結

果 を 図4-4に 示 します 。

以 下 に 、 具 体 的 な方 法 を述 べ ます 。
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NAD Nameandaddress(1992版 デ ィ レク トリー よ り)

an..3

an..17

an..3

an..3

3035/M
CO82/C

CO58/C

PARTYQUALIFIER
PARTYIDETIFICATIONDETAILS
3039/MPartyididentification
1131/CCodelistqualifier
3055/CCodelistresponsibleageency,coded
NAMEANDADDRESS

an..353124/MNameandaddressline・

an..353124/CNameandaddresslineCII標 準 で は 、

an..353124/CNameandaddressline・35×5=175文 字 に

an..353124/CNameandaddressline－ 括 し て 定 義 す る 。

an..353124/CNameandaddressline'

CO80/CPARTYNAME

an..353036/MPartyname・

an..353036/CPartynameCII標 準 で は 、

an..353036/CPartyname・35×5=175文 字 に

an..353036/CPartyname－ 括 し て 定 義 す る 。

an..353036/CPartyname'

an..33703/CPartynameformat,coded

CO59/CSTREET

an..353042/MStreetandnumber/P.0.Box・

an..353042/CStreetandnumber/P.0.BoxCII標 準 で は 、

an..353042/CStreetandnumber/P.0.Box・35×5=175文 字 に

an..353042/CStreetandnumber/P.0.Box－ 括 し て 定 義 す る 。

an..353042/CStreetandnumber/P.0.Box'

an..33001/CStreetandnu皿ber/P.0.Boxformat,coded

an..353164/CCITYNAME

an..93229/CCOUNTRYSUB-ENTITYIDENTIFICATION

an..93251/CPOSTCODEIDENTIFICATION

an..33207/CCOUNTRY,CODED

図4-3NADセ ク"メ ン ト の 完 全 な 構 造(1992版 デ ィ レ ク ト リ ー)

項 目No. 必 項 目 名 属性(桁 数)

…期 美田.識…損lli剣三三.x:::最:大.灘 数 　㌍n…

劔 鐵ii函
3035 ● PARTYQUALIFIER X(1)
3039 Partyididentification X(17)
1131 Codelistqualifier X(3)
3035 Codelistresponsibleageency,coded X(3)
3124 Nameandaddressline X(175)
3036 Partyname X(175)
3703 Partynameformat,coded X(3)
3042 Streetandnumber/P.0.Box X(175)
3001 Streetandnumber/P.0.Boxformat,coded X(3)
3164 CITYNAME X(35)
3229 COUNTRYSUB-ENTITYIDENTIFICATION X(9)
3251 POSTCODEIDENTIFICATION X(9)
3207 COUNTRY,CODED X(3)

図4-4NADセ ク"メン トの完 全 なCII標 準 メ ッセ ー ジ記述
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(1)マ ルチ明細化

NADセ グ メン トを一つ の マル チ 明細 に します 。UNSM内 で は、 必要 に応 じて、

NADセ グメ ン トは複数使われ ます。この時、同 じデ ータタグ番 号が 同一 のメ ッセージ

内に生 じる ことにな り、CIIシ ンタ ックスル ールに とって都合 の悪 い状況 とな ります。

しか し、 マル チ明細 にす れ ば、 この 問題 を ク リアーで きます 。UNSMに お け る

NADセ グメン トの反復 は、マルチ明細 の機能そ の ものに置 き換 え られ る とともに、別

の場所 に2つ 目のNADセ グ メン トが表 れた時 は、マル チ明細識別 子(以 下 、明細識別

子 と略す)を 変 え ることで対応 で きます。一般化すれ ば、以下 の よ うにな ります。

① セ グメン トはマルチ明細化 す る。

② 明細識別 子は、CIIシ ンタ ックスル ール上で のセ グメン トの名にな る。

③ 明細識別 子は、一つの メ ッセージ内のセ グメン トがユニ ークに識別 で きる よう

に割 り当て る。

(2)複 合デ ータエ レメ ン トの処 理

① 要素デ ータ項 目を単純に並べ る方法

図4-3の 『CO82/C:PARTYIDETIFICATIONDETAILS』 は、3つ のデ ータ項

目の集合体 です。CIIシ ンタ ックスル ール上 では、単純に3つ の要素 デー タ項 目を並

べ ています。 これで、特 に問題 は あ りませ ん。

② 要素 デ ータ項 目を合体 させ る方法

図4-3の 『CO58/C:NAMEANDADDRESS』 は、35×5・175byteに く くっ

て、CIIシ ンタ ックスル ール上 のデ ータ項 目としてい ます。

この項 目は何かの都合で、単純 に5分 割 した もの と思われ ます ので、 これ で、特

に問題が発生す ることは あ りませ ん。

③ 内部 マル チ明細化

前述② の方法 では納 得 出来 な い 時 は、rCO58/C:NAMEANDADDRESS』 を

『3036/M:Partyname』 ×5回 の内部 マル チ明細 として しまえば完全 です。

④ ①、② お よび③ の組 み合わ せ

図4-3の 『CO80/C:PARTYNAME』 は 、① と② を組 み合 わ せ て 、CIIシ ン

タ ックスル ール上 のデー タ項 目と してい ます 。

必要 であれば、③ の方法 も組 み合わ せて、CIIシ ンタ ックスル ール上 のデ ータ項

目とす る ことがで きます。
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4.2.2セ グ メ ン ト ・グ ル ー プ の 構 成 方 法

セ グ メ ン ト ・グ ル ー プ も、 マ ル チ 明細 の応 用 で実 現 で き ます 。例 え ば 、図4-5の よ う

にす れ ば セ グ メ ン ト ・グル ー フ。が マ ッ ピ ングで き ま す 。UNSMで は 、 セ グ メ ン ト ・グ

ル ープ が反 復 す る こ とが あ ります ので 、 マル チ 明 細 に よ って マ ッピ ングす る の は、 理 に

か な って い ます 。

尚 、反 復 しな い セ グ メ イ ト ・グル ー プは 、 あえ て マ ル チ 明細 化 しな くて も、 特 に 問題

が発 生す る こ とは あ りませ ん。

＼/＼ 一
ノ 、

マルチ明細A(セ グメン ト・グループ α)

!

メン}・グループ

の範 囲

、

Xセグメン1
の範囲

/

マルチ明細C(Xセ グメ ン ト)

、

Yセ グメント
の範囲

ノ

マルチ明細D(Yセ グメン ト)

、

、

!

マルチ明細E(Zセ グメン ト)

'、

、

Zセグメン}
の範 囲

'

// ＼
図4-5セ グ メ ン ト ・グル ー プ の構 成 方 法
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4.2.3セ ク シ ョン の構 成 方 法

セ ク シ ョンに つ い て も、 マル チ 明細 で 実 現 で き ます 。通 常 、UNSMは 、ヘ ッデ ィ ン グ

・セ ク シ ョン、詳 細 セ ク シ ョ ンそ して サ マ リー ・セ ク シ ョンで構 成 され て い ます 。 この

内、 ヘ ッデ ィン グ ・セ ク シ ョン とサ マ リー ・セ ク シ ョン は反 復 が な い の で 、特 に マ ル チ

明細 化 す る必 要 は あ りませ ん。 詳 細 セ ク シ ョンは、 反 復 す るの が 普通 で す か ら、 マ ル チ

明細 化 します 。
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4.3UNSMのCl1シ ン タ ック ス ル ー ル ・シ ュ ミレー シ ョン

実 際 のUNSMを 用 い て 、UNSMをCII化(CIIシ ンタ ヅクス ル ール ・シ ュ ミ レ ー シ ョ

ン)し た例 を示 し ます 。

UNSMと して は 、1993年 版 のEANCOMサ ブ セ ッ トの注 文 書 を例 に します 。資 料 と して

r流 通 業 に お け る電 子 化取 引 標 準 化 調 査 研 究報 告書 平 成7年3月 ㈱ 流 通 シ ス テ ム開発

セ ン タ ー』 に掲 載 され たEANCOMサ ブ セ ッ トの注 文 書 の翻 訳 版 を 用 い ま した 。

以 下 に、 マ ッピ ン グの ポイ ン トを 示 す と と もに 、次 ペ ー ジ以 後 に、 マ ッ ピ ン グ結 果 を 示

します 。

①CII標 準 に お け るBPIDをrUNSM』 と し、特 別 な デ ィ レク ト リー ・セ ッ トを用 い る こ

と と し、 デ ー タ タ グ番 号 は 、UNSMと 同一 と した 。

② デ ー タ属 性 に つ い て は 、ran』 タ イ フ.はrX』 に、 『n』タイ フ.はr9』 に マ ッ ピン グ した 。

③ 情 報 区分 コー ドは 、 仮 に 、rORDR』 と した 。

④ ヘ ッデ ィ ング ・セ ク シ ョン とサ マ リー ・セ ク シ ョンは 、反 復 が な いた め 、 マル チ 明細

化 しな か った 。 詳 細 セ ク シ ョンは反 復 す るた め 、 マ ル チ 明細 化 した 。

⑤ ヘ ッデ ィ ング ・セ ク シ ョンに含 まれ るセ グ メ ン トに つ い て は 、 マ ル チ 明細 識 別 子 と し

て 『1』か らr7』 を順 に 割 り当 て た 。

⑥ 詳細 セ クシ ョンは 、 マ ル チ 明細 識 別 子 と してr@』 を 割 当 て 、 そ れ に 含 まれ る セ グ メ

ン トに つ い て は 、 マ ル チ 明細 識 別 子 と して 『A』 か ら 『H』 を 順 に割 り当 て た。

⑦ サ マ リー ・セ ク シ ョンに 含 まれ るセ グ メ ン トに つ い て は 、 マ ル チ 明 細 識 別 子 と して

『#』、r$』 、 『%』、 『&』 を 順 に 割 り当 て た。

⑧ ヘ ッデ ィ ン グ ・セ ク シ ョン 内のrFTX』 内のrC108(フ リー テ キ ス ト)』 につ い て は 、

デ ー タ項 目の使 用 方 法 を考 慮 し、 く くらな いで 内部 マ ル チ 明細 を 設 定 し、35文 字 ×5と

した 。

⑨ 詳細 セ クシ ョン内 のrPIA』 内 の 『C212(明 細 識 別 子)』 に つ い て は 、セ グ メ ン トの構i

造 を 考 慮 し、 く くらな い で 内部 マル チ 明細 を設 定 し、5回 反 復 と した。

⑩ 詳 細 セ クシ ョンの繰 返 し数 は、 特 に 決 め て いな い 。

⑪ マル チ 明細 の ネ ス トは 最 大3レ ベ ル で 実 現 で きた 。

⑫EANCOMサ ブセ ッ トで 、省 略 が指 示 され て い る もの は 、 マ ッピ ン グ して い な い。

⑬ わ が 国 の流 通 サ ブセ ッ トと して㊥ 流 通 シ ス テ ム開 発 セ ン タ ーの報 告 書 で必 須 が 指 示 さ

れ て い る もの に つ い て 、 『● 』 が 付 け て あ る。
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〔EANCOM1993年 版 注 文 メ ッセ ー ジ のCl1シ ュ ミ レー シ ョン〕

(流通業 における電子化取引標準化調査研究報告書 ㊥流 通 システム開発セ ンター(1995-3)に 基づ く)

情報区分 コー ド=「ORDRＬBPlD=「UNSMOOOO」(分 析用)
'、

|

ヘッデ ィング ・セ クション始め

明細識別子=1最 爽繰返数=1
(UNH)
0062 ● メ ッセ ー ジ リフ ァ レンス ナ ンバ ー X(14)
0065 ● メッセージ●タイプIDr X(6)
0052 ● メッセージ・バージョンNα 9(3)
0054 ● メッセージ・1川一スNα ・ メッセージ識 別子 9(3)
0051 ● 管理機関コード X(2)
0057 ● 協 会 コード ・ X(6)

明細識別子=2最 大繰返数=1
(BGM)
1001 ● ドキュメン}名 コード ・ X(3)
1131 コード制定機 関 パ キュメント X(3)
3055 仲介責任コード X(3)

1000 ドキュメント名 ノ X(35)

1004 ● ドキュメント番号 X(35)

1225 メッセージ 磯 花 コード X(3)

明細識別子=3最 大繰返数=9
(DTM)(2005=2,II、61、63,64、89刀7、13広200の 順 とす る)
2005 ● 日 寸/時 刻/期 間修飾子 、 X(3)
2380 ● 日寸/時 刻/期 間}日 付/時 刻/期 間 X(35)

2379 ● 日寸/時 刻/期 間フォーマット修飾子 ノ X(3)

明細識別子=4
(FTX)

最大繰返数=1

4451● テキス}・タイトル・コード X(3)

4453 テキスト機 能 コード X(3)

4441 フリー・テキス1・ コード X(3)

1131 コード体 系の 識別 コード}テ キスト・リファレンス X(3)

3055 コード体 系の 管理 機 関 コード ノ X(3)

明細識別子塔5
(C108:文 字糊D

最大繰返数埜5
1番Eは 伝票巨益、 2番 目は自由使用欄

4440 ● フ|1一テキス}(1番 ∈の伝票区分 のみ必須) X(70)1
3453 言語 コー ド X(3)

明細激lj子=6最 大繰返数=8
(NAD)(3035=肌CO項Pヨ 瓢SN.駅,舗,鰍 の 順 とす る)

3035 ● 相手を限定す るコード X(3)

3039 ● 相手先識別コード(相 手先識別) X(17)

3055 コード体系の管理機関のコード(〃) X(3)

3124 名前と住所(名 前と住所ライン) X(175)

3036 相手先名(相 手先の名) X(175)

3045 相 手 先名 フォーマット・コード(") X(3)

3042 町(町 名と番号) X(105)

3164 都市名 X(35)

3229 地域 コー ド X(9)

3251 郵便番号 X(9)

3207 国 コー ド X(3)

明細翻rl子=7最 大繰返数=1

(REF)
1153 ● 参 照 コード X(3)

1154 参照番号 X(35)

ヘ ッデ ィング ・セ ク シ ョン終
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o.'、

詳細セクシ ョン始め
明細識別子=@最 大繰返数=n⊇ …

(詳細セ クシ ョン ・ループ)

明細翻ll子=A最 大繰返数=1
(LI旬
1082 ● ライン品目番号 9(6)
7140 ● 商品 コー ド 、 X(35)
7143 商品番号識別コ弍}製 品ID X(3)
3055 コード体系管理機関コード X(3)
5495 サブライン の 指示 、 コー ド X(3)
7083 構 成 、 コー ド X(3)

明縮 鵠lj子=B最 大繰返数=1

(PIA)

4347 ● 製品ID機能修飾子 X(3)
7140 ● 商品番号 、 X(35)
7143 ● 商品番号の種類、コード}製 品番号識別 X(3)
3055 ● コードリストの 責 任 、 コード ノ X(3)
明細謝1仔=c最 繰 返数=4

(C212:製 品識男il∫)'

7140● 商品番号 X(35)
7143商 品番号の種類、コード X(3)
3055コ ード体 系 管 理機 関 コード X(3)

明細翻|1子=D最 大繰仮数=1
(IM韮))
7077 ● 商品の説明のタイプを示すコー ド X(3)
7081 商品特性を示すコー ド X(3)
7009 ● 商品 区別 コード ・ X(7)
1131 コードリスト修 飾子 ・コードで表 した品目説明 X(3)
3055 コード体系の管理機関コード X(3)
7008 ● 商品の説明' X(70)

明細識別子類E最 大繰返数嬰1-
(QTY)
6063● 数量 修飾子 、 X(3)

6060● 数 量}数 量詳細 9(15)
6411 計量単位修飾子 ノ X(3)

明細識別子=F
(MOA)

〕献 繰返数= 1

50251● 合計金額タイプ修飾子 (金額合計) X(3)

50041● 合計金額(〃) 9(18)
明細翻ll子 鶯G最 大繰返数判
(PRI)
5125 ● 価格修飾子 ・ X(3)
5118 ● 価 格 X(15)

5375 価格 の タイプ、コード
・価格情報 X(3)

5387 ● 価格のタイプ修飾子 X(3)
5284 ○ 単位価格基準 9(9)
6411 ○ 計量単位修飾子' X(3)

明細識別子=H
(PAC)

最大繰返数=1

7224 ● 梱包の個数 9(8)
7233 梱包 関連の情報、コード(梱 包の詳細) X(3)
7073 梱包条件、コード(〃) X(3)

7065 梱 包 の形 態 コード 、 X(7)
1131 コードリスト修 飾 子 ・梱包形態 X(3)
3055 コード体 系 管 理機 関コード X(3)

7064 梱包形態' X(35)

詳細セクシ ョン終
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サ マ リー ・セ ク シ ョン始 め

明細識別子=#最 大繰返数=1
ωNS)

100811●1セ クションIDコ ー ドlX(3)

明細識別子=$最 大繰返数=1
(M◎A)
5025 ● 金額合計タイプ修飾子(金 額合計) X(3)
5004 ● 金額合計(") 9(18)

明細識別子=% 最大繰返数=1
〈奪NT)
6069 ● 調整 内 容コード 、 X(3)
6066 ● 調整il文}コ ントロール 9(18)
6411 測定 皇位 を指定す るコード ノ X(3)

明細識別子=&:
《UNT)

藁大繰返数判

0074 メッセージの 中 のセグメント の数(使 用 しな い) 9(6)

0062 ● メッセージリファレンスナンバー X(14)

サ マ リー ・セ ク シ ョン終

44UNSMのCIlシ ン タ ックス ル ー ル ・シ ュ ミレー シ ョンの 有 効 性

前項4.3で 述 べ たUNSMのCIIシ ュ ミ レー シ ョンの利 点 は 以下 とな ります 。

①UNSMをCIIシ ン タ ックス ル ール で活 用 で きる。 トラ ンス レー タ ーは 、CII推 奨 トラ

ンス レー タ ー が活 用 で き る。 た だ し、市 販 のCII推 奨 トラ ンス レー タ ーで は 、CIIモ デ

ル ・トラ ンス レー タ ー ・ロジ ッ クに準 拠 す る こ とが 義 務 づ け られ て い な い の で 、実 際 に

応 用 す る場 合 に は、 個 々 の トラ ンス レー タ ーに つ い て 吟 味 が 必 要 に な ります 。

②CIIシ ン タ ックスル ール でUNSMを 活 用 す るた め、 メ ッセ ー ジ構 造 を 含 め て 、ほ ぼ 完

全 な互 換 性 を も った標 準 メ ッセ ー ジを 、EDIFACTシ ンタ ッ クス ル ー ル とCIIシ ン タ ッ

クス ル ール の 両方 で運 用 可 能 とな ります 。

③ メ ッセ ー ジの 互換 性 に つ い て 詳 細 に 述 べ れ ば 、 以下 とな ります 。

・ 各 デ ー タ項 目の デ ー タ タ グ番 号 、 デ ー タ コ ー ドの値 がUNSMデ ィ レ ク ト リー と一

致 す る。

・ デ ー タ セ グ メ ン トの構 造 がCIIシ ン タ ックス ル ー ル で実 現 され る。

・ セ グ メ ン ト ・グル ー フ。構 造 を ふ くむ メ ッセ ー ジ全 体 に つ い て、UNSMと 同一 の もの

がCIIシ ンタ ック スル ール で 実 現 され る。
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第5章 標 準 メ ッ セ ー ジ の 運 用

5.1実 運用用 メッセー ジの作成

標準 メ ッセー ジは、様 々な ケースを想定 して作 られ てい ますか ら、特定の運用 に用 い る

場合 には使 わないデ ータ項 目が多数含 まれ ています。 そ こで、標 準 メ ッセージか ら実 際に

使 うデー タ項 目のみを ピックア ップす る作業が必要 とな り、 これ を実 運用 メ ッセージの切

り出 しといい ます。 図5-1に その よ うすを しめ します 。図5-1の 上段 が標 準 メ ッセ ー ジ

を表 し、下段 が実運 用 メ ッセージ表す もの とします。 納入場所 と備考 は使用 しないため、

これを カ ッ トして実運 用 メ ッセー ジを まとめています。実運用 メ ッセ ージは、個 々のユ ー

ザ ーが作成 します。

注文書BPID=JCIIOllA
－
TagOO1 情報区分 コー ド ● 図3-5の 伝票の① X(4)

TagOO2 注文年月日 ● 〃 ② Y(6)
TagOO3 受注者 コー ド ● 〃 ③ X(12)
TagOO4 発注者 コー ド ● 〃 ④ X(12)
日日細蕃 別r雫_脇o 静完繰振貌 増、馬

TagOO5 品名 ・仕様 ●
-

図3-5の 伝票の⑤ X(30)
TagOO6 発注数量 ● 〃 ⑥ 9(9)

TagOO7 単 価 ● 〃 ⑦ 9(10)V(3)

TagOO8 発注金額 ● 〃 ⑧ 9(10)V(3)

I

TagOO9 発注合計 ● 図3-5の 伝票の⑨ 9(10)V(3)
TagO10 納 期 〃 ⑩ Y(6)
m 紬1uヨ コr ,,(
、眺 θII 肘 】!、切 ∫フ1 w K(6θ)

TagO12 購買担当 〃 ⑫ K(16)
〔 ∩1q 融 」乙 ,,∩ 7'〆1ハ ∩、

1α5V⊥U り田4コ Ψ 1、人⊥))ノ

使用 しない

使用 しない

注文書 BPID=JCIIOlIA

TagOO1 情報区分 コー ド ● 図3-5の 伝票の① X(4)

TagOO2 注文年月日 ● 〃 ② Y(6)

TagOO3 受注者 コー ド ● 〃 ③ X(12)

TagOO4 発注者 コー ド ● 〃 ④ X(12)
媚細ま 諸蒙夫i横坂薮=日

TagOO5 品名 ・仕様 ● 図3-5の 伝票の⑤ X(30)
TagOO6 発注数量 ● 〃 ⑥ 9(9)
TagOO7 単 価 ● 〃 ⑦ 9(10)V(3)

発注金額 ● 〃 ⑧ 9(10)V(3)TagOO8

Ta2009 発注合計 ● 図3-5の 伝票の⑨ 9(10)V(3)

TagO10 納 期 〃 ⑩ Y(6)
TagO12 購買担当 〃 ⑫ K(16)

注)上 段 は標準 メ ッセー ジ(図3-5の 注文 メ ッセージ)

下段 は実運用 メッセージ(上 段の標準 メ ッセー ジか ら切 り出 した もの)

図5-1実 運 用 メ ッセ ー ジ の切 り出 し例
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5.2中 間フ ァイルの設計

CII標 準のEDIシ ステ ムを構築 す る時には通 常CIIト ランス レーターを使 います が、 こ

の時ユーザ ーシステム とのイ ンター フェース用 として、中間 フ ァイルが必要にな ります。

中間 ファイルは、別名EDIフ ラ ッ トファイル とも呼ばれ、EDIシ ステ ムで は大 変重 要 な

ファイル です。

中間フ ァイル は固定 フ ォーマ ッ トで、CII標 準 の場 合には、図5-1の 下段 の フ ォーマ ッ

トが基本 とな ります。つ ま り、図5-1の 下段 のフ ォーマ ッ トが基本的 な中間 フ ァイルを表

してお り、 この フ ォーマ ッ トを 固定長 レコー ド上 に実 現 す れ ば、 も っと も基 本 的 な 中 間

フ ァイルが作成で き ます 。 この時 、デ ー タ長 は すべ て最 大 長 で定義 します 。 また 、 図

5-1のTagOO5～TagOO8の 繰返 しは配列(Arrey)と して定義 します 。図5-1の 場合 には

1次 元 の配列にな ります。

注意すべ き点は次 の事項 です。標 準 メ ッセ ージには変更がつ きものです。標準 メ ッセー

ジ自体 は可変長かつ可変 フ ォーマ ッ トです か ら変 更には柔軟に対応 できる よ うにな ってい

ます。 しか し、 中間 フ ァイルは固定 フォーマ ッ トです か ら、一般的に変更が苦手 にな って

い ます。 したが って、実運用 メ ッセ ージをその まま中間 フ ァイルに して しま うと、後 日困

難が発生す る可能性 が大 きい と言え ます。 そ こで、中間 フ ァイルを設計す る時 には、余 白

を確保 して後 日の変更 に対応 で きるよ うにす る必 要が あ ります。 どこに どれだ け余 白を入

れ るかは、ユ ーザ ーシステ ムの状況や標 準 メ ッセ ージの性質 な ど様 々な要素 を使 って判 断

しなければな りませ ん。 トランス レーターの機能 に よって も違 って きます。必要 に応 じて、

トランス レーターの メーカーや専門家(コ ンサル タン ト)な どに相談す るの もよいか と思

い ます。

5.3ト ラ ンス レー タ ー につ い て

トラ ンス レー ター は、 使 用 す る標 準 メ ッセ ー ジを 処 理 で き る もの で な けれ ば な りませ ん 。

第3.1.2項 で述 べ た よ うに 、CII推 奨 トラ ン ス レー タ ー の制 限 内 で標 準 メ ッセ ー ジが 設 計 さ

れ て いれ ば 、 す べ て のCII推 奨 トラ ンス レー タ ーを 使 う こと が で き ます 。 この制 限 を 越 え

て標 準 メ ッセ ー ジが設 計 され て い る(例 え ば 、 メ ッセ ー ジ長 が32001byte以 上 等)場 合 に

は 、個 々の トラ ンス レー タ ー に つ い て 、機 能 確 認 が 必 要 です 。

CII推 奨 トラ ンス レー ター は 、CII推 奨 基 準 に 基 づ い て機 能 設 定 され て い ます が 、CII推

奨基 準 とは 、 通 常 の取 引用 メ ッセ ー ジに 支 障 な く使 え る トラ ンス レー タ ーが 保 持 す べ き機
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能を定め た ものです 。 しか し、業界 に よっては、標準 メッセージを作 るために推奨機能 を

越 えた機能 を使わ ざ るをえない状況 もあ り、 この場合、標準 メ ッセー ジに明記す る ことが

望 まれ ます 。

5.4標 準 メ ッセー ジの メンテナンス(変 更)

標 準 メ ッセ ージの変 更は一般 的に影響 が大 きいため、第2.4項 で述べ た よ うに、試 行 運

用を行 って不 具合点 を修正 してか ら確定 させ ます。 しか し、取引環境 の変化 が激 しいため、

定期的な標 準 メ ッセー ジの改定 は避け られ ませ ん。改定 の内容は様 々です が、本質的 な改

定は混乱 を生 じる可能性 があ り避け るべ きです。既存 の標準 メ ッセー ジに大 幅な改定が必

要 な場合 は、む しろ新規 に作成す る ことをお薦 め します。

既存 の標 準 メ ッセー ジの改定 では、 ア ッパ ー コンパ チブル(上 方互換)を 維 持す る こと

が重要 で下記 の事項 に注意 します。

① デ ー タ属 性 の変更 を避け る。止むを えな い場合で もr数 字(9又 はN)→ 英 数 字

(X)』 に限 るべ きで ある。

② デ ー タ長 の変更 は、データ長の増加のみに限 る。

③ 既存 のデ ータ項 目を削除す ることは、極 力避け る。

④ 新 規 のデ ータ項 目の追加は、通常、問題 を発生 しないが、改定後 に追加 デ ータ項 目

を明記 してお くことが望 ま しい。

改定後 の標準 メ ッセージのバ ージ ョン番 号は、 当然、変 えなければな りませ ん。統一 的

なバー ジ ョン番 号の設定方法はあ りませんが、現在、BPIDの 下2桁 を使 い、第1バ ージ ョ

ンをrlA』 とし、以下 『1B』、rlC』 と続 け るのが多い よ うです。新 バ ージ ョンが有効 に

な ったあ との旧バ ージ ョンの取 扱について も明確にす る必要 があ ります。

CII標 準 では、 これ ら標準 メ ッセージの メンテナ ンス方法(ル ール)に つ いては、標 準

メ ッセー ジ開発機 関が責任を以て作成 し、運 用す ることが義務 づけ られてい ます。

標準 メ ッセー ジの改定を行 った開発機 関は、改定 内容 につ いて 、産 業情 報 化 推 進 セ ン

ターへ届 け る ことにな ってい ます。 通常、新 しい規格書 の提 出で代用 されて います。新規

に作成 したデ ータ項 目は、登録す ることがで きます。登録 につ いては、第6章 を参照 して

くだ さい。

尚、産業情 報化推進 セ ンターに既 に登録済 のデ ー タ項 目の属性 を変 更す る場 合 に は 、

データタ グ委 員会 の承 認が必要 です。詳細 は第6章 を参照 して下 さい。
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第6章 登 録 と届 出制 度 に つ い て

6.1登 録 ・届出制度の概要

CIIシ ンタ ックスル ール は、EDIデ ータ交i換の技術上 の規格を定め た もので、 これだけ

で はスムーズなEDIの 運用 は実現で きません。 これを補 うのが各種 の運用 ル ールですが、

このル ール の一部 であるデ ータ項 目や標準 メ ッセージな どの登録 ・届 出制 度につ いて述べ

ます。

(1)標 準 メッセージ開発機関 の認定

CII標 準では、業界別 に標準 メ ッセ ージを開発 してい ますが、業界 であれば誰で も標

準 メ ッセージを開発 で きる訳 ではあ りませ ん。既 に述べ た よ うに、『BPID』 が なけれ ぽ

標準 メ ッセー ジを開発 で きませ ん。rBPID』 の付与 は、産業情報化 推進 セ ンターに常 設

され てい るrデ ータタグ委員会』の承認事項 に な ってお り、rBPID』 の取得 を以 て、標 準

メ ッセ ージ開発機 関 と して認定 された とい うことにな ります。

rBPID』 は、産業情報化推進 セ ンターへ 申請す ることで取得 で きます。

(2)『 デー タタグ番号枠』 の付与

『デ ータタグ委員会』では、認 定 された標 準 メ ッセー ジ開発機 関へ必要に応 じて 『デー

タタグ番号枠』 を付与 します。 『デ ータタ グ番 号枠』 とは、未使用 の デ ー タ タ グの集合

で、 このデータタ グ番号を用 いて新規 のデ ータ項 目を作成す るこ とが で きます。

(3)デ ー タ項 目の登録

あ る標準 メ ッセ ージ開発機関 で開発 した デー タ項 目を他 の標 準 メ ッセー ジ開発機関で

有効利用 して もら うためにある制度 です。

標 準 メ ッセ ージ開発機 関(デ ータ項 目開発 機関)が 産業 情報化推進 セ ンターへ登録 申

請す ることで行い ます。申請 され たデ ータ項 目は、原則的に登 録 され 、rデ ータ タグ委員

会』 へ報告 され ます。

尚、登録 された データ項 目は全産業 界共通 のデー タ項 目とな るため、 オ リジナル開発

機関 でデータ項 目の属性を変更す る時は、 『デ ータタグ委員会』 の承 認 手 続 きが必 要 に

な ります。

(4)標 準 メ ッセ ージの届 出制度

特 定の標 準 メ ッセ ージ開発機 関が開発 した標準 メ ッセージを 、広 く告知す るためにあ

る制 度です。標 準 メ ッセージ開発機 関が産 業情報化推進 セ ンターへ、規格書 を届 出す る
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ことで実施 され ます。届 出が あ った ことは、『データタ グ委 員会』へ報告 され ます。

この結果、産業情報化 推進 セ ンターにはCII標 準 の規 格書がすべ て揃 ってお り、閲覧

可能 ですか ら、新規 の標 準 メ ッセージを開発す る時 の参 考 とす ることがで きます。

6.2デ ー タタグ委 員会 について

rデ ータタグ委員 会』は、BPIDを 保持 してい る標準 メ ッセー ジ開発機 関の代表 に よって

構成 されてい る委員会 で、産 業情報化推進 セ ンターに常 設 され てい ます 。

新規 のBPID取 得機 関は、原則 的に取得後 に 自動 的に委員 に な ります。委 員 長 は 、参 加

標準 メ ッセージ開発機 関の持 ち回 りで、1年 交 代にな って います。

委員会では、新規 のrBPID』 の審議 ・承認、rデ ータタ グ番 号枠 』付与 の審議 ・承 認 、

デ ータ項 目登録 の承認 、登録 済デ ータ項 目属性変 更の審議 ・承認 そ してその他 関係事項 の

検討を行 ってい ます。

6.3各 種手続き方法

(1)『BPID』 の申請

巻末の 申請書 のフ ォーマ ッ トに従い、申請書 を作成 し、産 業情報化推進 セ ンターの ビ

ジネスプ ロ トコル課 に送付 して下 さい。

・ 申請者は、 団体役員名 、事務局長名 もし くは関係委員 会委員長名 な どに します 。

・rBPID』 と して、英 数字4文 字の識別符 号を記述 して下 さい。先頭が数字の ものは、

避けて下 さい。

・rBPID』 の候補 と して複数記述す る時は、優先順位 を記述 して下 さい。

・ デ ータタグ番号枠 が必 要な場合は、『データタグ番号枠 必要』 と記述 して下 さい。

・ 連絡先は、 申請 内容 に係わ る事業関係者で 内容が 分か る担 当者 に して下 さい。

(2)『 デ ータタグ番 号枠 』 の追加 申請

既に 『BPID』 保 持 していて、手持 ちの 『データタグ番号枠 』が足 りな くな ったため、

新規 のrデ ータタ グ番 号枠 』が必要にな った時行 う手続 きです。巻末 の 申請 書の フ ォー

マ ヅ トに従 い、 申請書 を作 成 し、産業情報化推進 セ ンターの ビジネスプ ロ トコル課に送

付 して下 さい。

・ 申請者は、 団体役員 名、事務局長名 も しくは関係委員会委 員長 名な どに します。

・ 連絡先は 、申請 内容に係わ る事業関係者で 内容が分か る担当者に して下 さい。
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(3)デ ータ項 目の登録 申請

巻末 の申請書 のフ ォーマ ッ トに従 い、 申請書を作成 し、産業情報化 推進 セ ンターの ビ

ジネス プロ トコル課 に送付 して下 さい。

・ 申請者 は、団体役員名 、事務 局長名 も しくは関係委員会委員長名 な どに します。

・ 添 付す る登録用 デー タ項 目の リス トにつ いては、標準 メ ッセ ージ開発機 関が発行 し

ている規格書 で代用 で きます。

・ 連絡先 は、申請 内容 に係わ る事業関係者で 内容が分か る担 当者 に して下 さい。

④ 登録済 データ項 目の変更 申請

巻 末の申請書 のフ ォーマ ッ トに従 い、 申請書を作成 し、産業情報化 推進 セ ンターの ビ

ジネス プロ トコル課 に送付 して下 さい。

・ 申請者 は、団体役員名 、事務 局長名 も しくは関係委員会委員長 名な どに します。

・ 添 付す る変 更内容 には、r変 更す るデ ータ項 目の タグ番 号』、r変 更 前 の属 性』 そ して

『変 更後 の属性』 を明確 に記述 して下 さい。

・ 連絡先 は、申請 内容 に係わ る事業関係者 で内容が分か る担 当者に して下 さい。

(5)標 準 メ ッセー ジの届 出

標 準 メ ッセー ジ開発機 関が発行 している規格書を下記 に送 付 して くだ さい。

・ 産業情報化推進 セ ンター ビジネスプ ロ トコル課

尚、 申請結果 については、 申請書 に記述 された連絡先 に通知 され ます。
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rBPID』 申請書 ……… 用紙 はA4を 使用 して下 さい。

様 式A
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rデ ータタグ番 号枠 の追加』 申請書 ……… 用紙 はA4を 使用 して下 さい。

様 式B
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『デー タ項 目の登録』 申請書 ……… 用紙 はA4を 使用 して下 さい。

様 式C

財団法人 日本情報処理開発協会

産業情報化推進センター

所 長 殿

『データ項目の登録』を申請 します。

1.取 得済rBPID』

登録を希望するデータ項目

添付 リス トに示す。

連絡先

住所、社名(団 体名)所 属、名前

TELFAX

年 月

申請者名
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『登録済 デ ータ項 目の変 更』 申請書 ……… 用紙 はA4を 使用 して下 さい。

様 式D

財団法人日本情報処理開発協会
年 月

産業情報化推進センター

所 長 殿

申請者名

r登録済データ項目の変更』を申請 します。

1・ 取得済 『BPID・llll

2.変 更 内容

目

口E

① データタグ番号、項目名

② 変更内容

③ 変更予定年月 日

(できるだけ詳 しく記述 して下さい。添付 リス トで も可)

3.連 絡先

住所、社名(団 体名)、 所属、名前

TELFAX
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